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(57)【要約】
【課題】周囲の組織、例えば、切除部位の近くの組織に
実質的に影響を与えることなく切開を行う。
【解決手段】洞手術に向けて組織を治療する装置であっ
て、波長、パルス繰返し数、パルス持続時間、及びパル
ス当たりのエネルギのうちの少なくとも１つが制御可能
であるレーザパルスを発生するレーザシステムと、直接
的な視覚化画像を供給する撮像システムと、前記レーザ
から組織上のスポットにパルスを送出するために該レー
ザに結合された導波管と、前記レーザが、組織の容積が
スピノーダル分解を用いて放出されるようにある一定の
容積の組織を前記スポットで照射するための波長とパル
ス当たりのエネルギとを有し、前記レーザパルスが、該
容積からの応力及び熱エネルギ伝播を抑制するのに十分
に短い持続時間を有する作動モードを有効にするユーザ
入力を有する該レーザシステムに結合されたコントロー
ラと、を含むことを特徴とする装置。
【選択図】図２８Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織除去の方法であって、
　１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と４０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　組織上のスポットに前記パルスを送出し、それによって該スポットの面積及び水中の該
パルスに対する貫通深度（１／ｅ）によって定められる相互作用容積が２：１から１：６
の深さ：幅の比を有する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　シリカ導波管を使用してターゲット組織に前記レーザパルスを送出する段階を有するこ
とを特徴とする請求項１の方法。
【請求項３】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ｋＨｚまでであることを特徴とする請求項１に記
載の方法。
【請求項４】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記レーザパルスは、１００ｎｓ未満のパルス持続時間を有することを特徴とする請求
項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記波長は、１８６０と２５００ｎｍの間であり、パルスエネルギが、１から３０ミリ
ジュール／パルスであることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　組織除去の方法であって、
　１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と１０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　１０から３００マイクロメートルの範囲のスポット幅又は直径を有する前記組織上のス
ポットに前記パルスを送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項９】
　シリカ光ファイバを使用して前記パルスを送出する段階を有することを特徴とする請求
項８の方法。
【請求項１０】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項８に記
載の方法。
【請求項１１】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項８に記載の方法。
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【請求項１３】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項８に記載の方法
。
【請求項１４】
　組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に組織の相互作用容
積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当たりのエネルギ
（Ｅp）を有する前記レーザパルスを該組織上のスポットに送出する段階と、
　を含み、
　前記スポットは、該スポットにわたる最小距離に等しい寸法を有し、前記パルス持続時
間（ｔp）は、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方である音波の伝播時間の３倍以
内である、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１５】
　シリカ光ファイバを使用して該シリカ光ファイバに対する損傷閾値よりも低いエネルギ
とパルス持続時間の組合せを用いてシーケンスレーザパルスを送出する段階を有すること
を特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項１７】
　前記組織は、時間的かつ空間的に均一な相転移が前記容積内に発生するようにスピノー
ダル分解の閾値を超える実質的な応力及び熱の閉じ込めを用いて少なくとも約３００℃の
温度まで加熱され、放出される組織によって残された空洞に隣接する組織への実質的なエ
ネルギ堆積なしに該容積を放出するのに十分な圧力が発生することを特徴とする請求項１
４に記載の方法。
【請求項１８】
　前記相互作用容積内の前記時間的かつ空間的に均一な相転移は、前記除去された組織に
よって残された空洞に隣接する前記組織内に実質的なエネルギを堆積させることなく該相
互作用容積内の組織を効率的に除去する閉じ込められた反跳応力を生じることを特徴とす
る請求項１４に記載の方法。
【請求項１９】
　前記レーザパルスは、少なくとも約５０マイクロメートルの組織貫通深度を有すること
を特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２０】
　前記レーザパルスは、少なくとも約５０マイクロメートルから約７００マイクロメート
ルを超えない範囲内の組織貫通深度を有することを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２１】
　前記容積は、該ターゲット容積に隣接する前記組織内への機械的エネルギの実質的な応
力伝播なく、かつ該ターゲット容積に隣接する該組織内への熱エネルギの実質的な熱拡散
なく放出されることを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２２】
　前記レーザパルスは、光ファイバを通じて伝達され、かつ約１．４マイクロメートルか
ら１．５２マイクロメートル、又は約１．８６から約２．５マイクロメートルの波長を有
し、実質的に水吸収に基づく前記相互作用容積を定めることを特徴とする請求項１４に記
載の方法。
【請求項２３】
　各パルスの前記持続時間は、約１００ピコ秒から約１マイクロ秒の範囲内であることを
特徴とする請求項１４に記載の方法。
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【請求項２４】
　各パルスの前記持続時間は、約５００ピコ秒から約２００マイクロ秒の範囲内であるこ
とを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２５】
　前記パルス持続時間は、約１ナノ秒から約１００ｎｓの範囲内であることを特徴とする
請求項１４に記載の方法。
【請求項２６】
　前記相互作用容積は、各パルスによって放出される深さ及び幅に対応し、
　前記深さ：前記幅の比が、約２：１から１：６の範囲内である、
　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２７】
　各パルスのエネルギの量が、約１ミリジュールから約４０ミリジュールの範囲内である
ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２８】
　前記組織は、コラーゲンを含み、
　前記コラーゲンは、前記光エネルギの各パルスによって液化される、
　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項２９】
　前記組織は、脈管軟組織、軟骨、又は骨のうちの１つ又はそれよりも多くを含むことを
特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項３０】
　長さ及び深さを有する長形切開部が、前記レーザパルスによって前記組織に形成され、
　前記長さ及び前記幅は、前記組織内への前記切開部の面積に対応し、
　組織除去率が、少なくとも約１０-8ｃｍ3／パルスである、
　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項３１】
　前記除去率は、少なくとも約１０-7ｃｍ3／パルスを含むことを特徴とする請求項１４
に記載の方法。
【請求項３２】
　前記光エネルギは、少なくとも約８０％のエネルギ伝達効率で少なくとも１つの光ファ
イバを通じて伝達されることを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項３３】
　組織を治療する装置であって、
　１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と４０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを発生するレーザシステムと、
　前記レーザに結合されて組織上のスポットに該レーザからパルスを送出し、それによっ
て相互作用容積が、該スポットの面積及び水中の該パルスに対する貫通深度（１／ｅ）に
よって定められ、該相互作用容積が２：１から１：６の深さ：幅の比を有するビーム送出
デバイスと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項３４】
　前記ビーム送出デバイスは、シリカ導波管を有することを特徴とする請求項３３に記載
の装置。
【請求項３５】
　前記シリカ導波管は、１０から３００マイクロメートルの範囲のコア径を有することを
特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項３６】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ｋＨｚまでであることを特徴とする請求項３３に
記載の装置。
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【請求項３７】
　前記波長は、１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間であり、前
記パルスは、１と３０ミリジュール／パルスの間と２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間
とを有することを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項３８】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項３３に記載の装
置。
【請求項３９】
　前記レーザシステムは、ツリウムドープホストを含む利得媒体を有することを特徴とす
る請求項３３に記載の装置。
【請求項４０】
　前記ビーム送出デバイスは、前記組織上のスポットのパターン内に複数のパルスを送出
するように配置された複数の導波管を含むことを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項４１】
　前記ビーム送出デバイスは、単一スポットと平行に複数のパルスを送出するように配置
された複数の導波管を含むことを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項４２】
　前記ビーム送出デバイスは、１つ又はそれよりも多くの導波管を有する内視鏡を含むこ
とを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項４３】
　前記ビーム送出デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のコ
ア径を有するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とする請求項３３
に記載の装置。
【請求項４４】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項４５】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項４６】
　組織を治療する装置であって、
　１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と１０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを発生するレーザシステムと、
　光ファイバを含み、かつ１０から３００マイクロメートルの範囲のスポットサイズを用
いて組織に前記レーザパルス送出する前記レーザに結合されたビーム送出デバイスと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項４７】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項４６に記載の装置。
【請求項４８】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項４６に記載の装置。
【請求項４９】
　前記光ファイバは、５０から２００マイクロメートルのコアを有するシリカファイバで
あることを特徴とする請求項４６に記載の装置。
【請求項５０】
　組織を治療する装置であって、
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　波長、パルス繰返し数、パルス持続時間、及びパルス当たりのエネルギのうちの少なく
とも１つが制御可能であるレーザパルスを発生するレーザシステムと、
　前記レーザから前記組織上のスポットにパルスを送出するために該レーザに結合された
ビーム送出デバイスと、
　前記レーザが、組織の容積がスピノーダル分解を用いて放出されるように前記スポット
である一定の容積の組織を照射するための波長とパルス当たりのエネルギとを有し、かつ
前記レーザパルスが該容積からの応力及び熱エネルギ伝播を抑制するのに十分に短い持続
時間を有する少なくとも第１の作動モードと、組織凝固がスピノーダル分解による放出な
しにもたらされる少なくとも第２の作動モードとを含む該レーザに対する作動モードを選
択するユーザ入力を有する該レーザシステムに結合されたコントローラと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項５１】
　前記第１の作動モード及び前記第２の作動モードは、露光中に混在することを特徴とす
る請求項５０に記載の装置。
【請求項５２】
　前記第１の作動モードの前記レーザパルスは、第１の波長を有し、前記第２の作動モー
ドの前記レーザパルスは、第２の波長を有することを特徴とする請求項５０に記載の装置
。
【請求項５３】
　前記第１の作動モードの前記レーザパルスは、２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を
有し、前記第２の作動モードの前記レーザパルスは、１００マイクロ秒よりも長いパルス
持続時間を有することを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項５４】
　前記ビーム送出デバイスは、１０から３００マイクロメートルの範囲のコア径を有する
シリカ導波管を有することを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項５５】
　前記第１の作動モードのパルス繰返し数が、単一の発射から２ｋＨｚまでであることを
特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項５６】
　前記第２の作動モードにおいて、前記波長は、１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４
０と２５００ｎｍの間であり、前記パルスは、１と１０ミリジュール／パルスの間と２０
０ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間とを有することを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項５７】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項５０に記載の装
置。
【請求項５８】
　前記レーザシステムは、ツリウムドープホストを含む利得媒体を有することを特徴とす
る請求項５０に記載の装置。
【請求項５９】
　前記ビーム送出デバイスは、前記組織上のスポットのパターン内に複数のパルスを送出
するように配置された複数の導波管を含むことを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項６０】
　前記ビーム送出デバイスは、単一スポットと平行に複数のパルスを送出するように配置
された複数の導波管を含むことを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項６１】
　前記ビーム送出デバイスは、１つ又はそれよりも多くの導波管を有する内視鏡を含むこ
とを特徴とする請求項５０に記載の装置。
【請求項６２】
　前記ビーム送出デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のコ
ア径を有するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とする請求項５０
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に記載の装置。
【請求項６３】
　前記ビーム送出デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のス
ポット径を組織に送出するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とす
る請求項５０に記載の装置。
【請求項６４】
　組織除去の方法であって、
　１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と４０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　前記組織上のスポットのパターンと平行に前記パルスを送出するように配置された複数
の導波管を有し、それによって相互作用容積が、該スポットの面積及び水中の該パルスに
対する貫通深度（１／ｅ）によって定められ、該相互作用容積が２：１から１：６の深度
対幅の比を有するビーム送出デバイス内に該パルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項６５】
　前記複数の導波管は、シリカ光ファイバを含むことを特徴とする請求項６４に記載の方
法。
【請求項６６】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ｋＨｚまでであることを特徴とする請求項６４に
記載の方法。
【請求項６７】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項６４に記載の方法。
【請求項６８】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項６４に記載の方法。
【請求項６９】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項６４に記載の方
法。
【請求項７０】
　前記波長は、１８６０と２５００ｎｍの間であり、パルスエネルギが、１から３０ｍｊ
であることを特徴とする請求項６４に記載の方法。
【請求項７１】
　組織除去の方法であって、
　１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と１０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　前記組織上のスポットのパターンと平行に前記パルスを送出するように配置された複数
の光ファイバを含み、複該数の光ファイバにおける光ファイバが、１０から３００マイク
ロメートルの範囲の直径を有する個々のスポットを組織に送出するビーム送出デバイス内
に該パルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項７２】
　前記複数の導波管は、シリカ光ファイバを含むことを特徴とする請求項７０に記載の方
法。
【請求項７３】
　前記シリカ光ファイバは、１０から３００マイクロメートルの範囲のコアを有すること
を特徴とする請求項７０に記載の方法。
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【請求項７４】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項７０に
記載の方法。
【請求項７５】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項７０に記載の方法。
【請求項７６】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項７０に記載の方法。
【請求項７７】
　パルス持続時間が、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項７０に記載の方法。
【請求項７８】
　組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　前記組織上のスポットのパターンと平行に前記パルスを送出するように配置された複数
の導波管を含み、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル
分解閾値よりも上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧
力を引き起こすパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわ
たる最小距離に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深
度のうちの小さい方である音波の伝播時間の３倍以内であるビーム送出デバイス内に該パ
ルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項７９】
　シリカ光ファイバを使用して該シリカ光ファイバに対する損傷閾値よりも低いエネルギ
とパルス持続時間の組合せを用いてシーケンスレーザパルスを送出する段階を有すること
を特徴とする請求項７８に記載の方法。
【請求項８０】
　組織除去の方法であって、
　１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と４０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　複数の導波管を有して組織上の単一のスポットと平行に該複数の導波管から出力を送出
するように配置され、それによって相互作用容積が、該スポットの面積及び水中の前記パ
ルスに対する貫通深度（１／ｅ）によって定められ、該相互作用容積が２：１から１：６
の深さ：幅の比を有するビーム送出デバイスに該パルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項８１】
　前記複数の導波管は、シリカ光ファイバを含むことを特徴とする請求項８０に記載の方
法。
【請求項８２】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ｋＨｚまでであることを特徴とする請求項８０に
記載の方法。
【請求項８３】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項８０に記載の方法。
【請求項８４】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項８０に記載の方法。
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【請求項８５】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓｅｃ未満であることを特徴とする請求項８０に記載
の方法。
【請求項８６】
　前記波長は、１８６０と２５００ｎｍの間であり、パルスエネルギが、１から３０ミリ
ジュール／パルスであることを特徴とする請求項８０に記載の方法。
【請求項８７】
　前記ビーム送出デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のコ
ア径を有するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とする請求項８０
に記載の方法。
【請求項８８】
　前記ビーム送出デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のス
ポット径を組織に送出するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とす
る請求項８０に記載の方法。
【請求項８９】
　組織除去の方法であって、
　１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と１０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　複数の光ファイバを有して組織上の単一スポットのパターンと平行に該複数の導波管か
ら出力を送出するように配置され、該複数の光ファイバにおける光ファイバが、１０から
３００マイクロメートルの範囲の直径を有する該単一スポットを有するビーム送出デバイ
ス内に前記パルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項９０】
　前記複数の導波管は、シリカ光ファイバを含むことを特徴とする請求項８９に記載の方
法。
【請求項９１】
　前記シリカファイバのコアが、１０から３００マイクロメートルであることを特徴とす
る請求項８９に記載の方法。
【請求項９２】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項８９に
記載の方法。
【請求項９３】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項８９に記載の方法。
【請求項９４】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項８９に記載の方法。
【請求項９５】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓｅｃ未満であることを特徴とする請求項８９に記載
の方法。
【請求項９６】
　組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　複数の導波管を有して組織上のスポットのパターンと平行に該複数の導波管から前記パ
ルスを送出するように配置され、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対す
るスピノーダル分解閾値よりも上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に
向けて十分な圧力を引き起こすパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、
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該スポットにわたる最小距離に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法
の半分と貫通深度のうちの小さい方である音波の伝播時間の１桁以内であるビーム送出デ
バイス内に該パルスを結合させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項９７】
　シリカ光ファイバを使用して該シリカ光ファイバに対する損傷閾値よりも低いエネルギ
とパルス持続時間の組合せを用いてシーケンスレーザパルスを送出する段階を有すること
を特徴とする請求項９６に記載の方法。
【請求項９８】
　洞手術に向けて組織を治療する装置であって、
　波長、パルス繰返し数、パルス持続時間、及びパルス当たりのエネルギのうちの少なく
とも１つが制御可能であるレーザパルスを発生するレーザシステムと、
　直接的な視覚化画像を供給する撮像システムと、
　前記レーザから洞の内側の組織上のスポットにパルスを送出するために該レーザに結合
された導波管を含む挿入デバイスと、
　前記レーザが、組織の容積がスピノーダル分解を用いて放出されるようにある一定の容
積の組織を前記スポットで照射するための波長とパルス当たりのエネルギとを有し、前記
レーザパルスが、該容積からの応力及び熱エネルギ伝播を抑制するのに十分に短い持続時
間を有する作動モードを有効にするユーザ入力を有する該レーザシステムに結合されたコ
ントローラと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項９９】
　前記コントローラは、組織凝固がスピノーダル分解による放出なしにもたらされる少な
くとも１つの付加的な作動モードを有する前記レーザに対する作動モードを選択するユー
ザ入力を有することを特徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１００】
　前記作動モード及び前記付加的な作動モードは、露光中に混在することを特徴とする請
求項９８に記載の装置。
【請求項１０１】
　前記挿入デバイスは、シリカファイバ導波管を有する可撓性内視鏡を含むことを特徴と
する請求項９８に記載の装置。
【請求項１０２】
　前記導波管は、１０から３００マイクロメートルの範囲のコア径を有するシリカ導波管
を有することを特徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１０３】
　前記導波管は、１０から３００マイクロメートルの範囲の径を有するスポットを組織に
送出することを特徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１０４】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項９８に
記載の装置。
【請求項１０５】
　前記波長は、１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間であり、前
記パルスは、１と１０ミリジュール／パルスの間と２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間
とを有することを特徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１０６】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項９８に記載の装
置。
【請求項１０７】
　前記レーザシステムは、ツリウムドープホストを含む利得媒体を有することを特徴とす
る請求項９８に記載の装置。
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【請求項１０８】
　前記挿入デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のコア径を
有するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とする請求項９８に記載
の装置。
【請求項１０９】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１１０】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項９８に記載の装置。
【請求項１１１】
　組織を治療する装置であって、
　１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と１０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを発生するレーザシステムと、
　１０から３００マイクロメートルの範囲の直径を有する洞の内側の組織上のスポットに
前記レーザからパルスを送出する光ファイバを含む挿入デバイスと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項１１２】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項１１１に記載の
装置。
【請求項１１３】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項１１１に記載の装置。
【請求項１１４】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項１１１に記載の装置。
【請求項１１５】
　前記光ファイバ送出システムは、５０と２００マイクロメートルの間のコアを有するこ
とを特徴とする請求項１１１に記載の装置。
【請求項１１６】
　洞手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを洞内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて洞組織上のスポットに送出する段階であって、前記レ
ーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該組
織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当
たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい寸
法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方であ
る音波の伝播時間の３倍以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１１７】
　洞手術のための組織除去の方法であって、
　１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、１と４０
ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間を有するレ
ーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを洞内に挿入する段階と、
　洞組織上のスポットに前記導波管を通じて前記パルスを送出し、それによって個々の該
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スポットの相互作用容積が、該スポットの断面積及び水中の該パルスに対する貫通深度（
１／ｅ）によって定められ、該相互作用容積が、２：１から１：６の深さ：幅の比を有す
る段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１１８】
　前記挿入デバイスは、可撓性内視鏡を含み、
　前記挿入デバイスを鼻孔を通じて上顎洞空洞内に挿入する段階、
　を有することを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１１９】
　前記洞組織は、節骨内の組織を含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２０】
　前記洞組織は、甲介骨内の組織を含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２１】
　前記洞組織は、蝶形骨内の組織を含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２２】
　前記洞組織は、前頭骨内の組織を含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２３】
　前記洞組織は、有鉤骨内の組織を含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２４】
　前記導波管は、シリカ光ファイバを含むことを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２５】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項１１７
に記載の方法。
【請求項１２６】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２７】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１２８】
　パルス持続時間が、１００ｎｓｅｃ未満であることを特徴とする請求項１１７に記載の
方法。
【請求項１２９】
　前記波長は、１８６０と２５００ｎｍの間であり、パルスエネルギが、１から３０ｍｊ
であることを特徴とする請求項１１７に記載の方法。
【請求項１３０】
　脳手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを脳内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて脳組織上のスポットに送出する段階であって、前記レ
ーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該組
織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当
たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい寸
法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方であ
る音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１３１】
　腹腔鏡手術の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
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　導波管を含む挿入デバイスを腹部領域内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じてターゲット組織上のスポットに送出する段階であって
、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも
上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こす
パルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に
等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さ
い方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１３２】
　腹腔鏡手術が、胆嚢、腸切除、ヘルニア、上部ＧＩ、腎臓、肝臓、膵臓、胃を含むこと
を特徴とする請求項１３１に記載の方法。
【請求項１３３】
　婦人科手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを女性生殖器組織内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて女性生殖器組織上のスポットに送出する段階であって
、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも
上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こす
パルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に
等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さ
い方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１３４】
　婦人科手術が、筋腫摘出、子宮筋腫、子宮内膜症、及び子宮摘出を含むことを特徴とす
る請求項１３３に記載の方法。
【請求項１３５】
　整形手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを骨、靭帯、腱、又は軟骨内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて骨、靭帯、腱、又は軟骨上のスポットに送出する段階
であって、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾
値よりも上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引
き起こすパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最
小距離に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のう
ちの小さい方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１３６】
　整形手術が、関節鏡検査及び関節置換処置を含むことを特徴とする請求項１３５に記載
の方法。
【請求項１３７】
　泌尿器科手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを尿道、前立腺、嚢、又は腎臓内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて尿道、前立腺、嚢、又は腎臓上のスポットに送出する
段階であって、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分
解閾値よりも上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力
を引き起こすパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわた
る最小距離に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度
のうちの小さい方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
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【請求項１３８】
　泌尿器科手術が、良性前立腺肥大症、前立腺切除、尿管結石、腎臓結石、狭窄症、膀胱
腫瘍を含むことを特徴とする請求項１３７に記載の方法。
【請求項１３９】
　脊椎手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを脊椎内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて脊椎上のスポットに送出する段階であって、前記レー
ザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該組織
の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当た
りのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい寸法
を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方である
音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４０】
　脊椎手術が、椎間板減圧を含むことを特徴とする請求項１３９に記載の方法。
【請求項１４１】
　肺手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを肺組織内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて肺組織上のスポットに送出する段階であって、前記レ
ーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該組
織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当
たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい寸
法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方であ
る音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４２】
　ＥＮＴ及び頭部／頚部手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを頭部／頸部内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて頭部／頸部組織上のスポットに送出する段階であって
、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも
上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こす
パルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に
等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さ
い方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４３】
　ＥＮＴ及び頭部／頚部手術が、内視鏡下機能的洞手術、のど病変、声帯病変、腫瘍、扁
桃、アデノイド、舌根、口蓋垂形成術、甲介骨、脳下垂体、真珠腫、音響神経腫、耳小骨
連鎖操作、鼓室形成、及びポリープを含むことを特徴とする請求項１４２に記載の方法。
【請求項１４４】
　ロボットを使用する組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを治療部位内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて前記治療部位上のスポットに送出する段階であって、
前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上
に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパ
ルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等
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しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい
方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４５】
　血管手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを静脈又は動脈内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて血管組織上のスポットに送出する段階であって、前記
レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該
組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス
当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい
寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方で
ある音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４６】
　血管手術が、閉塞除去、ＴＭＲ、血管切除を含むことを特徴とする請求項１４５に記載
の方法。
【請求項１４７】
　眼科手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを目の部位内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて目の部位及び組織上のスポットに送出する段階であっ
て、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値より
も上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こ
すパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離
に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小
さい方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４８】
　眼科学的部位が、網膜上又はその内側のスポットを含むことを特徴とする請求項１４７
に記載の方法。
【請求項１４９】
　皮膚科及び成形手術のための組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスを治療部位内に挿入する段階と、
　前記パルスを前記導波管を通じて皮膚組織上のスポットに送出する段階であって、前記
レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値よりも上に該
組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス
当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポットにわたる最小距離に等しい
寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫通深度のうちの小さい方で
ある音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１５０】
　皮膚科及び成形手術が、病変除去、美容皮膚学、及び癌手術を含むことを特徴とする請
求項１４９に記載の方法。
【請求項１５１】
　ペースメーカーリードの組織除去の方法であって、
　波長（λ）とパルス持続時間（ｔp）とを有するレーザパルスを生成する段階と、
　導波管を含む挿入デバイスをペースメーカーに隣接する静脈又は動脈内に挿入する段階
と、
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　前記パルスを前記導波管を通じて前記ペースメーカーに隣接する組織上のスポットに送
出する段階であって、前記レーザパルスが、前記パルス持続時間内に水に対するスピノー
ダル分解閾値よりも上に該組織の相互作用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分
な圧力を引き起こすパルス当たりのエネルギ（Ｅp）を有し、該スポットが、該スポット
にわたる最小距離に等しい寸法を有し、該パルス持続時間（ｔp）が、該寸法の半分と貫
通深度のうちの小さい方である音波の伝播時間の１桁以内である前記送出する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１５２】
　組織を治療するためのシステムであって、
　レーザビームを発生するレーザと、
　ｑスイッチ及びポンプ源の両方を制御するコントローラと、
　各パルスが、１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅と５Ｊ／ｃｍ2と５００Ｊ／ｃｍ2の間
の治療部位での流束量とを有し、かつフラッシュ蒸発を誘発するように調節されたパルス
を有する複数のパルスを発生させるために前記レーザビームのユーザ選択可能調節を含み
、前記コントローラに接続されたユーザインタフェースと、
　を含むことを特徴とするシステム。
【請求項１５３】
　組織を治療するためのシステムであって、
　レーザビームを発生するレーザと、
　ｑスイッチ及びポンプ源の両方を制御するコントローラと、
　前記コントローラに接続されてユーザ選択可能調節を含むユーザインタフェースと、
　を含み、
　前記コントローラは、各パルスが、１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅とフラッシュ蒸
発を誘発するように調節された５Ｊ／ｃｍ２と５００Ｊ／ｃｍ２の間の治療部位での流束
量との両方を有する複数のパルスを発生する第１の組のｑスイッチパラメータと第１の組
のポンプパルスパラメータとを有する第１のモード、及び前記レーザビームが５００Ｗ／
ｃｍ２と１０ＭＷ／ｃｍ２の間の治療部位での平均的な放射照度を有する実質的に連続な
波である第２の組のｑスイッチパラメータと第２の組のポンプパルスパラメータとを有す
る第２のモードで連続的に作動するように前記レーザを調節する、
　ことを特徴とするシステム。
【請求項１５４】
　組織を治療するためのシステムであって、
　レーザビームを発生するレーザと、
　ｑスイッチ及びポンプ源の両方を制御するコントローラと、
　前記コントローラに接続されてユーザ選択可能調節を含むユーザインタフェースと、
　を含み、
　前記コントローラは、各パルスが、１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅とフラッシュ蒸
発を誘発するように調節された５Ｊ／ｃｍ２と５００Ｊ／ｃｍ２の間の治療部位での流束
量との両方を有する複数のパルスを発生する第１の組のｑスイッチパラメータと第１の組
のポンプパルスパラメータとを有する第１のモード、及び複数のパルスの各々が該第１の
モードの該パルス幅よりも少なくとも１．２Ｘ大きいパルス幅と該第１のモードの該治療
部位での該流束量よりも少なくとも０．８Ｘ小さい治療部位での流束量との両方を有する
第２の組のｑスイッチパラメータと第２の組のポンプパルスパラメータとを有する第２の
モードで連続的に作動するように前記レーザを調節する、
　ことを特徴とするシステム。
【請求項１５５】
　組織を治療する方法であって、
　レーザビームを発生させる段階と、
　前記レーザビームを治療部位に送出する段階と、
　を含み、
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　ユーザインタフェースが、熱損傷の深さに対応する前記レーザビームのユーザ選択可能
調節を含み、
　コントローラが、ｑスイッチ及びポンプ源を制御し、
　前記レーザビームは、１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅とフラッシュ蒸発を誘発する
ように調節された５Ｊ／ｃｍ２と５００Ｊ／ｃｍ２の間の前記治療部位での流束量との両
方を各々が有する複数のパルスを含む、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１５６】
　組織を治療する方法であって、
　レーザビームを発生させる段階と、
　前記レーザビームを治療部位に送出する段階と、
　を含み、
　ユーザインタフェースが、熱損傷の深さに対応する前記レーザビームのユーザ選択可能
調節を含み、
　コントローラが、複数のパルスの各々が１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅とフラッシ
ュ蒸発を誘発するように調節された５Ｊ／ｃｍ２と５００Ｊ／ｃｍ２の間の前記治療部位
での流束量との両方を有する第１の組のｑスイッチパラメータと第１の組のポンプパルス
パラメータとを有する第１のモード、及び前記レーザビームが５００Ｗ／ｃｍ２と１０Ｍ
Ｗ／ｃｍ２の間の該治療部位での平均的な放射照度を有する実質的に連続な波である第２
の組のｑスイッチパラメータと第２の組のポンプパルスパラメータとを有する第２のモー
ドで連続的に作動するようにｑスイッチ及びポンプ源を制御する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１５７】
　前記第１の作動モード及び前記第２の作動モードは、露光中に混在することを特徴とす
る請求項１５６に記載の装置。
【請求項１５８】
　組織を治療する方法であって、
　レーザビームを発生させる段階と、
　前記レーザビームを治療部位に送出する段階と、
　を含み、
　ユーザインタフェースが、熱損傷の深さに対応する前記レーザビームのユーザ選択可能
調節を含み、
　コントローラが、複数のパルスの各々が１ｎｓと５００ｎｓの間のパルス幅とフラッシ
ュ蒸発を誘発するように調節された５Ｊ／ｃｍ２と５００Ｊ／ｃｍ２の間の前記治療部位
での流束量との両方を有する第１の組のｑスイッチパラメータと第１の組のポンプパルス
パラメータとを有する第１のモード、及び複数のパルスの各々が該第１のモードの該パル
ス幅よりも少なくとも１．２Ｘ大きいパルス幅と該第１のモードの該治療部位での該流束
量よりも少なくとも０．８Ｘ小さい該治療部位での流束量との両方を有する第２の組のｑ
スイッチパラメータと第２の組のポンプパルスパラメータとを有する第２のモードで連続
的に作動するようにｑスイッチ及びポンプ源を制御する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１５９】
　前記第１の作動モード及び前記第２の作動モードは、露光中に混在することを特徴とす
る請求項１５８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　よく制御された組織除去は、手術の重要な一面である可能性がある。少なくとも一部の
例において、周囲の組織、例えば、切除部位の近くの組織に実質的に影響を与えることな
く切開を行う外科医の機能は、臨床的に助けになる可能性がある。多くの外科的処置は、
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隣接組織の損傷を回避又は少なくとも低減するのに有益であると考えられる。更に、外科
医が内視鏡下でアクセスする治療部位のような遠在する手術部位に到達することができる
切除具を使用することは有益である可能性がある。
【０００２】
　外科的処置中に脈管軟組織、軟骨、及び骨を除去する様々なデバイスが開発され、これ
らの従来のデバイスの多くは、例えば、内部手術部位の組織切断に理想的とは言えないも
のである。マイクロデブリッダ及びドリルのような電動機械式器具と共にメス、噛切具、
及び掻爬器のような機械式器具が使用される。機械式デバイスは、組織を切断しながらも
位置特定の程度の違いがある場合があり、少なくとも一部の例において組織の機械式創傷
を誘発する可能性がある。高周波、超音波、及びレーザのようなエネルギ送出ベースのデ
バイスが組織除去に使用されているが、これらのデバイスは、少なくとも一部の例におい
て短所を有する可能性がある。例えば、組織が不注意に除去されるか又は機械式損傷又は
熱損傷により損傷すると、臨床結果及び患者回復は、少なくとも一部の例において悪影響
を受ける可能性がある。
【０００３】
　高周波（ＲＦ）デバイスは、組織除去のためのものであり、従来のＲＦデバイスでは、
結果として理想的とはいえない組織切断になる可能性がある。ＲＦデバイスは、熱的機構
及び／又はプラズマ媒介機構により切断部組織に使用することができるが、ＲＦデバイス
は、少なくとも一部の例においては隣接組織の少なくとも一部の熱損傷を引き起こす可能
性がある。少なくとも一部の例において、熱損傷は、切断部の近くの組織に発生する可能
性がある。また、ＲＦデバイスは、少なくとも一部の例において、内視鏡外科医のような
外科医に対してアクセス性及び操作性の問題点を招く可能性がある。
【０００４】
　従来のレーザベースのエネルギデバイスが組織除去に使用されているが、これらのレー
ザシステムは、理想的と思われるよりも遅い速度で組織を切断する可能性があり、かつ切
断部の近くの組織を損傷する可能性がある。例えば、熱損傷が、少なくとも一部の市販の
医用レーザシステムによる切断部の近くの組織に発生する可能性がある。少なくとも一部
の例において、従来のレーザシステムは、切除区画の前の熱影響部（ＨＡＺ）により特徴
付けることができる。温度を上げて組織を切除するのに十分なレーザエネルギは、時間と
共にターゲット組織に導入することができる。少なくとも一部の例において、切除処理は
、治癒処理に悪影響を与え兼ねない有意なＨＡＺと共に副次的な組織の根焼きを伴う可能
性がある。ＵＶレーザシステム、光破砕レーザシステム、及び超短パルスレーザシステム
のような一部のパルスレーザシステムは、連続波システムと比較すると組織を切除しても
熱損傷を多少低減することができるが、多くの例において、パルスレーザシステムは、迅
速に組織を切断することができず、アブレーションプルームが、その後のレーザビームパ
ルスを妨げる可能性があり、従って、レーザビームパルスの繰返し数を増大させても、少
なくとも一部の例において組織除去の速度が適切に増大しない可能性がある。
【０００５】
　エキシマレーザシステムのようなＵＶベースのレーザシステムが組織切除に使用されて
いるが、ＵＶベースのシステムは、パルス当たりの貫通深度が浅い可能性があり、少なく
とも一部の例において、結果として組織の突然変異の影響が発生する可能性がある。パル
ス繰返し数及び切除深さのパルス当たりの浅い切除のために、少なくとも一部の例におい
て、ＵＶベースのレーザシステムは組織除去に理想的とはいえないものになる可能性があ
る。また、ＵＶベースのレーザシステムからの光は、光ファイバを通じて送出が理想的と
はいえないものである可能性があり、従って、内部手術部位へのアクセスは、少なくとも
一部の例において限界がある可能性がある。少なくとも一部の例において、全体的に遅い
全体的深部貫通切除速度、限界のあるファイバ送出、及び複雑性は、ＵＶレーザシステム
を大きな切断部を必要とする組織切除に理想的に適するとはいえないものにする可能性が
ある。例えば、内視鏡外科的処置に関して、光エネルギは、光ファイバを通じて送出され
、組織は、かなりの長さに沿ってかなりの深さまで切断され、従って、ＵＶエキシマレー
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ザシステムは、少なくとも一部の例において内視鏡組織切断に十分に適していない。
【０００６】
　従来のパルス赤外線のレーザは、光破砕で組織を切除するのに使用されているが、光破
砕は、少なくとも一部の例において、内視鏡下でのような組織の切断に理想的とはいえな
いものである可能性がある。光破砕は、数マイクロメートルのようにパルス当たりの切除
深さが浅い可能性があり、光破砕ベースのシステムには、パルス繰返し数に関する制限が
ある可能性があり、そのために、全体的な組織切断速度は、実運用に向けて遅すぎる可能
性がある。また、光破砕システムは、光ファイバにより強力に吸収される光学波長を使用
する可能性があり、そのために、患者の内部手術部位への送出が不可能である可能性があ
る。光破砕システムは、殆どの内視鏡処置に向けて、切断速度が非常に遅く、レーザエネ
ルギを送出する実用的な手段がないために組織切除に理想的なものといえない可能性があ
る。
【０００７】
　フェムト秒及びピコ秒レーザシステムのような従来の超短パルスレーザ技術では、イオ
ン化処理で組織を切除することができるが、個々のパルス当たりの総エネルギは、非常に
小さくなり、従って、切除される組織が少量になる可能性がある。また、高いピーク電力
は、少なくとも一部の例において光ファイバ導波管に不適切である可能性がある。従って
、超短パルスレーザは、内視鏡外科的処置におけるような大きい切断部を伴う組織切除に
は理想的なものといえない可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従って、少なくとも従来のシステムの上述の限界の一部を克服する組織を切断する改良
型方法及び装置を提供することは助けになると考えられる。このような方法及び装置が、
例えば、切断部の近くの組織上の実質的な熱損傷又は機械式損傷なしに組織を切断するこ
とを含む正確な位置特定で多くのサイズの組織切除を行う柔軟性のある高速かつ効率的な
切断ツールを外科医に提供すれば理想的である。このような方法及び装置が、撓み導波管
で、例えば、内視鏡処置に向けて可撓性シリカファイバで患者の内部の位置で実質的な組
織損傷なしに組織を正確に切断することができれば同じく助けになると考えられる。更に
、広範囲に様々な組織タイプに適用可能である組織切断の方法及び装置は、外科医に重要
であり及び／又はある一定の処置を効率的に行うのに必要であると考えられる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　隣接組織の実質的な熱損傷又は機械式損傷なしに迅速かつ効率よく組織を除去及び切除
する方法及び装置に対して説明する。組織除去技術を利用する外科技術を可能にする送出
ツール及び制御技術に対して説明する。これらの技術は、上述の問題に対処し、かつ新し
い部類のレーザ手術を可能にするものである。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１Ａ】波長の関数として水中の吸収係数及び光貫通深度（以下「ＯＰＤ」）を示す図
である。
【図１Ｂ】波長の関数として水中の吸収係数及び光貫通深度（以下「ＯＰＤ」）を示す図
である。
【図２Ａ】実施形態による代表的な相互作用容積深さ：幅の比を示す図である。
【図２Ｂ】実施形態による代表的な相互作用容積深さ：幅の比を示す図である。
【図２Ｃ】実施形態による代表的な相互作用容積深さ：幅の比を示す図である。
【図３】実施形態による腹腔鏡手術中の組織除去に向けてフラッシュ蒸発を利用するレー
ザシステムを示す図である。
【図４】実施形態によるフラッシュ蒸発ベースの手術デバイスを実行するレーザシステム
を示す図である。
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【図５】実施形態によるフラッシュ蒸発を実施するレーザ共振器を示す図である。
【図６】実施形態による様々な形態の切除に対して切断速度を比較する棒グラフである。
【図７Ａ】実施形態による本明細書に説明するようにレーザシステムで行われる組織切除
から得られた微細構造を示す画像である。
【図７Ｂ】実施形態による本明細書に説明するようにレーザシステムで行われる組織切除
から得られた微細構造を示す画像である。
【図８】単一ファイバフラッシュ蒸発システム対４本ファイバフラッシュ蒸発システムに
関する組織除去を示す図である。nn
【図９】個々のファイバ出力が治療部位で重なるマルチファイバ送出システムを示す図で
ある。
【図１０】個々のファイバ出力が治療部位で重なる代替マルチファイバ送出システムを示
す図である。
【図１１Ａ】出力が線形にかつ互いに隣接して配置されたマルチファイバ送出デバイス先
端を示す図である。
【図１１Ｂ】出力が線形にかつ互いに隣接して配置されたマルチファイバ送出デバイス先
端及び例示的な運動方向を示す図である。
【図１２】手術のためのメスを真似るように構成された例示的なマルチファイバデバイス
を示す図である。
【図１３】線形ファイバ先端構成の代替運動方向を示す図である。
【図１４Ａ】迅速な組織切除の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す図である
。
【図１４Ｂ】迅速な組織切除の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す図である
。
【図１４Ｃ】迅速な組織切除の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す図である
。
【図１５Ａ】運動方向及び例示的なマルチファイバデバイス構成を示す図である。
【図１５Ｂ】運動方向及び例示的なマルチファイバデバイス構成を示す図である。
【図１６】全体的に球状の腫瘍の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す図であ
る。
【図１７】全体的に円筒形の腫瘍の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す図で
ある。
【図１８】ペースメーカーリード除去の例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示す
図である。
【図１９】塗装運動を使用して迅速に組織を切除する例示的なマルチファイバデバイス先
端構成を示す図である。
【図２０】複数の送出ファイバにレーザエネルギを結合する例示的な手段を示す図である
。
【図２１】フラッシュ蒸発ファイバより治療部位から更に外れた凝固ファイバずれがある
単一のマルチファイバデバイス先端を示す図である。
【図２２】中心ファイバだけが可能である例示的なマルチファイバデバイス先端構成を示
す図である。
【図２３Ａ】使用可能なファイバの数が臨床上の必要性に合うように変わる例示的なマル
チファイバデバイス先端構成を示す図である。
【図２３Ｂ】使用可能なファイバの数が臨床上の必要性に合うように変わる例示的なマル
チファイバデバイス先端構成を示す図である。
【図２３Ｃ】使用可能なファイバの数が臨床上の必要性に合うように変わる例示的なマル
チファイバデバイス先端構成を示す図である。
【図２３Ｄ】使用可能なファイバの数が臨床上の必要性に合うように変わる例示的なマル
チファイバデバイス先端構成を示す図である。
【図２４】本明細書に説明するフラッシュ蒸発を使用するシステムにおいて考慮すべきで
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あるパラメータ空間の態様を示すプロットを示す図である。
【図２５】本明細書に説明するフラッシュ蒸発を使用するシステムにおいて考慮すべきで
あるパラメータ空間の態様を示すプロットを示す図である。
【図２６】本明細書に説明するフラッシュ蒸発を使用するシステムにおいて考慮すべきで
あるパラメータ空間の態様を示すプロットを示す図である。
【図２７】本明細書に説明するフラッシュ蒸発を使用するシステムにおいて考慮すべきで
あるパラメータ空間の態様を示すプロットを示す図である。
【図２８Ａ】本発明の実施形態による内視鏡プローブが患者の鼻腔に挿入されたレーザ手
術システムを示す図である。
【図２８Ｂ】本発明の実施形態による改善した臨床機能を有する万能かつ効率的な外科ツ
ールを実施する図２８Ａのレーザシステムを示す図である。
【図２９Ａ】組織への熱堆積に向けてシステムがポンプパルスモードで操作された時の図
２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図２９Ｂ】組織を切断することに向けてシステムがポンプパルスモードで操作された時
の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３０Ａ】システムが線形に増加するパルス持続時間、周期、及び振幅のポンプパルス
モードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３０Ｂ】システムが減少するパルス持続時間及び周期のポンプパルスモードで操作さ
れた時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３０Ｃ】システムが露光の最初により多くの凝固を伴いながら比較的一定の切断速度
を維持するためにポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的
な出力波形を示す図である。
【図３０Ｄ】システムが切断された領域の輪郭の周りで比較的均一な凝固区画を作成する
ためにポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形
を示す図である。
【図３１Ａ】システムが切断効率が劣り熱堆積が多くなるｑスイッチパルスモードで操作
された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３１Ｂ】システムが切断効率が上がり熱堆積が少なくなるｑスイッチパルスモードで
操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３２Ａ】システムが線形に増加するパルス持続時間、周期、及び振幅のｑスイッチパ
ルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である
。
【図３２Ｂ】システムが減少するパルス持続時間及び周期のｑスイッチパルスモードで操
作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３２Ｃ】骨を切除するためにシステムがｑスイッチパルスモードで操作された時の図
２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３２Ｄ】組織を切断してより多くの熱を堆積させて出血を制御するためにシステムが
ｑスイッチパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を
示す図である。
【図３２Ｅ】髄鞘を切除するためにシステムがｑスイッチパルスモードで操作された時の
図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３２Ｆ】破裂する血管を凝固させるためにシステムがｑスイッチパルスモードで操作
された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３３】本発明の実施形態による組み込みに向けて広いスペクトル域にわたる組織内の
血液及び水の吸収特性を示す図である。
【図３４】本発明の実施形態による更に別の改善した臨床機能を有する万能かつ効率的な
外科ツールを実施する２つの相補的出力波長を有するレーザシステムを示す図である。
【図３５】図２８Ｂ又は図３４レーザシステムのようなレーザの例示的な組織効果を示す
下鼻甲介の断面を示す図である。
【図３６】放射露光の関数としての切除速度のプロットを示す図である。
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【図３７Ａ】一定のポンプパルスパラメータ及びより短いｑスイッチ周期でシステムが複
合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的
な出力波形を示す図である。
【図３７Ｂ】一定のポンプパルスパラメータ及びより長いｑスイッチ周期でシステムが複
合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的
な出力波形を示す図である。
【図３７Ｃ】一定のｑスイッチパルスパラメータ及びより長いポンプパルス持続時間にシ
ステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレー
ザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３７Ｄ】一定のｑスイッチパルスパラメータ及びより短いポンプパルス持続時間にシ
ステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレー
ザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３７Ｅ】より長いポンプパルス持続時間及びより長いｑスイッチ周期でシステムが複
合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的
な出力波形を示す図である。
【図３７Ｆ】より短いポンプパルス持続時間及びより短いｑスイッチ周期でシステムが複
合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的
な出力波形を示す図である。
【図３８Ａ】各ポンプパルス内で増加するポンプパルス持続時間及び減少するｑスイッチ
周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのよ
うなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３８Ｂ】複数のポンプパルス露光にわたって増加するポンプパルス持続時間及び減少
するｑスイッチ期間にシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時
の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３８Ｃ】増加するポンプパルス持続時間及び増加するｑスイッチ周期及び一定のより
長いｑスイッチパルス周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作さ
れた時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３８Ｄ】増加するポンプパルス持続時間と各ポンプパルス中は一定であって各々のそ
の後のポンプパルスで減少するｑスイッチ周期とでシステムが複合ｑスイッチ及びポンプ
パルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図であ
る。
【図３９Ａ】より少ない熱堆積からより多くの熱堆積への急激な遷移でシステムが複合ｑ
スイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出
力波形を示す図である。
【図３９Ｂ】より多くの熱堆積からより少ない熱堆積への急激な遷移でシステムが複合ｑ
スイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出
力波形を示す図である。
【図３９Ｃ】各ポンプパルス中に繰り返されてより多くの熱堆積からより少ない熱堆積へ
の急激な遷移でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２
８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３９Ｄ】各ポンプパルス中に繰り返されてより多くの熱堆積からより少ない熱堆積へ
の急激な遷移でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の個々
にポンプ源及びｑスイッチ変調を示しかつ図２８Ｂのようなレーザの得られるレーザ出力
波形を示す図である。
【図３９Ｅ】連続波部分を含む複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードでシステムが操作
された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示す図である。
【図３９Ｆ】可変振幅連続波部分を含むｑスイッチモードを有する複合ｑスイッチ及びポ
ンプパルスモードでシステムが操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波
形を示す図である。
【図４０】本発明の実施形態による動的パルシングとの例示的な単一のスライドバーユー
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ザインタフェースを示す図である。
【図４１】ユーザ設定を解釈してレーザ出力プラシング方式を確立する例示的な流れ図で
ある。
【図４２】本発明の実施形態による露光中に遷移なしで動的パルスパラメータをカスタマ
イズする例示的なタッチスクリーンユーザインタフェースを示す図である。
【図４３】本発明の実施形態によるユーザ設定を解釈して露光中に遷移のない動的パルシ
ング方式を確立する例示的な流れ図を含む図４２に示すようなユーザインタフェースを有
する動的パルシングの例示的な制御システムの流れ図である。
【図４４】本発明の実施形態による露光中に遷移なしで動的パルスパラメータをカスタマ
イズする例示的なタッチスクリーンユーザインタフェースを示す図である。
【図４５】本発明の実施形態によるユーザ設定を解釈して露光中に遷移がある動的パルシ
ング方式を確立する例示的な流れ図を含む遷移動的パルス及び図４４に示すようなユーザ
インタフェースのための例示的な制御システムの流れ図である。
【図４６】本発明の実施形態による利得媒体をポンピングする端面ポンピング方式を使用
するレーザシステムを示す図である。
【図４７】本発明の実施形態による代表的な組織効果及び対応する動的パルス方式を示す
図である。
【図４８】本発明の実施形態による代表的な動的パルス方式に対して組織効果のタイミン
グシーケンスを示す図３２Ｄの動的パルス方式のパルス治療時間シーケンスを示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本明細書に説明するように本発明の実施形態は、高速かつ効率的なレーザベースの切断
法を提供する。本明細書に説明するようなレーザベースの切断治療法は、実質的な熱的又
は機械的損傷又は影響が切断部の近くの組織にないように様々な組織タイプ及び手術に適
用可能である。
【００１２】
　組織を除去するより一般的な部類の方法の一種は、１８８０ｎｍと２０８０ｎｍの間又
は２３４０ｎｍと２５００ｎｍの間の波長を有し、１ミリジュール／パルスと１０ミリジ
ュール／パルスの間を有し、かつ１００ｎｓ未満のパルス持続時間を有するレーザパルス
を生成する段階と、組織上のスポットにパルスを送出してスポットの面積及び水中のパル
スに対する貫通深度（１／ｅ）によって定められた相互作用容積が２：１～１：６の深さ
：幅の比を有に適応させる段階とを含む。この方法は、１０～３００マイクロメートル、
好ましくは５０～２００マイクロメートルの範囲のコア径を有する光ファイバを使用して
ターゲット組織にレーザパルスを送出する段階を含むことができる。パルスを送出するの
に使用される導波管は、シリカ光ファイバを含むことができる。この方法は、単一の発射
から２０００Ｈｚまでのパルス繰返し数を利用する段階を含むことができる。この方法を
利用して印加されたエネルギは、パルス持続時間内で水に対するスピノーダル分解閾値よ
り上に組織の相互作用容積を加熱し、スピノーダル分解を通じてレーザエネルギを運動エ
ネルギに変換し、相互作用容積内の組織の非常に効率的な放出が得られる。更に、レーザ
パルスは応力波及び熱が相互作用容積の最も短い寸法に対して相互作用容積を超えて伝播
するのを防止するのに十分に短いパルス持続時間を有する。各スポットに送出された容積
電力密度は、各パルスに対して１０10Ｗ／ｃｍ3より大きいとすることができる。従って
、レーザパルスのエネルギの本質的には全部ではないにしても殆どがパルスにより除去さ
れる組織内で消散するこの方法を用いて、組織基盤の放出に向けて圧力を生成するのに十
分な水を含む組織に適用された時にかつあらゆる公知の従来技術とは異なり、有意な容積
組織は、切除によって残された空洞に隣接する組織の見た目の熱損傷なく除去することが
できることが見出されている。
【００１３】
　別のより一般的な方法は、１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの
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間の波長を有し、０．５ミリジュール／パルスと４０ミリジュール／パルスを有し、かつ
２００ｎｓｅｃ、好ましくは１００ｎｓ未満のパルス持続時間を有するレーザパルスを生
成する段階と、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間の範囲のコア径を有
するシリカ光ファイバのような導波管を使用して組織上のスポットにパルスを送出する段
階とを含む。この技術を用いて、スポットの面積及び水中のパルスに対する貫通深度（１
／ｅ）によって定められた相互作用容積は、２：１～１：６の深さ：幅の比を有する。パ
ルス及び波長当たりのエネルギは、他の発色団との相互作用が得られるように、かつこの
範囲で様々な組織タイプに必要とされる圧力を生成するように調節することができる。
【００１４】
　より一般的な実施形態により、組織除去方法は、１４００と１５２０ｎｍの間又は１８
６０と２５００ｎｍの間の波長を有し、かつパルス持続時間を有するレーザパルスを生成
する段階と、パルス持続時間内に水に対するスピノーダル分解閾値より上に組織の相互作
用容積を加熱して残りの組織の放出に向けて十分な圧力を引き起こすパルス当たりのエネ
ルギ（Ｅｐ）を有し、かつ応力波及び熱が相互作用容積の最も短い寸法に対して相互作用
容積を超えて伝播するのを防止するのに十分に短いパルス持続時間を有するパルスを導波
管を通じて皮膚組織上のスポットに送出する段階とを含む。この方法は、波長（λ）及び
パルス持続時間（ｔp）を有するレーザパルスを生成する段階と、組織上に炸裂地域（Ａ
、例えば、πｒ2）を有し、かつ組織内に貫通深度を有するそれぞれのスポットに、炸裂
地域及び貫通深度の関数である公称相互作用容積を組織内に有するレーザパルスのシーケ
ンスを送出し、それによって相互作用容積がスポットの面積及び水中のパルの貫通深度（
１／ｅ）によって定められ、相互作用容積が２：１～１：６の深さ：幅の比を有する段階
とにより、一般的に特徴付けることができる。
【００１５】
　この方法のより一般的な部類のパルス持続時間は、２００ｎｓｅｃ未満であり、パルス
は、実質的なプラズマ形成を誘発する閾値よりも低いピーク電力密度Ｅ／（ｔpＡ）有す
る。この方法は、シリカ光ファイバを使用し、シリカ光ファイバに対する損傷閾値よりも
低いエネルギとパルス持続時間の組合せでシーケンスレーザパルスを送出する段階を含む
ことができる。この方法は、更に、炸裂地域にわたって最も小さい距離に等しい寸法を有
する炸裂地域により特徴付けることができ、パルス持続時間は、上述の寸法（例えば、ｒ
）の半分及び貫通深度の小さい方である音響波の伝播の時間の応力閉じ込め持続時間の３
倍以内である。この方法は、１０10Ｗ／ｃｍ3より大きい容積電力密度を有する相互作用
容積と相互作用するレーザパルスを含むことができる。
【００１６】
　本明細書に説明するより一般的な方法の一種により、Ｔｍ：ＹＡＰ利得媒体を含むレー
ザは、１９４０ｎｍの近くの出力波長を生成するように配置される。レーザは、光ファイ
バ、又は他の導波管のようなビーム送出デバイスで、１００ｎｓ未満のパルス幅の１～１
０ｍＪ／パルスの範囲のパルス当たりのエネルギで組織部位にシーケンスのパルスを送出
するのに使用される。この方法は、５０～２００マイクロメートルのスポットサイズを有
する治療部位にパルスを送出する段階を含む。１９４０ｎｍの近くの波長は、約８０マイ
クロメートルの水中での光貫通深度を有する。水が殆どの組織の主成分であるので、組織
内の貫通深度は、ほぼ同じとすることができる。スポットサイズ及び８０マイクロメート
ルの貫通深度を使用し、レーザパルスに向けて治療部位での組織内の相互作用容積の寸法
を判断することができる。
　代表的な処置に対して１０ナノ秒と５０ナノ秒の間のような１００ｎｓ未満のパルス幅
を使用し、従って、その相互作用容積内で、レーザパルスからエネルギ散逸の熱的及び機
械的閉込の状態が発生する。０．５～４０ｍＪ台のパルス当たりのエネルギを使用するこ
とは、この実施例において、相互作用容積内に５ｘ１０10Ｗ／ｃｍ3より大きいものを生
成してスピノーダル限界よりも上に相互作用容積内の水の温度を上げるのに十分であり、
水の閉じ込められたスピノーダル分解を引き起こすことができる。スピノーダル分解によ
り、従って、治療部位で相互作用容積内に約２００～１０ｋバールの範囲で実質的な圧力
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を作成する瞬時相変化が生じる。スピノーダル分解を誘発するのに十分なパルス内のエネ
ルギが、この閉じ込められた圧力を通じて、そうでなければ放出又はレーザパルスにより
誘発された熱波又は音波により引き起こされることになるような放出された容積の近くの
組織への可視の熱損傷なく組織を放出することができる運動エネルギに変換される。この
効果を本明細書でフラッシュ蒸発と呼ぶ。この種のレーザシステムは、単一の発射から２
０００Ｈｚまでの繰返し数で操作することができ、各パルスによって放出される組織の実
質的な容積のために、公知の従来技術手法を使用しても可能でなかった切断速度をフラッ
シュ蒸発を使用して達成することができる。
【００１７】
　このより一般的な部類の他の種類の方法は、１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０
と２５００ｎｍの間の波長を含め類似の光貫通深度を有する波長で作動するレーザを水を
主成分として有する組織に利用することができる。この範囲の波長は、０．５～４０ｍＪ
の範囲及び約１０ナノ秒と２００ｎｓｅｃの間のパルス幅のパルス当たりのエネルギ以内
でコア径が１０～３００マイクロメートル、好ましくは５０～２００マイクロメートルコ
ア台のシリカ導波管を使用して容易に送出可能であることによっても特徴付けられる。一
部の実施形態では、パルス当たりのエネルギは、約１００ｕＪ～約１００ｍＪの範囲とす
ることができる。
　更に、発色団として水を使用するフラッシュ組織蒸発の多くの実施形態は、５００ｕＪ
～３０ｍＪのパルスエネルギを利用する。フラッシュ蒸発の特定的な実施形態は、発色団
として水を、かつ１．９４マイクロメートルの近くの波長、１０ｎｓと１００ｎｓの間の
パルス幅、及び１ｍＪ～１０ｍのパルスエネルギを使用することができる。シリカ導波管
の利用可能性及び生体適合性のために、これらの種類のレーザシステムは、広範な内視鏡
レーザ手術において容易に利用することができる。
【００１８】
　スポットサイズが増加する時に、スピノーダル分解により放出をもたらすのに必要とさ
れるパルス当たりのエネルギは、大幅に増加する。それによってレーザ手術用途で実際的
には使用することができるレーザスポットのサイズが制限される。本明細書に説明する他
の種類は、単位時間当たりにより大きい組織容積を除去するように構成される。このよう
な種類は、各パルスによって印加すべきパルス当たりのエネルギの倍数である出力を生成
することができるレーザを利用する。このような種において、複数の導波管を含む送出ツ
ールは、平行に又は迅速に連続的に行う治療部位へのレーザエネルギの複数のスポット（
好ましくは隣接した）の送出に向けてレーザシステムに結合することができる。本質的に
放出の後組織内には残留エネルギはないように、複数のスポットは、本質的に独立して治
療される。複数のスポットを使用し、放出された組織によって残された空洞に隣接する組
織の明らかな残留損傷なく非常に高い組織除去率をもたらすことができる。
【００１９】
　組織タイプが異なれば、フラッシュ蒸発をもたらして相互作用容積内の材料の実質的に
全てを放出するのに必要とするパラメータも異なる場合があることが認められる。従って
、本明細書に説明するようなより一般的な部類のレーザシステムは、各々がある一定の容
積の組織を照射し、かつ組織の容積がスピノーダル分解で放出されるように機械的エネル
ギ又は応力及び熱エネルギが容積から伝播するのを抑制する持続時間及びエネルギ量を有
する光エネルギのパルスビームを生成するレーザ、及びコントローラからの指令に応答し
てパルス光ビームを生成するためにレーザに結合されたコントローラを含むことによって
特徴付けることができる。システムは、１つ又はそれよりも多くの光ファイバを含む内視
鏡送出ツールと組み合わせることができる。フラッシュ蒸発に基づくレーザ手術は、以下
でより詳細に説明する複素数パラメータ空間内で行うことができる。本明細書に説明する
ようなレーザ及び送出ツールのための商業的に達成可能な作動条件の発見により、初めて
「低温切除」外科技術が可能である。
【００２０】
　本明細書に説明するようなフラッシュ蒸発では、パルスレーザエネルギを使用し、組織
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により吸収された入射レーザエネルギが、組織を除去するために熱エネルギから治療部位
から放出される運動エネルギに実質的に変換されるように効率的に組織を切除することが
できる。各パルスで堆積されるエネルギの殆どを組織容積内の閉じ込められる運動エネル
ギに変換することができるので、隣接組織へ伝えられる熱エネルギ又は機械的エネルギは
実質的に減少し、一部の例においては本質的に排除される。
【００２１】
　より低い全体的な電力要件により、レーザ自体のサイズ及び電力消費量において利点が
得られる。フラッシュ蒸発、すなわち、隣接組織への熱損傷又は機械的損傷が無視するこ
とができるほどである切除をもたらすために組織に送出されるレーザエネルギ特性の非限
定的な例には、パルス当たりのエネルギ、パルス幅、ターゲット容積、ターゲット形状、
波長、及び繰返し数がある。
【００２２】
　治療部位にレーザエネルギを送出するための手段には、シリカ導波管、ドープシリカ導
波管、非シリカベースの中実コア導波管、中空コア導波管、及び連結アームを含む自由空
間ビーム送出を含むことができる。レーザベースの切断ツールは、内視鏡手術を含む多く
の外科的手法と共に使用することができる。内視鏡手術を含む多くの外科的処置に向けて
、少なくとも約８０％のエネルギ伝達効率を有するシリカ光ファイバ導波管のような低価
格、生体適合、小型、及び可撓性の導波管を通じてレーザエネルギを送出することが望ま
しい。
【００２３】
　フラッシュ蒸発は、手術用途に使用することができる。フラッシュ蒸発により、外科医
は、例えば、隣接組織への実質的な熱的又は機械的残留効果なしに内視鏡用途においてさ
え組織を切断することができる。切断先端は、非常に小さく、ｍｍ未満、かつ可撓性とす
ることができる。レーザベースのフラッシュ蒸発切断ツールを手術治療部位に簡単に位置
決め及び操作することができる。更に、フラッシュ蒸発では、手術のためのメスなどのよ
うには、切断部を作成する機械的圧力が組織に印加される恐れはない。フラッシュ蒸発は
、隣接組織に熱損傷又は機械的損傷が望ましくない手術用途に十分に適している。例えば
、神経束の周りで成長した病変組織の除去は、フラッシュ蒸発の有利な用途である。神経
束自体への無視することができる熱損傷又は機械的損傷と共に切断部の位置の正確な制御
は、この用途において有益である。顕微鏡結像によるパルス単位の操作により、非常に正
確な切断が可能である。フラッシュ蒸発により、外科医は、高い精度かつ周りの組織を影
響を与えることなく安全に組織を除去することができる。効率的に患者への危険性が少な
くなって外科医はより良好な結果をもたらすことができる。
【００２４】
　フラッシュ蒸発は、止血が望ましい時に特定の手術用途に向けて切断部を取り囲む熱に
誘発される止血機能が得られるように他の熱ベースの治療法と同時に又は連続的に組み合
わせることができる。
【００２５】
　フラッシュ蒸発切除機構により、放出された組織の近くで熱の影響は無視することがで
きるほどで組織を切除することができる。フラッシュ蒸発では、隣接組織への残留損傷は
無視することができるほどに切断速度をもたらすことができる。フラッシュ蒸発では、高
速の切断速度で組織を切断することができる。フラッシュ蒸発は、例えば、標準的なシリ
カファイバを通じて送出される光エネルギの波長で達成することができる。臨床的に、フ
ラッシュ蒸発ベースのレーザシステムは、市販の光ファイバ導波管を通じて送出された時
に切断速度が非常に高速である。フラッシュ蒸発は、可搬性及び信頼性と共に内科医の診
療所に適するようにシステムをサイズにすることを可能にする平均電力が低いレーザ発生
器で組織を切断するように高効率速度を含むことができる。フラッシュ蒸発ベースの切除
システムを利用することにより、外科医は、例えば、内視鏡下で容易に患者の多くの手術
部位にアクセスすることができ、良好な手術結果を出すように隣接組織を維持ながら多く
のタイプの組織を切断することができ、患者に対しては危険性が少なくなり、かつ回復期
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間が早くなる。
【００２６】
　フラッシュ蒸発は、ターゲット組織において発色団により吸収される入射レーザエネル
ギを含むことができる。組織とのレーザエネルギの相互作用のための一般的な発色団の非
限定的な例には、水、血液、コラーゲン、及びメラニンを含むことができる。効率的にタ
ーゲットとされる十分な量で広範囲にわたる組織タイプに存在する発色団を選択すること
が望ましい可能性がある。水は、多くの実施形態のターゲット発色団である。
【００２７】
　フラッシュ組織蒸発で達成された迅速な切断速度は、深い光貫通深度ＯＰＤで達成する
ことができる。多くの実施形態は、少なくとも７０マイクロメートルのＯＰＤを使用して
有意により高速切断速度をもたらすものである。
【００２８】
　スピノーダル分解は、ターゲット容積内で実質的に均一に発生することができる液体か
ら気体へ水の相変化を含むことができる。それは、例えば、スピノーダル分解を開始する
のに十分な時間枠内でほぼ３００℃又はそれよりも高くまで容積内の水温を高めることに
よる。容積内の水は、空間的に及び時間的に均一な相変化を受けることができ、従って、
組織が各パルス後のターゲット容積の近くの組織の損傷を抑制しながら放出することがで
きるように圧力によって誘発された運動エネルギが発生する。均一な相変化の結果として
放出されるエネルギにより、容積を放出するのに使用される応力を作成することができる
。
【００２９】
　フラッシュ蒸発は、水に向けてスピノーダル閾値で又はそれを超えた温度にターゲット
容積を高めることによってレーザビームパルスで行うことができ、ターゲット容積は、入
射エネルギレーザビームスポットサイズ及びＯＰＤにより決めることができる。また、ス
ピノーダル分解温度閾値は、切除が実質的に応力でターゲット容積に閉じ込められるよう
に、応力波がターゲット容積を超えて伝播するのを実質的に抑制する時間枠における満た
すか又は超えることができる。応力閉じ込め条件は、応力波の伝播速度及びターゲット容
積の形状により決めることができる。例えば、パルス後のターゲット容積の近くの組織に
実質的なエネルギを堆積させることなく容積を効率的に放出するように、実質的に閉じ込
められた反跳応力を作成するターゲット容積の実質的に殆どの範囲内でスピノーダル分解
を通じて得られる時間的かつ空間的に均一な相転移が発生する。
【００３０】
　液化、例えば、コラーゲンの液化、最適化された容積形状及び入射エネルギパラメータ
によりターゲット容積の構造的一体性の弱化に関連する可能性がある更に別の状況により
、実質的に周囲の領域への実質的な影響がなく非常に効率的な除去処理が保証される。
【００３１】
　シリカベースの光ファイバ導波管は、本明細書に説明するように、フラッシュ組織蒸発
に向けて強い吸収係数特性と共に波長を伝達するのに適切である。約２．３マイクロメー
トルより大きい波長は、シリカベースのファイバにおいて強いバルク吸収を示すことがで
き、２．５マイクロメートルより大きい波長は、本明細書に説明するように、切除処理に
向けてシリカベースのファイバとの使用に非実用的である可能性がある。
【００３２】
　多くの実施形態は、約１．４マイクロメートル～約１．５２マイクロメートル、及び約
１．８６マイクロメートル～約２．５マイクロメートルの範囲の波長を有する光エネルギ
を使用し、２．５マイクロメートルは、シリカファイバ限界を含むことができる。これら
の実施形態の波長は、水により強力に吸収されて、シリカベースの光ファイバ導波管を通
じた使用に向けて伝達可能であり、例えば、ほぼ７０マイクロメートルとほぼ７００マイ
クロメートルの間の相互作用深さをもたらす。
【００３３】
　図１Ａは、波長の広い範囲にわたって、水及び対応するＯＰＤの吸収特性を示している
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。１．４マイクロメートル～１．５２マイクロメートル及び１．８６マイクロメートル～
２．５マイクロメートルの好ましい波長範囲は、ＯＰＤ＜７００マイクロメートルに対応
する。更に別の実施形態は、７０マイクロメートルと３００マイクロメートルの間の相互
作用深さを含む。好ましいシステムは、適切な速度でのフラッシュ蒸発に向けて十分な相
互作用容積及び形状をサポートするために約５０マイクロメートルより大きい貫通深度を
有する。
【００３４】
　図１Ｂは、波長の広い範囲にわたって、水及び対応するＯＰＤの吸収特性を示している
。７０マイクロメートルと３００マイクロメートルの間のＯＰＤを有する波長範囲は、約
１．８８マイクロメートル～約２．０８マイクロメートル、及び約２．３４マイクロメー
トル～約２．５マイクロメートルである。組織が有意な量の水を含むことができるので、
水貫通深度は、組織浸透及び対応する組織放出容積を判断する使用することができる。当
業者は、実験を行って本明細書に説明する教示に基づいて組織貫通深度を判断することが
できる。非限定的な例示的な波長は、１．９２マイクロメートル、１．９４マイクロメー
トル、１．９９マイクロメートル及び２．０１マイクロメートルである。更に別の実施形
態は、ほぼ１．９４マイクロメートルの波長を利用する。
　ほぼ１．９４マイクロメートルの波長を有する実施形態のレーザビームは、水中で強力
に吸収され、シリカベースのファイバを通じて伝達可能であり、８０マイクロメートルの
範囲において相互作用深さをもたらす。
【００３５】
　フラッシュ蒸発は、組織のターゲット容積の有意な大半がほぼ３００℃又はそれよりも
多くの温度に到達するように組織にレーザエネルギを送出する段階を含むことができる。
少なくとも３００℃にターゲット組織容積を高めることにより、例えば、コラーゲンの液
化閾値、並びにターゲット水発色団のスピノーダル分解の閾値に到達することができる。
様々な形態のコラーゲンが、多くのターゲット組織に存在する。液化閾値に温度を高める
ことによってコラーゲンの構造的一体性を少なくとも有意に弱化することができる。弱化
したコラーゲン構造により、材料を放出するのに使用されるエネルギが低減され、従って
、組織除去の効率が有意に高められる。約３００℃のスピノーダル分限界に少なくとも組
織容積内の好ましいターゲット発色団、例えば、水（Ｈ2Ｏ）を上げることにより、比較
的均一な相変化が、ターゲット容積の実質的な殆どに発生する可能性がある。スピノーダ
ル相変化は、明確に核生成及びバブル発達機構と異なっている。スピノーダル閾値限界で
、水が機械的に不安定になると、引き続いて起こる蒸気への迅速な相変化が組織容積内で
相対的な均一性で発生し、ターゲット容積内に有意な運動エネルギが生じる。
【００３６】
　フラッシュ組織蒸発の更に別の態様には、例えば、ターゲット容積の近くの組織が実質
的に反応するのに時間が不十分であるように十分に短い時間に３００℃のターゲット容積
内で少なくとも大体の温度をもたらす段階を含むことができる。従って、エネルギの実質
的な殆どは、あらゆる有意な吸収を誘発された応力がターゲット容積から伝播する前に、
かつ応力伝播及び熱拡散が実質的に抑制されるように有意な熱がターゲット容積から離れ
る方向に拡散する前にターゲット組織容積内に堆積する。応力伝播エネルギの消散のこの
抑制及び熱エネルギの拡散の抑制により、ターゲット容積が放出された後のターゲット容
積の近くの組織の損傷を抑制することができる。
【００３７】
　フラッシュ組織蒸発のレーザビームパラメータを説明するのに使用することができるパ
ラメータ上の制約を以下の方程式により説明し、この方程式により、非常に複雑なパラメ
ータ空間が確立される。
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ここでτPは、パルス幅（秒）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）又は１／ファイバ半径（ｃｍ）
のいずれか短い方、ｖs＝音速（センチメートル／秒）である。
【００３８】
　方程式１は、パルス持続時間が、ターゲット容積で最も短い寸法に対して応力波がター
ゲット容積を超えて伝播するのを防止するのに十分に短い状態に対応する。フラッシュ蒸
発実質的なサーマル閉じ込めという目的に対して、無視することができる隣接組織損傷で
スピノーダル分解を通じて組織切除を可能にすることは、方程式１によって示されたパル
ス持続時間のほぼ３倍までのパルス持続時間に達成すことができる。

ここで、τpは、パルス幅（秒）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）、κは、温度伝導率（ｃｍ2

／秒）である。
【００３９】
　方程式２は、パルス持続時間が熱がターゲット容積を超えて伝播するのを防止するのに
十分に短い状態に対応する。

ここで、τpは、パルス幅（秒）、κは、温度伝導率（ｃｍ2／秒）、δは、発色団サイズ
（ｃｍ2）である。純粋なＨ2Ｏに対して、方程式３は。δ＝１／μａとして方程式２に対
応する。
【００４０】
　方程式３は、パルス持続時間が熱がターゲット容積を超えた伝播を防止するのに十分に
短い状態に対応するものであり、例えば、ターゲット発色団は、ターゲット組織のコラー
ゲン網内に分散する少量の間隙水を表している。
【００４１】
　方程式１～３では、フラッシュ組織蒸発に適する組織レーザ相互作用に関連するパルス
持続時間の上限値を識別する。
【００４２】
　１μｓｅｃより短いパルスついて、組織においてレーザパルスの結果として達成される
温度を以下の方程式から計算することができる。

ここで、Ｔ＝温度（℃）、Φ＝エネルギ（Ｊ／ｃｍ2）、Ｃv＝発色団（Ｈ2Ｏ）（Ｊ／ｇ
℃）の定積比熱（定容積での飽和液熱機能）、ρ＝密度（ｇ／ｃｍ3）、
ｚ＝深さ（ｃｍ）である。
【００４３】
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　方程式４は、ターゲット容積内の深さで望ましい温度をもたらす所要の流束量を示して
いる。

ここで、Ｔ＝温度（℃）、Φ＝エネルギ（Ｊ／ｃｍ2）、Ｃv＝比熱（Ｊ／ｇ℃）、ρ＝密
度（ｇ／ｃｍ3）である。
【００４４】
　方程式５は、ターゲット発色団（Ｈ2Ｏ）のスピノーダル分解に向けて閾値温度に到達
する適切な流束量を示している。
【００４５】
　方程式１～５は、特定の波長及びターゲット組織に対してて、実質的にターゲット容積
全体で３００℃に到達するのに必要とされる流束量を判断し、かつフラッシュ蒸発に適す
る最大パルス持続時間を判断するのに使用することができる。フラッシュ組織蒸発に向け
て、部分的には、実質的なプラズマ生成を防止し、かつシリカベースの光ファイバと同様
にパルスを送出する導波管の損傷を防止するためにより低いパルス持続時間限界を決める
ことができる。
【００４６】
　容積電力密度（ＶＰＤ）を方程式６に再度代入することができる。

ここで、Ｅ＝エネルギ（Ｊ）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）、Ａr＝面積（ｃｍ2）、τp＝パ
ルス幅（秒）、及びω＝入射スポットの半径（ｍｍ）｛｛｛ｃｍ？？｝｝である。
【００４７】
　スピノーダル分解は、バブル形成及び／又はキャビテーションのためにエネルギ損失を
実質的に排除する最小値ＶＰＤを有する。実験により、一般的にパルス持続時間＜２００
ｎｓの一部の例において、スピノーダル分解を誘発するのにほぼ１０10Ｗ／ｃｍ3又はそ
れよりも多くのＶＰＤで十分であることが示唆される。応力閉じ込めに対して、より短い
パルス長を必要とする可能性がある。
【００４８】
　フラッシュ蒸発は、特定のターゲット組織容積がターゲット組織への光エネルギの堆積
中に相互作用容積内の実質的な熱エネルギ又は機械的エネルギが隣接容積に伝播すること
を抑制するのに十分に短いパルス幅を含むことができる。プラズマ形成を実質的に抑制す
るためにパルス幅が特定のピーク放射照度及びターゲット組織に向けて十分に長いことが
有利であると考えられる。熱エネルギ、機械的エネルギ及び実質的なプラズマ形成の伝播
の各々は、隣接組織の損傷になり兼ねない組織除去の非効率性を招く可能性がある。約１
００ｐｓ～１ｕｓの範囲のパルス幅は、フラッシュ組織蒸発に適切であろう。例えば、０
．５ｎｓと１００ｎｓの間のパルス幅は、発色団として水を望ましい波長として好ましく
ものとすることができる。
【００４９】
　フラッシュ蒸発のパラメータは、ターゲットとした組織相互作用容積のサイズに関連す
る。熱エネルギ及び／又は運動エネルギが切除部位の近くの組織に伝播することを実質的
に防止するように、上述の条件を満たしながらスピノーダル限界及び液化限界に到達する
には、相互作用容積が大きいほど多くのレーザエネルギが必要があると考えられる。上述
のパルスエネルギが増加する時に、パルス持続時間も、レーザ発生器及び／又は送出シス
テムのピーク電力損傷閾値よりも大きいのを抑制するために増加する可能性がある。相互
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作用容積範囲は、フラッシュ蒸発が実際的かつ商業的に実行可能なレーザ及び送出システ
ムで達成することができる最大容積に基づいて判断することができる。例えば、１．９４
マイクロメートル波長を使用し、接触モードで１００マイクロメートルコアシリカファイ
バでほぼ７０％の含水量の豚の腎臓を望ましい時に、ほぼ９ｘ１０-7ｃｍ3の相互作用容
積が得られる。１０-8ｃｍ3～１０-4ｃｍ3の範囲の相互作用容積サイズを多くの実施形態
に使用することができる。
　多くの実施形態は、１０-7ｃｍ3～１０-5ｃｍ3の相互作用容積を使用することができる
。
【００５０】
　フラッシュ蒸発は、相互作用容積の形状に関連する可能性がある。相互作用容積深さ：
相互作用容積幅の比は、放出された容積と共に吸収されたレーザエネルギの実質的な殆ど
を抽出する機能を含む組織が除去される効率に対応すると考えられる。治療部位からター
ゲット組織の放出は、機械式処理を含むと考えられる。相互作用容積内のスピノーダル分
解により作成された運動エネルギは、組織材料除去処理を駆動する可能性がある。相互作
用容積の形状を最適化することにより、組織除去の効率を改善することができる。深さが
幅より実質的に大きい相互作用容積形状では、ターゲット組織の放出がより非効率になる
可能性があり、それによってターゲット容積の近くの組織に及ぼす残留する機械的又は熱
の影響が発生する可能性がある。更に、深さが実質的に幅未満である相互作用容積により
、ターゲット組織除去が非効率になる可能性があり、それによって隣接組織に及ぼす残留
する機械的又は熱の影響が発生する可能性がある。深さ及び幅比は、特定のターゲット材
料に使用された波長のＯＰＤ及び組織面に送出される入射光スポットサイズに関連する。
【００５１】
　図２は、一部の実施形態に関する代表的な相互作用容積深さ：幅の比を示している。一
実施形態は、ほぼ１：２の深さ：幅の比である。図２Ａを参照されたい。これは、好まし
い種類である可能性があり、その理由は、組織放出の効率が高い可能性があり、組織除去
をもたらすのに必要なパルス当たりのエネルギは、十分に光ファイバ送出ツールの条件の
範囲内である可能性があるからである。別の実施形態は、１：４と２：１間の範囲の深さ
：幅の比である。図２Ｂを参照されたい。この範囲は、組織面上のより大きい面積を包含
するものであり、面積が大きいほど大きなパルス当たりのエネルギが必要である。これら
のより大きなパルス当たりのエネルギの要件は、特定のレーザシステムではよって達成し
難いものである可能性がある。別の実施形態は、１：６～２：１の範囲の深さ：幅の比で
ある、図２Ｃを参照されたい。このより一般的な形状範囲は、よりより大きい表面積さえ
も含み、より大きなパルス当たりのエネルギさえも必要である。
【００５２】
　望ましい組織相互作用容積サイズ及び／又は形状により、フラッシュ蒸発を達成すべき
パルスエネルギを判断することができる。パルス当たりのエネルギが少な過ぎると、スピ
ノーダル限界までターゲット発色団を駆動しない可能性があり、及び／又は相互作用容積
内の材料を放出するのに十分な運動エネルギが得られない可能性がある。過大なパルス当
たりのエネルギは、生成又は送出するには実際的ではないと考えられ、組織除去処理にお
いて非効率を招く可能性がある。過少及び過大なパルスエネルギ当たりという両方の場合
には、隣接組織に及ぼす残留する機械的及び／又は熱的影響が発生する可能性がある。ス
ピノーダル分解をもたらす閾エネルギは、方程式１～５から計算することができる。
【００５３】
　効率は、方程式７に対して判断することができる。

ここで、η＝効率（ｇｍ／Ｊ）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）、Ａ＝スポットサイズ（ｃｍ2
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）、ρ＝密度（ｇｍ）、Ｅi＝は、入力エネルギ（Ｊ）、及びＥth＝表面（Ｊ）でのスピ
ノーダル分解の閾エネルギである。最適な効率に対して、
Ｅi＝ＥthｅによりＥoptが得られる。
ｅは、オイラー数＝２．７１８２８（５桁の有効数字まで）。
【００５４】
　理想的なエネルギは、スピノーダル分解をもたらすのに必要とされるエネルギ及び最適
効率でターゲット容積を放出する更に別のエネルギに関連する。Ｅｏｐｔよりも大きいエ
ネルギは、放出された材料、この場合には水に与えられる。ここで、ターゲット容積は完
全に水であるというわけではなく異なる組織構成で有意な量のコラーゲンを含む可能性が
あるので、Ｅｏｐｔよりも大きいエネルギは容積内の組織の引張強度を克服するのに使用
することができる。
【００５５】
　フラッシュ蒸発の多くの実施形態は、約１００ｕＪ～約１００ｍＪの範囲のパルスエネ
ルギを含む。更に、発色団として水を使用するフラッシュ組織蒸発の多くの実施形態は、
５００ｕＪ～３０ｍＪのパルスエネルギを利用する。フラッシュ蒸発の特定的な実施形態
は、発色団として水を及び１．９４マイクロメートルの近くの波長及び１ｍＪ～１０ｍＪ
のパルスエネルギを使用することができる。
【００５６】
　フラッシュ組織蒸発処理は、一部の例において、平方センチメートル当たりのジュール
の範囲の閾値流束量を有する。
【００５７】
　図３は、腹腔鏡手術中の組織除去に向けてフラッシュ蒸発を利用するレーザシステムを
示している。患者３１０は、胸腔内に挿入された撮像システム３２０を有する。撮像シス
テム３２０は、直視型とすることができ、又は外科医が胸腔の内側を見ることができるよ
うに映像ディスプレイ３３０を有するカメラを有することができる。挿入デバイス３４０
と共に、内視鏡のような送出システム３５０も胸腔に挿入される。送出システム３５０の
近位端は、レーザシステム３６０に取り付けられる。
【００５８】
　図４は、フラッシュ蒸発ベースの外科ツールを実施する図３のレーザシステムを示して
いる。レーザシステムは、システムパラメータを調節し、かつレーザエネルギ出射を制御
するユーザインタフェース４１０を有する。ユーザインタフェース４１０は、コントロー
ラ４２０と通信している。コントローラは、ユーザインタフェース４１０を通じて選択さ
れた適切な出力を供給する共振器４３０を操作する。共振器４３０からのレーザエネルギ
の出力は、デバイスカプラ４４０に誘導される。デバイスカプラ４４０は、送出システム
４５０にレーザエネルギを誘導する。代表的な送出システム４５０は、ターゲット組織と
接触して又はほぼ接触して使用される１００マイクロメートルコアシリカファイバを含む
。代表的な非触式送出システム４５０は、シリカファイバの先端から約２ｃｍにある１０
０マイクロメートル治療スポットを生成する集束要素を有するシリカコアファイバを含む
。他の実施形態では、ファイバ先端光学要素は、スポット成形及びビーム照準に利用する
ことができる。
【００５９】
　図５は、利得媒体５１０、ポンプ源５２０、変調器５３０、及び少なくとも２つのミラ
ー５４０を有するフラッシュ組織蒸発を実施する共振器４３０の構成要素を示している。
利得媒体５１０の非限定的な実施例は、固体、ガス、液体、半導体ベースの又は導波管ベ
ースの利得媒体を含む。利得媒体５１０は、ターゲット組織との相互作用に望ましい特定
の波長又は波長範囲が得られるように選択することができる。１．８マイクロメートル～
２．５マイクロメートルの好ましい波長範囲のための固体利得媒体５１０の非限定的な実
施例は、Ｈｏ：ＹＡＧ、Ｔｍ：ＹＡＧ、Ｔｍ：ＹＡＰ、Ｔｍ：ＧａＶ０４、及びＴｍ：Ｙ
ＬＦである。固体利得媒体は、広範な組織に存在する発色団を望ましいとすることができ
る波長範囲で非常に効率的なポンピング処理でレーザエネルギを生成する機能のために実
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施形態となっている。固体利得媒体は、小型かつ低価格実施を可能にするものである。固
体レーザの低コスト及びサイズ化は、外科医に対して魅力的であり、かつ機器の使用を容
易にしている。ポンプ源５２０の非限定的な実施例には、レーザダイオード、アーク灯火
、フラッシュランプ、又は電気的刺激がある。レーザダイオードは、保守要件が緩くかつ
利得媒体５１０をポンピングする効率的な手段になる好ましいポンプ源５２０である。更
に、端面ポンピング法構成を使用してポンピング処理の効率を改善することができる。変
調器５３０は、パルスレーザエネルギを供給するのに使用することができ、共振器間に又
は外部的に実行することができる。変調器５３０の非限定的な例には、音響光学要素、電
子光学要素、飽和可能な吸収体又は機械式手段がある。実施形態は、共振器間音響光学要
素又は電子光学要素変調器とすることができる。電気光学変調器は、レーザ共振器４３０
が偏光エネルギを生成する時に更に別の利点を有することができる。レーザ共振器４３０
は、２つのミラー５４０を有することが好ましい。１つのミラーは、レーザエネルギのほ
ぼ全てを反射し、一方、第２のミラーは、レーザエネルギをレーザ共振器から抽出する出
力カプラとして機能してレーザエネルギを部分反射する。２つのミラーを有する共振器は
、レーザ共振器複雑性を低減してレーザシステムの全体的コストを低減することが多い。
２つよりも多いミラーを有する更に別のレーザ共振器構成を使用することができる。レー
ザ共振器４３０の効率及び簡潔さの最適化は、レーザベースの外科ツールの市販の実行可
能性における要素である。
　フラッシュ蒸発のために構成された代表的なレーザ共振器は、利得媒体５１０の端面ポ
ンピングに構成されたファイバ結合レーザダイオードを含むポンプ源５２０で１．９４マ
イクロメートルで効率的にレーザ処理するように構成されたＴｍ：ＹＡＰを含む利得媒体
５１０を含む。
　代表的なレーザ共振器は、更に、音響光学ｑスイッチ、及び１つのミラーは１．９４マ
イクロメートルで全ての光を実質的に反射し、第２のミラーは出力カプラとして機能する
ように１．９４マイクロメートルで光を部分反射する２つのミラー５４０を含む変調器５
３０を含む。
【００６０】
　従って、本明細書に説明するようにフラッシュ蒸発への使用が可能なレーザシステムの
より一般的な部類の１つの種類は、ターゲット組織に５０～２００マイクロメートルのス
ポットサイズを送出するように配置された光ファイバ又は他の導波管を有する内視鏡のよ
うなビーム送出ツール３５０、３４０で１００ｎｓ未満のパルス幅でパルス当たりの１～
１０ｍＪの範囲でパルス当たりのエネルギと作用して１９４０ｎｍの近くで出力波長を生
成するように配置されたＴｍ：ＹＡＰ利得媒体５１０を含む。１９４０ｎｍの近くの波長
は、約８０マイクロメートルの水中での光貫通深度を有する。水が殆どの組織の主成分で
あるので、組織内の貫通深度は、ほぼ同じとすることができる。スポットサイズ及び８０
マイクロメートルの貫通深度を使用し、レーザパルスに向けて治療部位での組織内の相互
作用容積の寸法を判断することができる。代表的な処置に対して１０ナノ秒と５０ナノ秒
の間のような１００ｎｓ未満のパルス幅を使用し、その相互作用容積内にレーザパルスか
らエネルギ散逸の熱的及び機械的閉じ込めの状態が発生する。０．５～４０ｍＪ台のパル
ス当たりのエネルギを使用することは、この実施例において相互作用容積内に１０10Ｗ／
ｃｍ3よりも大きい密度を生成してスピノーダル限界よりも上に相互作用容積内の水の温
度を上げるのに十分であり、水の閉じ込められたスピノーダル分解を引き起こすことがで
きる。スピノーダル分解により、従って、治療部位で相互作用容積内に約２００～１０ｋ
バールの範囲で実質的な圧力を作成する瞬時相変化が生じる。パルス内のエネルギは、放
出又はレーザパルスにより誘発された熱波又は音波により引き起こされる放出された容積
の近くの組織に可視の熱損傷なしに組織を放出することができる運動エネルギにスピノー
ダル分解を通じて変換される。この効果を本明細書でフラッシュ蒸発と呼ばれる。この種
類によるレーザシステムは、単一の発射から２０００Ｈｚまでの繰返し数で操作すること
ができ、各パルスによって放出される組織の実質的な容積のために、公知の従来技術手法
を使用しても可能でなかった切断速度をフラッシュ蒸発を使用して達成することができる
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。
【００６１】
　このより一般的な部類内の他の種類のレーザシステムは、１４００と１５２０ｎｍの間
又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を含む主成分として水を有する組織内で類似の光
貫通深度を有する波長で作動するレーザ４３０を含む。この範囲の波長は、パルス当たり
の０．５～４０ｍＪの範囲パルス当たりのエネルギ内及び約１０ナノ秒と２００ｎｓｅｃ
の間のパルス幅内でコア径が５０～２００マイクロメートル台のシリカ導波管を使用して
容易に送出可能成であることによっても特徴付けられる。コントローラ４２０及び視覚化
モニタ４１０は、レーザパラメータ及び外科的処置の制御に利用することができる。一部
の実施形態では、コントローラ４２０は、約１００ｕＪ～約１００ｍＪの範囲のパルス当
たりのエネルギを制御するように操作することができる。更に、水を発色団として使用す
るフラッシュ組織蒸発の多くの実施形態は、５００ｕＪ～４０ｍＪのパルスエネルギを利
用する。
　フラッシュ蒸発の特定的な実施形態は、発色団として水を及び１．９４マイクロメート
ルの近くの波長及び１ｍＪ～１０ｍＪのパルスエネルギを使用することができる。シリカ
導波管の利用可能性及び生体適合性のために、これらの種類のレーザシステムは、広範な
内視鏡レーザ手術において容易に利用することができる。
【００６２】
　組織タイプが異なれば、フラッシュ蒸発をもたらして相互作用容積内の材料の実質的に
全てを放出するのに必要とするパラメータも異なる場合があることが認められる。従って
、本明細書に説明するようなより一般的な部類のレーザシステムは、各々がある一定の容
積の組織を照射し、かつ組織の容積がスピノーダル分解で放出されるように機械的エネル
ギ又は応力及び熱エネルギが容積から伝播するのを抑制する持続時間及びエネルギ量を有
する光エネルギのパルスビームを生成するレーザ、及びコントローラからの指令に応答し
てパルス光ビームを生成するためにレーザに結合されたコントローラを含むことによって
特徴付けることができる。このシステムは、１つ又はそれよりも多くの光ファイバを含む
内視鏡送出ツールと組み合わせることができる。フラッシュ蒸発に基づくレーザ手術は、
以下でより詳細に説明する複素数パラメータ空間内で行うことができる。本明細書に説明
するようなレーザ及び送出ツールのための商業的に達成可能な作動条件の発見により、初
めて、「低温切除」外科技術が可能である。
【００６３】
　スピノーダル分解処理は、ターゲット組織容積に圧力を生成する。ターゲット容積内の
発色団、例えば、水がスピノーダル閾値に到達したか又は上回った時に、部分的に圧力が
生成され、従って、ターゲット容積を超えた熱エネルギ又は機械的エネルギの伝播を実質
的に防止するのに十分な時間尺度スピノーダル分解が開始する。生成された圧力により材
料がターゲット部位から放出される。適切に又は最適にターゲット容積の実質的に全てを
放出する圧力の量は、部分的には、組織自体の機械的特性に依存する。様々な組織タイプ
が、部分的には、各組織タイプのコラーゲン構造のために異なる機械的特性を有する。腎
臓との皮膚の比較は、一例である。皮膚は、腎臓より高い引張強度を有する。皮膚のより
高い引張強度は、部分的には、皮膚機能によるものであり、環境皮膚も露光される。更に
、皮膚は、般的に腎臓組織より低い含水量を有し、従って、水が発色団として使用される
時に腎臓と比較すると有効μaの変動が発生する。有効μa及び引張強度の差により、結果
として、２つの組織タイプを除去するのにフラッシュ蒸発領域内に異なるパルスパラメー
タが発生する可能性がある。パルスパラメータの変動は、閾値圧及び最適圧力範囲を含む
部分には、実質的に組織の容積全体を放出するために各組織タイプの引張強度を克服する
のに必要とされる異なる圧力を反射するものである。骨は、異なる圧力がターゲット容積
内の組織の実質的に全てを放出すのに必要とされると考えられる別の例である。骨は、一
般的に軟組織より低い含水量を有し、これは、水が発色団である時に有効μaに影響を与
える可能性がある。骨の関連の機械的特性は、純粋な引張強度よりもむしろターゲット容
積内の骨を破砕するのに必要とされる力に関連すると考えられる。フラッシュ蒸発のパラ
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メータ及び生成される得られる圧力は、軟組織と比較すると骨と異なると考えられる。
【００６４】
　フラッシュ蒸発イベント中にターゲット容積において生成された局在化する温度は、コ
ラーゲンの液化閾値近傍か又はそれ超える。コラーゲンの液化閾値で又はそれよりも大き
いと、組織の構造的一体性を損なう可能性があり、コラーゲン構造が弱化する。弱化した
構造は、依然として異なる組織タイプに対して機械的特性の変動を示している。特定の組
織タイプの効率的な除去は、部分的には、組織放出に十分又は最適である標圧力を的容積
内に生成することによって達成することができる。様々な圧力を生成する機能でフラッシ
ュ蒸発をもたらすことは、広範な組織タイプを効率的に望ましい際の要素と考えられる。
【００６５】
　方程式４は、φにＥ／Ａrを置換することによって書き換えることができ、１μ秒より
短いパルスに対して方程式８が得られる。

ここで、Ｔ＝温度（℃）、Ｅ＝エネルギ（Ｊ）、Ａｒ＝面積（ｃｍ2）、＝発色団（Ｈ2Ｏ
）の定積比熱（定容積での飽和液熱機能）（Ｊ／ｇ℃）、ρ＝密度（ｇ／ｃｍ3）、ｚ＝
深さ（ｃｍ）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）である。
【００６６】
　ターゲット部位において生成される圧力は、１つのμ秒より短いパルスに対して方程式
９から計算することができる。

ここで、Ｐ＝圧力、

ｔp＝パルス幅、
ｔo＝特性パルス幅＝

ｖz＝音速（ｃｍ秒-1）、Γ＝グリュンアイゼンパラメータ（無次元）、φ＝流束量＝

μa＝吸収係数（ｃｍ-1）、ｚ＝深さ（ｃｍ）である。
【００６７】
　一実施形態では、相互作用容積を通じた温度及び／又は圧力、特に光貫通深度での温度
及び／又は圧力を考慮し、ここで、以下の通りである。

光貫通深度：

でスピノーダル分解閾値温度をもたらすために、Ｔを方程式１０として書き換えることが
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でき、以下のようになる。

ここで、Ｔ＝温度、ｅは、オイラー数＝２．７１８２８６８である。
【００６８】
　この時点で、各パルスの完全な光貫通深度内の温度は、スピノーダル分解閾値を満たす
か又は超えるように決めることができ、従って、部分的に、フラッシュ蒸発が相互作用容
積を通して開始する。
【００６９】
　同様に、特定のターゲット組織を放出するのに必要とされる少なくとも光貫通深度：

での閾値圧をもたらすために、Ｐを方程式１１と書き換えることができる。

ここで、Ｐ＝圧力、ｅは、オイラー数＝２．７１８２８である。
【００７０】
　この時点で、各パルスのための完全な光貫通深度内の圧力は、相互作用容積を通じて実
質的に全ての組織を放出するのに必要とされる圧力閾値を満たすか又は超えるように決め
ることができる。
【００７１】
　方程式１０では、実質的に相互作用容積全体を通じてＨ2Ｏにおけるフラッシュ蒸発に
向けてより低い温度限界を決める。しかし、生成される圧力は、ターゲット組織の機械的
強度を克服するのに十分ではないと考えられる。相互作用容積内の組織の実質的に全てを
放出する閾値又は最適圧力をもたらすようにパルスパラメータを調節することが必要であ
ろう。更に、各々の異なるターゲット組織タイプは、それぞれの組織を放出する異なる閾
値及び／又は最適圧力を有すると考えられる。関連のパラメータを含むように圧力方程式
を書き換えた場合に、どのパラメータが最大効果を有することになるかより簡単に見出さ
れる。ここで、

であるから、

であり、ここで、

である。従って、

Ｐ＝圧力、Ｅ＝エネルギ（Ｊ）、μa＝吸収係数（ｃｍ-1）、ｔp＝パルス幅（秒）、ω＝
入射スポットの半径（ｃｍ）、ｖz＝音速（センチメートル／秒）、Γ＝グリュンアイゼ
ンパラメータ（無次元）である。
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【００７２】
　Ｐは、
　●○パルス幅
　○音速
　○吸収係数
に従って指数的に、
　●スポット半径の二乗で反比例して、
　●エネルギと共に線形に、
変化することが直ちに分る。
【００７３】
　音速は、ターゲット発色団の特性であり、ターゲット組織の特定のタイプに向けて容易
に変更することはできない。波長は、直接に吸収係数に影響を与えるものであり、望まし
い圧力をもたらすために独立して又は部分的に使用することができる。波長が一定のまま
である一実施形態では、パルス持続時間、パルス及び／又はスポットサイズ当たりのエネ
ルギのあらゆる１つ又は組合せを変更して特定のターゲット材料を放出する望ましい圧力
をもたらすことができる。方程式１２に示す各パラメータは、望ましい圧力をもたらすよ
うに個別に又は組み合わせて調節することができる。望ましい圧力をもたらす多変量パラ
メータ空間内では、特定のパラメータでパルスを生成及び／又は送出することは、非実用
的であると考えられる。例えば、パルスエネルギ及びパルス持続時間の特定の範囲では、
方程式１２に従って望ましい圧力をもたらすことができるが、特定のパルスエネルギ及び
パルス幅の組合せをもたらすレーザ源は存在することができない。
【００７４】
　同様に、実際には、ターゲット組織にパルスを送出する機能を考慮すべきである。例え
ば、導波管がない場合でさえも、少なくとも、フラッシュ蒸発及び組織単位圧力閾値をも
たらすパラメータ空間内のパラメータの特定の部分集合では、組織で、又は組織へのパル
スの送出を妨げる可能性がある空気中でプラズマを生成する可能性があり、従って、最終
的に、フラッシュ蒸発及び／又はターゲット組織を放出する圧力の条件を組織容積内で満
たすことができない。
【００７５】
　導波管は、一部の例において、様々なパルスパラメータを導波管を通じて問題なく伝達
することができるように選択し、次に、一般的に、実質的に、ターゲット容積全体を放出
するのに十分な圧力でフラッシュ蒸発をもたらすように集束要素により調節することがで
きる。
【００７６】
　多くの手術用途に対して、導波管コアが治療スポットサイズとほぼ同じ直径である場合
に、導波管を使用することが有利であると考えられる。導波管コア及び治療スポットサイ
ズが類似である一実施形態は、導波管がターゲット組織と接触して又はほぼ接触して使用
される時である。
【００７７】
　シリカファイバは、内視鏡用途に向けてレーザエネルギを送出するのに使用される主要
なタイプの導波管である。シリカファイバは、容易に利用可能、可撓性、生体適合性、か
つ低価格である。シリカファイバ導波管は、内視鏡処置を含む多くの組織切断用途に向け
てフラッシュ蒸発を利用する好ましい実施形態である。フラッシュ蒸発及び／又はターゲ
ット材料を放出するのに十分な圧力をもたらすのに使用されるパルスパラメータは、部分
的に、高いピーク電力を有する。高いピーク電力は、シリカベースの導波管を損傷する可
能性がある。好ましい実施形態は、従って、特定のターゲットに向けて材料を放出する適
切な圧力でフラッシュ蒸発をもたらすと共に、シリカファイバの壊滅的な損傷なしにシリ
カベースのファイバに沿って確実に伝達することができる様々なレーザパルスパラメータ
である。フラッシュ蒸発に適するパルス持続時間の部分集合を含むシリカファイバの理論
的なバルク損傷限界は、広い範囲なパルス持続時間にわたって公知である。実際には、理



(38) JP 2016-147098 A 2016.8.18

10

20

30

40

50

論的な限界は、完全には達成されていない。研究の結果、パルスエネルギとパルス幅の実
際的な関係が既知である。方程式１３に従う。

ａ、ｂ、及びｃは、実験的に判断された係数である。
ａ＝３９２１．５
ｂ＝０．９５
ｃ＝０．５
Ｅi＝エネルギ（Ｊ）
ｔmin＝パルス幅（秒）
ｄ＝ファイバコア径（ｃｍ）
【００７８】
　例えば、ターゲット組織タイプが分って波長を選択することにより、本質的にμa、Ｖs

、Ｃv、ρを判断することができる。次に、関連の前の方程式に方程式１３を置換するこ
とにより、シリカファイバでの送出を含むターゲット材料を放出するのに十分な圧力での
フラッシュ蒸発の条件を満たすことができるように、特定の組織タイプ、波長及びファイ
バ損傷閾値のパラメータ空間を存在する場合に判断することができる。
　切断速度の実験
【００７９】
　切断速度の実験
　１．９４マイクロメートル波長で作動するフラッシュ組織蒸発ベースのレーザシステム
を製造及び使用して生体外組織切断試験が行われた。使用したされたパルスエネルギは、
ほぼ３．５ｍＪであり、シリカベースの光ファイバ導波管を通じて送出し、パルス繰返し
数は、４００Ｈｚであった。ファイバ先端をマウントに位置決めして固定した位置に保持
した。豚の腎臓組織サンプルを有する移動可能な試験スタンドをファイバ先端の直前のビ
ームを通じて移動した。組織サンプルの大体の長さは、２ｃｍで、厚みはほぼ２ｍｍであ
った。フラッシュ蒸発システムは、８秒でサンプル全体を断ち切った。システムは、毎秒
長さ２．５ｍｍ×深さ２ｍｍの切り込みを入れた。パルス当たりに除去された組織の容積
は、６．２８ｘｌ０-7ｃｍ3／パルスであった。この切断速度は、従来技術レーザシステ
ムより飛躍的に高速である。例えば、隣接熱損傷なしのモードで作動するように最適化さ
れた流束量と共に類似のパルス繰返し数及び入射光スポットサイズを有するエキシマレー
ザシステムは、２００倍の遅さである３．１４ｘ１０-9ｃｍ3／パルスの速度が得られる
。同様に、隣接熱損傷なしのモードで作動するように最適化された流束量と共に類似のパ
ルス繰返し数及び入射光スポットサイズを有する光破砕ベースのエルビウムＹＡＧシステ
ムは、４０倍の速度である、１．５７ｘ１０-8ｃｍ3／パルスのパルス当たりに除去され
る容積が得られる。隣接熱損傷なしの切除に向けて最適化された流束量と共に類似のパル
ス繰返し数及び入射光スポットサイズを有する精力的な研究本位のフェムト秒システムは
、同様に、４０倍以上の遅さである、１．４９ｘ１０-8ｃｍ3／パルスの速度が得られる
。図６は、実質的に隣接組織損傷がない様々な形態の切除に関して切断速度を比較する棒
グラフを示している。光化学、光破砕及びイオン化ベースのシステムは、一般的な手術用
途のための適するファイバ送出手段を持たず、一般的に高低線送出に限定される。
【００８０】
　図７Ａは、フラッシュ蒸発システムで生体外豚の腎臓に作られた切断部のＨ＆Ｅで染色
した組織構造である。切断部はほぼ深さ３ｍｍ×長さ５ｍｍであり、ほぼ１．４ワットの
平均的な電力及び１．２：１の深さ：幅の比で行うのにほぼ３秒掛かった。組織構造は、
放出された組織によって残された空洞に隣接する組織の見た目の熱損傷がない清浄な切断
部を示している。図７Ｂは、同じ組織サンプルの倍率がより高い画像である。切断面は、
見た目の熱損傷を示していない。フラッシュ蒸発により、隣接組織の見た目の熱損傷がな
いより深い切開部に向けて以前は入手不能な高速切断速度が可能である。また、治癒速度
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を実質的に拡張しない微視的尺度であることを除き機械的損傷は見られない。
【００８１】
　一部の外科的処置に対して、切除によってではなく直接にフラッシュ蒸発を通じて大き
い質量の組織を除去することが望ましいであろう。例えば、良性前立腺肥厚化のための手
術治療は、大質量の前立腺組織の除去を伴う場合がある。前立腺組織の除去は、外科医の
好みに基づいて、切除様式の処理又は塊組織蒸発処理を通じて達成することができる。大
腸内の組織の除去は、別の直接にフラッシュ蒸発を通じた除去が有利と考えられる別の例
である。転移しない結腸腫瘍は、大腸の内側の壁内に埋まっており、切除により除去し難
いと考えられる。表面から健康な組織まで副次的損傷なしに層状に腫瘍を蒸発する機能が
有利であると考えられる。
【００８２】
　方程式７及び１２及び本明細書に説明する関連の方程式を参照すると、最適組織切除効
率、又はジュール当たりに切除される組織の最大グラムが得られるパラメータの少なくと
も１つの組合せがある。最適効率で作動する時に、最大組織蒸発速度をもたらすことがで
きる。組織タイプの引張強度は、体を通じて変動するものであり、従って、ターゲット組
織を除去するのに必要とされる最適パラメータが変動することになることは明らかである
。これは、ターゲット容積内の圧力を最適化することによって達成される。例えば、真皮
の最適蒸発に必要とされる圧力は、腎臓に必要とされるよりも有意に高い。
【００８３】
　組織をフラッシュ蒸発を通じて蒸発することができる最高速度は、最適切除効率に対応
する。従って、外科的処置でピーク切除効率に対応する切除の速度よりも大きい切除の速
度が必要又は望ましい時に問題が存在する。上述の最大切除速度よりも大きい切除速度を
もたらすために、２つ又はそれよりも多くの光ファイバ導波管を有する新しい送出デバイ
スを使用することができる。スポットサイズが増加する時に、スピノーダル分解により放
出をもたらすのに必要とされるパルス当たりのエネルギが大幅に増加する。それによって
レーザ手術用途で実際的には使用することができるレーザスポットのサイズが制限される
。
【００８４】
　本明細書に説明する他の種類は、単位時間当たりにより大きい組織容積を除去するよう
に構成される。このような種類は、各パルスによって印加すべきパルス当たりのエネルギ
の倍数である出力を生成することができるレーザを利用する。このような種において、複
数の導波管を含む送出デバイスは、平行に又は迅速に連続的に行う治療部位へのレーザエ
ネルギの複数のスポット（好ましくは隣接した）の送出に向けてレーザシステムに結合す
ることができる。本質的に放出の後組織内には残留エネルギはないように、複数のスポッ
トは、本質的に独立して治療される。高い繰返し数及び複数のスポットを使用して非常に
高い組織除去率をもたらすことができる。
【００８５】
　レーザ源は、最適切除効率をもたらすのに必要とされる量を十分に超えるエネルギ／電
力を生成することができると考えられる。例えば、ピーク効率よりも大きい流束量で組織
にレーザパルスを送出すると、切除効率が低減され、一部の場合には、単一の光ファイバ
導波管の損傷限界よりも大きい恐れさえある。レーザ源内に生成されたレーザパルスを分
割して複数のファイバにパルスを結合することにより、各個々のファイバは、同時にパル
スエネルギの一部を受け取ることができる。更に、一般的に互いの近くのターゲット組織
の別々の領域に個々のファイバ出力を整列することにより、各ファイバの個々の治療部位
での組織が最適切除効率で切除されるように各ファイバを形成することができる。複数の
送出ファイバを有するレーザシステムを利用することにより、レーザ源によって生成され
た利用可能なレーザエネルギの殆ど又は全てを組織に適用することができ、最適切除効率
でフラッシュ蒸発がもたらされる。複数の送出ファイバ構成では、最適切除効率でフラッ
シュ蒸発を維持しながら単一の送出ファイバをもたらすことができるより速く組織を直接
に蒸発することが望ましい場合に臨床必要性を満たすようにシステムの全体的な切除速度
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を増大させる。
【００８６】
　例えば、大きな脳腫瘍を切除するのに必要である場合がある。高い切除速度をもたらす
ための平行したパルス送出の使用は、図８に示す表を参照して理解することができる。最
適切除効率でのフラッシュ蒸発が約４０Ｊ／ｃｍ２の流束量で達成されると仮定してみる
。上述のように、４０Ｊ／ｃｍ2よりも大きいように流束量を増大させても切除速度は改
善しない。例示的なレーザは、最適効率に必要とされたもの４倍のサイズである６０Ｊ／
ｃｍ2に等しいパルスである、４０Ｊ／ｃｍ2を十分に超えるパルスをフラッシュ蒸発パラ
メータ空間内で生成することができると考えられる。例えば、１６０Ｊ／ｃｍ2を支える
ことができるパルスを生成し、次に、４つの個々のファイバの間に同時に及びほぼ等しく
パルスを分割することにより、各ファイバは、平行に最適効率で組織に４０Ｊ／ｃｍ２の
流束量を送出することができる。ファイバ放出端が一般的に互いに隣接した別々の組織領
域を治療するように配置された時に、最適切除効率を維持しながらパルス当たりに４倍の
組織は除去される。
【００８７】
　複数のファイバを利用することによって達成される組織切除速度の増大は、個々のパル
スに対して説明していたが、同様にシーケンスのパルスに適用可能である。組織切除の高
速化に向けて、複数のファイバは、一般的に、一般的に互いの近くの別々の治療部位に対
応する各ファイバ出力を有する送出デバイスの不可欠な部分である。利用されるファイバ
の数は、説明した限界内で拡張可能である。
【００８８】
　転移しない結腸ポリープの例において、５つのファイバで半円形に配置されたファイバ
束を使用することを選択することができ、レーザは、単一のファイバ最適切除効率流束量
の５倍の流束量を生成することができるパルスを発生することができる。パルスは、５等
分することができ、次に、５つの個々のファイバに同時に結合される。生成される各レー
ザパルスに対して、単一のファイバで達成する組織量の５倍が除去される。
【００８９】
　一部の組織タイプは、比較的高い機械的強度を有し、組織基質を壊すのにより高い圧力
を必要とする。実質的な制限は、必要な圧力をもたらすのに必要とされるフラッシュ蒸発
パラメータが方程式１３で上述したように単一のシリカファイバの電力処理機能よりも大
きい場合に発生する。例えば、皮膚基質のコラーゲンは、非常に強くて弾力性がある。真
皮においてフラッシュ蒸発をもたらす必要がされる圧力は、殆どの他の軟組織より高い。
真皮の例に対して、フラッシュ蒸発に必要とされる流束量のための適切な仮定条件は、２
００Ｊ／ｃｍ2である可能性がある。しかし、これはファイバの機能よりも大きいもので
あり、従って、問題点がある。この問題は、図９に示すような構成に配置された複数のフ
ァイバを利用することによって容易に対応することができる。出力が治療部位上の領域９
０３において単一のスポットで重なり合うように構成された複数のファイバ９０１、９０
２により、単一のファイバによって達成される圧力を遥かに超えたフラッシュ蒸発圧が可
能である。例示的なレーザは、２つ又はそれよりも多くのファイバを通じてターゲットで
の流束量の最適化に向けて必要なエネルギを生成する。デバイスの遠位端９０４で又はそ
の近くで、ファイバの出力ビームは、治療部位で互いに重なるようにまとめられる。例え
ば、各ファイバは、ファイバ損傷閾値を十分に下回る１００Ｊ／ｃｍ2の均等物に対応す
るパルスを搬送する。ファイバは、出力ビームが完全に重なり合うように構成され、従っ
て、治療部位で２００Ｊ／ｃｍ2がもたらされる。複数のファイバを使用することにより
、単一のファイバ送出ではフラッシュ蒸発をもたらすことができない組織内でファイバ送
出でフラッシュ蒸発を行うことができる。送出デバイスの一実施形態は、出力ビームが、
図９に示すように、治療部位で完全に重なり合うように、出力の近くで屈曲した及び／又
は角度形成するファイバを有することである。送出デバイスは、溝穴、溝、又は出力ビー
ムが治療部位で重ね合うように各ファイバを整列して固定する何らかの物理的手段を有す
ることができる。
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【００９０】
　代替的な実施形態は、図１０に示すようなデバイス先端の近くで集束光学系を使用する
ことができる。図１０では、複数のファイバ１００１、１００２が、内視鏡を通じて行わ
れるように配置された。遠位端で、レンズ１００３は、組織上の治療部位上のスポット１
００４上で重なり合うように複数ファイバ１００１、１００２の出力の方向を変えるよう
に位置決めされる。各ファイバ１００１、１００２は、出力ビームが、部分的に、各ファ
イバの出力ビームが確実に治療部位で重なり合うようにする光学要素（例えば、レンズ１
００３）を通過するように送出デバイスに位置決めかつ固定される。光学要素は、光を誘
導することに寄与する成形先端、集束ファイバ先端、テーパのついた先端又は他の接合、
融合、装着又は改造先端のようなファイバ先端の不可欠な部分とすることができる。更に
、光学要素は、単レンズ、各ファイバの個々のレンズ、又は図１０に示すように各ファイ
バ出力に向けて治療部位で重なりを保証する光学要素のあらゆる他の構成とすることがで
きる。
【００９１】
　複数のファイバ出力の再結合を通じたフラッシュ蒸発中の高圧力化の達成では、２つ又
はそれよりも多くのファイバ、１つ又はそれよりも多くの光学要素、及び／又は多くの機
械的位置決め及び取付け構成を使用することができる。
【００９２】
　図１１Ａは、切断速度の増大をもたらすために送出ツールに利用することができるファ
イバ先端１１０１、１１０２、１１０３、１１０４の線形構成を示している。この実施例
内のファイバ先端１１０１、１１０２、１１０３、１１０４は、一列にかつ互いの近くに
位置決めされる。組織切除の高速化に向けて複数のファイバを利用し、更に、ある一定の
処置の必要性に対応するように成形することができる先端形状のカスタマイズ化が可能で
ある。
【００９３】
　図１１Ｂのように送出デバイスが一列に構成されて矢印１１０５により表される切断方
向に沿うように移動された時に、手術のためのメスのような切断効果がもたらされる図１
１Ｂを参照されたい。運動方向は、標準的な手術のためのメスを真似ており、単一のファ
イバで達成可能である速度よりも速く切り込みを入れることができる。
【００９４】
　代替的に、ファイバ先端は、組織に対して角度形成するために千鳥配置にすることがで
きる。図１２は、ファイバ先端１２０１は、千鳥配置構成内に配置された４つのファイバ
送出デバイス１２００の斜視図であり、一列になったファイバの全てを通じて階段構成で
、第１のファイバは、第２のファイバなどに対して小さい食違いによりレーザ源に対して
遠位側に延びる。階段のサイズは、特定の構成の必要性に合うように等しいか又は変化に
富むものとすることができる。階段の代表的なサイズは、ファイバの直径と同じ順序、又
は徐々に小さくとすることができる。図１２の構成において、デバイスハンドルの方向及
び角度は、人間工学的に手術のためのメス１２０２を真似ることができる。
【００９５】
　線形デバイス先端構成で、ファイバ構成に垂直な方向にデバイスを移動することによっ
て塊蒸発をもたらすことができる。図１３に矢印１３０１により表すように、ファイバ１
１０１～１１０４のような複数のファイバを含む線形デバイス先端をファイバの管路に直
交方向に移動することができる。
【００９６】
　この構成をターゲット組織にわたって移動した時に、この構成によりファイバ構成の幅
に等しいストリップ幅の迅速な切除が行われる。図１４Ａは、代替ビーム送出デバイスと
して半円形の形状のファイバ先端１４０１～１４０７の構成を示している。図１４Ｂは、
３つのファイバ先端１４０８～１４１０が非線形の３つ組みに配置された更に別の代案を
示している。図１４Ｃは、６つのファイバ１４１１～１４１６が中心のファイバ１４１７
を取り囲むファイバの間隙なく詰まったクラスターを示している。
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【００９７】
　各先端構成は、臨床の必要性に対応するように選択することができる。各個々のファイ
バにより作成された治療スポットは、固有かつ一般的に互いの近くにある。例えば、転移
しない結腸ポリープを摘出するために、先端が組織にわたって引っ張られて、図１５Ａ及
び１５Ｂに全体的に示すように単一のファイバよりパス当たりに大きな表面積にわたって
蒸発がもたらされるように線形又は湾曲構成を使用することができる。
【００９８】
　全体的に球面形状を有する腫瘍の蒸発に対して、マルチファイバ先端１６０１を使用す
ることができ、図１６に示すように、中心分１６０２は、先端に近づくほどファイバ先端
（例えば、１６０３、１６０４）より更に組織更に突入する。
【００９９】
　経尿道前立腺の切除においてのような全体的に円筒形形状の長手軸に沿った組織の蒸発
に対して、湾曲構成に配置されたファイバ先端を有する先端１７０１を使用することがで
き、直角に近い屈曲部１７０２は、横方向にエネルギを誘導し、図１７に示すように迅速
に組織の大質量を蒸発するために使用される。
【０１００】
　ペースメーカーリードの除去に対してはワイヤリードで同軸状に挿入することができる
デバイスが望ましい。図１８は、開放中心１８０２を有する円形ファイバ構成１８０１で
送出デバイスを示しており、開放中心１８０２により、ワイヤ外面に付着した組織のフラ
ッシュ蒸発を可能にすることができ、リードを分離及び除去することができる。
【０１０１】
　塊組織蒸発が必要で、かつ病変組織上の塗装運動が望ましい時に、間隙のない円形体を
使用することができる。塗装運動を用いて、外科医は、例えば、図１４Ｃに示すように、
深さの大きな変化を伴う腫瘍を効率的に切除するのに望ましい断端をもたらすように手で
蒸発の深さを制御することができる。
【０１０２】
　複数の送出ファイバを使用するために、２つ又はそれよりも多くのファイバにレーザエ
ネルギの全て又は一部を誘導するための手段が必要である。部分反射器のような受動構成
要素は、複数の方向にレーザビームの所定の部分を誘導するのに使用することができる構
成要素の非限定的な例である。回転鏡のような能動的構成要素は、複数の方向にレーザビ
ームの部分を誘導する能動的手段の非限定的な例である。ビーム経路は、連続、及び平行
、又は連続及び平行のあらゆる置換とすることができる。伝達されて各ファイバに最終的
に結合される光源からの光の百分率は、ビームを誘導する構成要素により決まるように静
的と考えられる。代替的に、シャッター、変調器、減衰器のような能動的構成要素は、光
源光がいつどれだけいずれの個々のファイバに結合されるかを制御するのに使用すること
ができる。
【０１０３】
　例えば、ファイバ１９００～１９０３を含む図１９に示すような４ファイバ構成は、大
容積組織切除に望ましいであろう。この構成は、図２０のようなシステムと共に使用する
ことができる。この例において、レーザ源２０００は、隣接組織部位で各ファイバに対し
てフラッシュ蒸発を通じて組織切除を提供しながら４つのファイバに等しく分割すること
ができるパルスを発生する。図２０の構成において、レーザ源２０００は、ビームスプリ
ッタ２００１と交差する出力を生成し、ビームスプリッタ２００１は、ファイバ結合レン
ズを通じてエネルギの２５％をファイバ１９００に通す。エネルギの残りの７５％は、シ
ャッター２００２を通過すると第２のビームスプリッタに誘導され、第２のビームスプリ
ッタは、ファイバ結合レンズを通じて残りの７５％の１／３（すなわち、初期のエネルギ
の２５％）をファイバ１９０１に偏向させる。初期のエネルギの残りの５０％は、第３の
ビームスプリッタ２００４に誘導され、第３のビームスプリッタ２００４は、ファイバ結
合レンズを通じて、残りの５０％の一方の半分（すなわち、初期のエネルギの２５％）を
ファイバ１９０２に偏向させる。初期のエネルギの最終の２５％は、反射器２００５に誘
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導され、ファイバ結合レンズを通じてファイバ１９０３に誘導される。塊組織蒸発を必要
とする時に、シャッター２００２は開いており、４つのファイバの全ては、ターゲット組
織をフラッシュ蒸発する。正確な切断が必要な時に、シャッター２００２は閉じられ、１
つのファイバのみが、ターゲット組織をフラッシュ蒸発するために光源パルスの一部を受
け取る。言うまでもなく、望ましい制御シーケンスを実行するシャッター及びビームスプ
リッタの他の構成を利用することができる。
【０１０４】
　２つ又はそれよりも多くのレーザ源を有する実施形態に対して、類似のファイバ結合技
術を用いることができる。
【０１０５】
　一実施形態は、送出デバイスの１つ又はそれよりも多くのファイバをフラッシュ蒸発に
及び同じデバイスの１つ又はそれよりも多くの異なるファイバを凝固を目的として利用す
る。これを図２１に概略的に表しており、第１のファイバ２１００は、フラッシュ蒸発に
使用され、第２のファイバ２１０１は凝固に向けてエネルギを送出するのに使用される。
一部の例において、凝固ファイバは、フラッシュ蒸発ファイバと、又は互いと異なるコア
サイズを有することができる。凝固ファイバ先端はフラッシュ蒸発ファイバ先端と面一と
するか、又はフラッシュ蒸発ファイバ先端から後方に位置決めすることができる。オフセ
ット凝固ファイバ先端の１つの利点は、凝固ファイバに沿って伝達されるレーザエネルギ
は、フラッシュ蒸発ファイバに沿って伝達されるレーザエネルギと類似又は同一エネルギ
、パルス持続時間、波長特性を有することができるが、相互作用容積がフラッシュ蒸発に
必要とされるそれよりも大きいように凝固ファイバが位置決めされたので、送出されたエ
ネルギにより、結果として凝固が発生するという点である。フラッシュ蒸発相互作用面積
より大きな面積にわたって組織を加熱することも、望ましいと考えられ、ここでもまた、
凝固ファイバをオフセットさせることは、より大きい凝固面積をもたらす一助とすること
ができる。
【０１０６】
　ファイバ構成と無関係に、凝固ファイバは、凝固の手段をもたらすためにフラッシュ蒸
発ファイバと共に使用されるものと異なるエネルギ、パルス持続時間、繰返し数、及び／
又は波長を伝達することができる。一部の場合には、凝固ファイバは、フラッシュ蒸発が
行われている間は無効化し、凝固ファイバが使用された間はフラッシュ蒸発を無効化する
ことができる。代替的に、フラッシュ蒸発及び凝固ファイバを同時に可能することができ
る。
【０１０７】
　別の実施形態は、特定のマルチファイバデバイスに向けてファイバのあらゆる組合せに
沿ってレーザエネルギを誘導しながらフラッシュ蒸発と凝固モードの間にレーザの作動モ
ードを変えることである。例えば、レーザシステムは、いくつかのフラッシュ蒸発パルス
の反復配列、次に、連続波動エネルギの期間を生成することができる。間隙なく詰まった
円形マルチファイバ先端の例において、フラッシュ蒸発／凝固のシーケンスをほぼ等しく
各ファイバに従って誘導することができる。
【０１０８】
　上述のマルチファイバ送出デバイス先端構成のいずれも、各個々のファイバを通じて伝
達を能動的に制御することができる。塗装運動の利用に対して説明するような円形構成で
は、非常に迅速に組織を除去することができる。外科医がこの塊切除処理中に時折小さい
正確な切り込みを入れる必要があった場合に、フラッシュ蒸発パルスエネルギは、図２２
に表すようにクラスター内の外部ファイバを暗化することによってファイバ（例えば、中
心ファイバ）の１つだけに沿って誘導することができる。この例示的な送出デバイス及び
レーザシステムは、単一のファイバの正確な切断機能を維持することができ、フラッシュ
蒸発パラメータ空間内で複数のファイバを使用することによって可能にされる迅速な塊組
織切除機能を有することができる。更に別の実施形態は、図２３Ａ、２３Ｂ、２３Ｃ及び
２３Ｄの明暗のファイバ先端により概略的に示すように広範囲の切断速度を伴う手術のた
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めのメスのようなデバイス構成である。最も遅い切断速度は、フラッシュ蒸発パルスを送
出することを可能にされる１のファイバだけに対応する。遅い切断速度は、２つのファイ
バを可能することによって達成することができる。より速い切断速度は、３つのファイバ
を可能することによって達成可能にすることができる。最速の切断速度は、４つのファイ
バの全部で達成することができる。
【０１０９】
　実際上、構成内で可能／無効化されたファイバのあらゆる組合せを選択することができ
、一部の場合には、ユーザインタフェースを通じて又はシステムの内部プログラミング内
でさえ制御することができる。
【０１１０】
　複数のファイバを利用することにより、フラッシュ蒸発組織除去システムの臨床機能が
拡張される。
【０１１１】
　図２４は、約１９４０ｎｍの代表的な波長でのパルス当たりの５ｍＪのエネルギに関す
る圧力（キロバール）とパルス幅（ナノ秒）のグラフである。グラフにおいて、線２４０
１は、５０μコア径ファイバを使用する結果に対応する。線２４０２は、１００μコア径
ファイバに対応する。線２４０３は、１５０μコア径ファイバに対応する。線２４０４は
、２００μコア径ファイバに対応する。容積電力密度が高くなるので、小さいファイバを
使用するほど大きい圧力が達成可能である。しかし、パルス当たりに十分なエネルギを搬
送するファイバの機能は、使用可能パルスを制限する可能性がある。例えば、５０μファ
イバは、４０未満のナノ秒のパルス幅で５ｍＪを搬送することができない可能性がある。
考え方として、約２００バー～約１０キロバールの範囲の圧力は、殆どのタイプの組織に
対して望ましいことが見出される。従って、１００マイクロメートルコア径ファイバが１
パルスにつき１０ｍＪ未満を使用し望ましい範囲にわたって容易に使用可能である可能性
があることが線２４０２から見出される。
【０１１２】
　図２５は、３０ナノ秒のパルス幅に関する圧力（キロバール）とエネルギ（ｍＪ）のグ
ラフである。グラフにおいて、トレース２５０１は、５０μコア径ファイバを使用する結
果に対応する。線２５０２は、１００μコア径ファイバに対応する。線２５０３は、１５
０μコア径ファイバに対応する。線２５０４は、２００μコア径ファイバに対応する。各
線２５０１～２５０４は、ファイバコア径により課せられるそのパルス幅に対してパルス
当たりのミリジュールのほぼ限界で終端している。ここでもまた、このプロットは、１０
０μファイバが圧力の望ましい範囲にわたって容易に使用可能であることを示している。
パルス幅が３０ｎｓの個々の実施例から増加する時に、ファイバを通じて伝達される許容
エネルギの量は、パルス幅よりゆっくり大幅に増加することに注意することができる。
【０１１３】
　図２６は、パルス幅（ナノ秒）の関数としてのファイバを通る最大許容エネルギ（ｍＪ
）のグラフである。グラフにおいて、トレース２６０１は、５０μコア径ファイバを使用
する結果に対応する。線２６０２は、１００μコア径ファイバに対応する。線２６０３は
、１５０μコア径ファイバに対応する。線２６０４は、２００μコア径ファイバに対応す
る。これらのプロットは、特定のファイバコア径に対して、パルス当たりの最大エネルギ
の僅か３倍の送出を可能にするために約１０ｎｓから約１００ｎｓにパルス幅を増大させ
る必要があることを示している。また、フラッシュ蒸発ではこの実施例に対しては１００
ｎｓ台に最大パルス長を設けるので、ファイバを通じて送出可能なパルス当たりのエネル
ギ量は有意に制限される。プロットは、約１００μファイバコア径が好ましい範囲にわた
って適切な送出デバイスであることを示している。
【０１１４】
　図２７は、３０ｎｓパルスのパルス当たりのエネルギ（ｍＪ）とファイバコア径（マイ
クロメートル）のプロットを示す図である。線２７０１は、スピノーダル分解を誘発する
閾エネルギを示している。線２７０２は、特定のファイバコア径に対して３０ｎｓパルス
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で送出可能な最大エネルギを示している。線２７０１及び２７０２間の領域は、フラッシ
ュ蒸発に向けて適切な作業パラメータ空間を示している。
【０１１５】
　本発明の実施形態は、フラッシュ蒸発を利用し、例えば、組織への切断部の近くの組織
の実質的な熱損傷又は機械的損傷なしに多くの組織タイプの１つ又はそれよりも多くを迅
速に及び効率的に切断及び切除することができる。隣接組織領域の損傷が低減して組織を
除去することによって臨床結果を改善し、有害イベントの危険性を低減し、患者の回復を
容易にすることができる。レーザは、組織の容積を放出する光エネルギのパルスを発生す
ることができ、光ファイバ導波管のような導波管を通じて治療部位にエネルギは送出する
ことができる。入射光レーザエネルギは、組織容積からのエネルギの伝播が抑制されるよ
うに、かつ容積内のターゲット発色団がスピノーダル分解閾値に到達し、次に、例えば、
放出された容積の近くの組織の実質的な損傷なしに容積を放出するように組織貫通深度及
びパルス持続時間にターゲット組織の容積内で吸収することができる。
【０１１６】
　第１の態様では、実施形態は、光エネルギで組織を除去する方法を提供する。光エネル
ギのパルスビームは、組織に向けて誘導される。各パルスは、多量の組織を照射すると共
に、組織の容積がスピノーダル分解という機構を通じて放出されるように容積からの応力
及び熱エネルギの伝播を抑制する持続時間及びエネルギ量を有する。
【０１１７】
　多くの実施形態では、光エネルギのパルスビームは、組織に向けて誘導される。各パル
スは、特定のエネルギ、及び応力及び熱エネルギの実質的に全部ではないにしても殆どが
容積内に閉じ込められて組織がスピノーダル分解の機構を通じて放出されるのに十分に短
い持続時間に多量の組織を照射する。更に、本明細書に説明するエネルギ、パルス持続時
間、及び更に別のパラメータは、相互作用容積内の組織の実質的に全てが放出されるよう
に、ターゲット組織の機械的強度、一部の例において、引張強度よりも大きいのに十分な
及び／又は最適圧力をターゲット組織内に生成して実質的な熱で熱の閉じ込めでスピノー
ダル分解をもたらすために特定のターゲット組織に向けて選択される。更に、十分及び／
又は最適な圧力は、ターゲット材料の特性に基づいて変わる場合がある。
【０１１８】
　多くの実施形態では、ターゲット容積は、スピノーダル分解の閾値より上に少なくとも
約３００℃の温度まで実質的な熱の閉じ込めで加熱され、従って、時間的かつ空間的に均
一な相転移が、ターゲット容積の近くの組織の実質的なエネルギ堆積なく容積を放出する
ために容積内で発生する。ターゲット容積全体内の時間的かつ空間的に均一な相転移によ
り、周囲の領域において実質的なエネルギを堆積させることなく効率的に容積を除去する
ように閉じ込められた反跳応力を作成することができる。
【０１１９】
　多くの実施形態では、容積は、容積からの機械的エネルギの実質的な熱の伝播なく、か
つ容積からの熱エネルギの実質的な熱拡散なく放出される。パルス持続時間は、容積から
の応力波の伝播を実質的に抑制するように容積にわたる容積及び応力波の伝播時点にわた
る寸法に対応することができる。
【０１２０】
　フラッシュ蒸発は、相互作用容積を定めるようにサイズ決めされたターゲット組織での
ビームの断面寸法を使用し、ビームの波長及び組織内の水のような主要発色団におけるそ
の波長の吸収係数の関数としての光貫通深度（ＯＰＤ）を前提として誘発することができ
、従って、発色団のスピノーダル分解で、得られる圧力により誘発された運動エネルギに
よりターゲット容積内の残りの組織の放出が引き起こされる。ここでもまた、各パルス及
び印加されたパルス繰返し数により放出された組織の容積のサイズの結果として、フラッ
シュ蒸発を使用して達成する切断速度は、手術のためのメスを使用して細かい切り込みを
入れる時に可能な切り込みに比することができる。フラッシュ蒸発は、組織との実質的に
応力により閉じ込められた相互作用を維持するのに十分に短いパルス持続時間を使用して
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誘発することができ、引裂又は他の応力により引き起こされた周囲の組織の損傷は、治癒
速度に及ぼす影響に関しては目視で認められないか、又は大きなものではない。また、フ
ラッシュ蒸発は、ターゲット容積内の組織との実質的に熱的に閉じ込められた相互作用を
維持するのに十分に短いパルス持続時間を使用して誘発することができ、熱により引き起
こされた周囲の組織の損傷は、治癒速度に及ぼす影響に関しては目視で認められないか、
又は大きなものではない。フラッシュ蒸発は、シリカ光学ファイバ又は他の撓み導波管を
使用した送出に適切な波長を使用して誘発することができ、一方、パルス持続時間は、導
波管を通じた送出が可能にするのに十分長く、最小限の損傷又は磨耗のみであり、従って
、ファイバ送出が実際的でありかつ好ましい。
【０１２１】
　多くの実施形態では、各容積は、組織のＯＰＤ、パルス持続時間、及び断面ビームサイ
ズに基づいて容積の深さ及び断面サイズを定めるように各パルスで照射され、従って、容
積は、スピノーダル分解の機構を通じて組織を放出するために実質的に応力により閉じ込
められ、かつ実質的に熱的に閉じ込められる。光エネルギは、光学ファイバを通じて伝達
させることができ、光エネルギは、吸収係数に実質的に基づいて相互作用容積を定めるた
めに約１．４マイクロメートル～１．５２マイクロメートル、又は約１．８６～約２．５
マイクロメートルの波長を含むことができる。
【０１２２】
　各パルスの持続時間が、約１００ピコ秒～約１マイクロ秒の範囲とすることができる。
各パルスのより一般的なパルス持続時間が、約５００ピコ秒～約２００マイクロ秒の範囲
とすることができる。
【０１２３】
　多くの実施形態では、各パルスで切除される容積は、約１×１０-8ｃｍ3～約１×１０-

4ｃｍ3の範囲のある。代替的な実施形態では、各パルスで切除される容積は、約１×１０
-7ｃｍ3～約１×１０-6ｃｍ3の範囲のある。
【０１２４】
　多くの実施形態では、相互作用容積は、各パルスによって放出される深さ及び幅に対応
し、深さ：幅の比は、約２：１～１：６の範囲内である。相互作用容積は、各パルスによ
って放出される深さ及び幅に対応し、深さ：幅の比は、ターゲット組織と接触しているか
又はほぼ接触している５０～２００マイクロメートルのコア径を有するファイバを通じて
送出された主要発色団としての水を有する組織内の１９４０ｎｍ波長の場合と同様に約２
：１～１：４の範囲内である。
【０１２５】
　多くの実施形態では、各パルスのエネルギ量は、約１００マイクロジュール～約１００
ミリジュールの範囲内である。代替的な実施形態では、各パルスのエネルギ量は、約５０
０マイクロジュール～約３０ミリジュールの範囲内である。更に別の実施形態では、各パ
ルスのエネルギ量は、約１０ミリジュール～約１０ミリジュールの範囲内である。
【０１２６】
　多くの実施形態では、組織は、コラーゲンを含み、コラーゲンは、光エネルギの各パル
スによって液化閾値に到達するか又は超えることができる。
【０１２７】
　多くの実施形態では、組織は、脈管軟組織、軟骨、又は骨のうちの１つ又はそれよりも
多くを含む。
【０１２８】
　多くの実施形態では、長さ及び深さを有する長形切開部が、光エネルギで組織内に形成
され、長さ及び幅は、組織の切開部の面積に対応し、組織除去率は、少なくとも約１×１
０-8ｃｍ3／パルス～１×１０-4ｃｍ3／パルスである。単一の発射から２０００Ｈｚまで
のパルス繰返し数が代表的である。微細又は微視的切断に対して、パルス単位の作業を引
き起こす単一のパルストリガを含め１００Ｈｚ未満の繰返し数を使用することができる。
【０１２９】
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　多くの実施形態では、光エネルギは、少なくとも約８０％のエネルギ伝達効率で少なく
とも１つの光ファイバを通じて伝達される。
【０１３０】
　別の態様では、実施形態は、組織を治療する装置を提供する。レーザは、複数の光エネ
ルギパルスを含む光エネルギのパルスビームを生成する。各パルスは、多量の組織を照射
すると共に、組織の容積がスピノーダル分解という機構を通じて放出されるように容積か
らの応力及び熱エネルギの伝播を実質的に抑制するように持続時間及びエネルギ量を有す
る。コントローラは、コントローラからの指令に応答してパルス光ビームを生成するため
にレーザに結合される。
【０１３１】
　多くの実施形態では、少なくとも１つの光学ファイバは、レーザに結合され、ファイバ
を伝達する各パルスが多量の組織を照射することができ、組織の容積がスピノーダル分解
という機構を通じて放出されるように容積からの応力及び熱エネルギの伝播を実質的に抑
制するように持続時間及びエネルギ量を有するようにパルスビームの複数のパルスが組織
にファイバを通じて伝達される。
【０１３２】
　フラッシュ蒸発は、固有かつ臨床的に重要な新しい機能である。本明細書に説明するよ
うに、ターゲット組織が異なれば、有する機械的特性も異なる場合があり、異なる量の閾
値及び／又は最適圧力が材料の実質的に全てを放出するために治療容積内の生成されるこ
とが必要である。外科医に様々な組織タイプにわたって効率的な組織放出でフラッシュ蒸
発を可能にする切断システムを提供することが望ましい。ターゲット容積の近くの組織の
実質的にいずれの熱損傷又は機械的損傷もなく広範な組織タイプを切断する多用性により
、外科医は、良好な結果を出すことができ、患者に対しては危険性が少なくなり、かつ回
復期間が短くなる。
【０１３３】
　特にフラッシュ組織蒸発を参照しているが、本明細書に説明するようなフラッシュ蒸発
は、例えば、水を含む非組織材料のような多くのタイプの材料をフラッシュ蒸発するのに
使用することができる。
【０１３４】
　組織タイプに適合するように圧力を選択すること段階と、少なくとも実質的に全てのタ
ーゲット容積を放出するように圧力を調節する段階とを含み、異なる組織タイプが異なる
閾値圧を有する処理に対して説明する。ターゲット組織に向けて少なくとも放出閾値をも
たらすように波長、パルス持続時間、パルス当たりのエネルギ及びスポットサイズパラメ
ータの抑制された範囲で圧力を調節する段階を含む処理に対しても説明する。
【０１３５】
　本発明の実施形態は、万能かつ効率的組織除去を行う改良型方法及び装置を提供する。
手術レーザシステムは、ユーザが広範囲の組織治療を選択することができるようにユーザ
インタフェースに結合されたパルス幅及び強度の動的パルシング制御を含むことができる
。例えば、システムは、外科医のようなユーザがフラッシュ蒸発を含め低温切除から凝固
まで範囲のターゲット組織応答照準を選択することを可能にすることができる。ターゲッ
ト組織応答は、内視鏡画像のような手術画像からの視覚フィードバックに基づいて外科医
により望ましいユーザが選択可能な応答を含むことができる。例えば、組織応答は、実質
的な凝固がないフラッシュ蒸発を含む低温切除から最小の切除による凝固の範囲とするこ
とができる。低温切除は、フラッシュ蒸発を含む組織が実質的な熱堆積なく、かつ切除部
位の下にある組織への実質的な熱損傷なく切断することができるように、例えば、僅かに
約５００ｎｓの持続時間を有する短いパルスで軟組織又は硬組織を切断する段階を含むこ
とができる。レーザビームは、例えば、レーザビームのエネルギの殆どが約１００マイク
ロメートルの組織貫通において吸収されるように組織に関して実質的に吸収される波長を
含むことができる。例えば、レーザビームは、ビームのエネルギが僅か約５００ｎｓの持
続時間を有する短いパルスで組織を実質的に切除することができるように、かつレーザビ
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ームのエネルギが約２ｍｓ未満の期間に連続波又は反復的なパルスで組織の熱損傷を誘発
することができるように約１．８マイクロメートル～約２．２マイクロメートルの範囲の
波長を含むことができる。組織の熱損傷は、エネルギの実質的な殆どが組織に入射すると
結果的に熱堆積及び組織の凝固が発生しても最小の組織切除で済むように約２ｍｓ未満の
期間の連続波又は反復的なパルスによる実質的な凝固を含む場合がある。例えば、ユーザ
は、対応する組織応答が、例えば、組織が切断されても中程度の熱堆積であるようなもの
である中間治療モードを選択することができる。フラッシュ蒸発を含め低温切除から凝固
までのターゲットとされた組織応答のこの実質的な幅は、例えば、ポンプ源及びｑスイッ
チパルスパラメータを動的に変えることによって達成することができる。ポンプ源及びｑ
スイッチパラメータは、選択する露光設定に向けて独立に、共に、又はその組合せで変え
ることができる。例えば、レーザ利得媒体及びｑスイッチパラメータのポンプ源パラメー
タは、ユーザが選択可能な治療を行うように組織が治療される時に共に変えることができ
る。
【０１３６】
　システムは、非常に効率的な切断及び凝固を行うようにかつ侵襲性の減少に対して、患
者の鼻を通じてアクセスされる洞への例えば内視鏡処置で治療部位に実質的にアクセス可
能であるようにコアが小さい（例えば、約１００マイクロメートル未満）導波管を含むこ
とができる。
　導波管は、ターゲットとされた組織応答、例えば、フラッシュ蒸発を含む低温切除、凝
固を伴う切除、又は実質的な凝固を伴わない切除の１つ又はそれよりも多くに従って治療
部位の組織がレーザビーム出力で治療されるようにレーザに結合することができる。ユー
ザが治療中に、例えば、ディスプレイ上に示す内視鏡画像に応答してターゲットした組織
応答を変えることができるので、多くの手術を行ないながらも侵襲性が減少して改善した
結果を得ることができる。
【０１３７】
　組織のユーザが選択可能な切断又は凝固は、多くの方法で、例えば、可変的なタイミン
グパターン及び組合せでレーザ出力ビームを発射することによって達成することができる
。パルスは、ポンプ源からパルスを発するか、ｑスイッチでレーザビームからパルスを発
するか、又はその両方からパルスを発することによって生成することができる。レーザシ
ステムは、利得媒体に結合されたレーザダイオード、ｑスイッチ、利得媒体を中に配置し
た共振空洞を作成するのに十分なミラー、導波管のような送出デバイスに電力レーザビー
ムを集束させる光学系、有形媒体、及びユーザインタフェースを有するコントローラのよ
うなポンプ源を含むことができる。導波管は、レーザ源から治療部位までレーザ出力を誘
導するようにレーザ出力に結合された光学ファイバを含むことができる。システムは、体
への導波管の挿入のために導波管を収容又は保持するかの少なくとも１つを行う挿入デバ
イスを更に含むことができる。挿入デバイスは、洞の手術のような特殊な外科的処置を行
う導波管のアクセス及び配置に対応するように成形することができる。
【０１３８】
　本発明の実施形態は、万能かつ効率的組織除去を行う改良型方法及び装置を提供する。
本明細書に説明するような手術レーザシステムは、多くの外科的処置と共に使用すること
ができ、かつ患者の多くの手術位置、例えば、内部手術位置にアクセスするのに使用する
ことができる。手術レーザシステムは、フラッシュ蒸発、中間レベルの熱損傷を伴う凝固
、又は切除を含むユーザが低温切除のような望ましい組織応答に基づいて治療を選択する
ことを可能にするユーザインタフェースを有する。レーザシステムは、回路がユーザによ
り識別された組織応答に基づいてレーザ治療パラメータを調節することができるようにユ
ーザインタフェース及びレーザに結合された回路を含む。回路で調節されるレーザ治療パ
ラメータは、連続波出力を伴うパルス持続時間又は露光持続時間、出力ビーム強度、例え
ば、利得媒体のポンピング、又は利得媒体のパルシングの強度のうちの１つ又はそれより
も多くを含むことができる。ユーザは、例えば、表示光学要素及び組織治療導波管を含む
内視鏡で組織部位の画像を見ることができ、ユーザは、組織をフラッシュ蒸発を含め低温
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切除で切断するか、凝固させるか、又はユーザによりターゲットとされるような望ましい
レベルの熱損傷で切断することができるように内視鏡画像に基づいて望ましい組織応答を
選択することができる。
【０１３９】
　本明細書に示すような図の多くは、本明細書に説明する教示に基づいて矩形を有するレ
ーザビームパルス振幅を示すが、当業者は、本明細書に説明する実施形態のパルスレーザ
ビームは、パルス持続時間がレーザビームの半値全幅を包含することができるように、時
間と共にローレンツ型の又は他の分布又はプロフィールを有する出力を有するレーザビー
ムパルスを含むことができることを認識するであろう。
【０１４０】
　図２８Ａは、洞手術に使用される開示する本発明を示している。患者２８７０は、鼻孔
内に挿入された撮像システム２８８０を有する。撮像システム２８８０は、直視型とする
ことができ、又は外科医が洞の内側を見ることができるように映像ディスプレイ２８６０
を有するカメラを有することができる。挿入デバイスハンドル３０００及び導波管２９８
０を有する挿入デバイス２９９０は、洞にも挿入される。導波管２９８０の近位端は、ユ
ーザインタフェース２９６０でレーザシステム２８９０に取り付けられる。ユーザは、望
ましい臨床効果をもたらすためにユーザインタフェース設定を調節することができる。１
つの手法では、上述のようなフラッシュ蒸発は、洞内の組織を除去するのに利用される。
ユーザインタフェース２９６０も、レーザシステムを作動して導波管２９８０及び挿入デ
バイス２９９０を通じて治療部位にエネルギを送出するための手段になる。
【０１４１】
　図２８Ｂは、改善した臨床機能を有する万能かつ効率的な外科ツールを実施する図２８
Ａのレーザシステムを示している。レーザシステムは、共振空胴を形成するために整列し
た少なくとも２つのミラー２９２０の間に配置された利得媒体２９００及びｑスイッチ２
９１０を有する。ポンプ源２９３０は、利得媒体２９００をポンピングするエネルギを供
給する。有形媒体２９５０を有するコントローラ２９４０は、ポンプ源２９３０及びｑス
イッチ２９１０と通信するか又は操作することができる。ユーザインタフェース２９６０
は、コントローラ２９４０と通信する。得られるレーザエネルギは、導波管２９８０に結
合された結合光学要素２９７０を通過する。導波管２９８０は、送出システムを体に挿入
するのに使用される挿入デバイス２９９０を通過する。挿入デバイスは、外科医が挿入デ
バイス２９９０を保持及び操作する挿入デバイスハンドル３０００を有することができる
。多くの実施形態では、レーザシステムは、パルスレーザ出力ビームを生成することがで
きる制御可能なポンプ源２９３０を有する。制御可能なポンプ源の一部の非限定的な例に
は、閃光電球、アーク灯、混成ランプ、ダイオードレーザ、固体レーザ、ガスレーザ、色
素レーザ、ファイバレーザ、及び直接的な電気的刺激がある。ポンプ源２９３０は、ポン
プ源を操作する電源を有することができる。電源は、パルスモードでポンプ源２９３０を
操作するパルス電力を供給するように制御可能にすることができる。パルス振幅、パルス
持続時間、又はパルス周期の少なくとも１つ、好ましくは３つ全てを制御するいずれの手
段も十分とすることができる。動的パルス制御は、特定のユーザ設定に向けて、露光中に
一定である１組のパルスパラメータ、及び異なるユーザ設定に向けて、露光中に一定であ
る代替の組のパルスパラメータの形態とすることができる。更に、動的パルス制御は、特
定のユーザ設定に向けて指定の方法で露光中に変わる１つ又は全てのパルスパラメータの
形態とすることができ、各個々のユーザ設定は、露光中に異なるパラメータ変更を有する
ことができる。
【０１４２】
　図２９Ａは、比較的より少ない組織切断による組織への熱堆積に向けて実質的に一定の
パルス持続時間のシーケンスのレーザビームパルスを伴う図２８Ｂのようなレーザの例示
的な出力波形を示している。
【０１４３】
　図２９Ｂは、図２９Ａのパルスシリーズよりも少ない熱を堆積しながら切断するために
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一定のパルス持続時間のレーザビームパルスシリーズを伴う図２８Ｂのようなレーザの例
示的な出力波形を示している。ユーザは、外科的必要性によってこれらの２つのパルス構
造又は多くの類似の実施形態間で選択することができる。一部の実施形態は、マルチパル
ス露光の各個々のパルスに対してパルスパラメータの変形の制御を可能にする。パルスパ
ラメータは、振幅、持続時間、及び周期を含むことができる。
【０１４４】
　図３０Ａは、ポンプ周期の増加及びポンプパルス持続時間の増加による階段パルス振幅
の線形増加を伴う図２８Ｂのようなレーザの非限定的な例示的な出力波形を示している。
代替的に、このパルス構造は、階段又はパルス周期又はパルス持続時間の減少、又は静的
パラメータの増加又は低減の混在型組合せを有することができる。また、パルス間の変化
率は、これらのパラメータのあらゆる１つ又は最大全てに対して非線形である可能性があ
る。
【０１４５】
　図３０Ｂは、周期的サイクルにおいてパルス周期の減少及びパルス持続時間の減少を伴
う図２８Ｂのようなレーザの例示的な波形を示している。代替的に、周期又はパルス持続
時間は、増加、又は増加と減少の組合せである場合がある。また、パターン周期は、下部
構造パルスの多少に伴って短周期化又は長周期化になる可能性がある。振幅も、同様に変
えることができる。パルス制御により、切断速度及び残りの組織上で生じる熱損傷の量を
同時に制御するように組織相互作用をカスタマイズすることができる。手術に向けて臨床
的重要性が得られる簡単でもあり複雑でもある多くのパルスパラメータ置換がある。マル
チパルス露光中の個々のパルスを条件としたパルス制御により、切断及び凝固の更に別の
精緻化及び制御が可能である。
【０１４６】
　図３０Ｃは、システムが露光の終りよりも露光の最初に多くの凝固を伴いながら比較的
一定の切断速度を維持するためにポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのような
レーザの例示的な出力波形を示している。
【０１４７】
　例えば、外科医が比較的一定の切断速度を維持するが終りより露光の始めの近くで深い
凝固を作成することを意図した時に、マルチパルス露光中に振幅を増大させている間のパ
ルス持続時間の非線形減少が始まって組織への光の堆積が増大し、次に、止血を確立し、
次に、図３０Ｃに示すように、過大な量の熱を残りの組織に堆積し続けることなく切断に
進むのに十分な熱を供給するように安定した切断速度を維持することができる周期の減少
と組み合わされて、より少ない熱堆積へ徐々に減少する。
【０１４８】
　図３０Ｄは、システムが、切断された領域の輪郭の周りで比較的均一な凝固区画を作成
するためにポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力
波形を示している。
【０１４９】
　例えば、外科医が切断された領域の輪郭の周りで比較的均一な凝固深さを残しながら組
織を切断する意図した時に、初期パルスは、フラッシュ蒸発又は他の低温切除処理を誘発
するために、持続時間は短く、振幅は高く、周期は短い可能であり、パルスシーケンスは
、図３０Ｄに示すように長いパルス持続時間、低い振幅、長い周期パルスに遷移する。
【０１５０】
　更に、例は、切断／凝固サイクルの長期化、及びマルチパルス露光内に切断及び凝固を
混在させる急激な遷移を伴う長短のパルス持続時間の組合せのようなパルスパラメータの
変化の急激化に対応するための何らかの設計されたパルシングパターンの周期的な繰返し
とすることができる。動的パルス変形により、切断及び凝固効果の制御及びカスタム化が
可能である。
【０１５１】
　多くの実施形態では、レーザシステムは、パルスレーザ出力ビームを生成することがで
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きる制御可能なｑスイッチ２９１０を有する。ｑスイッチングは、音響光学、電気光学、
機械的、飽和可能な吸収体、又は他のｑスイッチング機構で達成することができる。殆ど
の能動的ｑスイッチング機構は、ｑスイッチングアクションを可能にする電源を有するこ
とができる。電源は、パルスモード又はｏｆｆモードでｑスイッチ２９１０を操作するよ
うに制御可能にすることができ、連続波作動が可能である。パルス振幅、パルス持続時間
、又はパルス周期少なくとも１つ、好ましくは３つ全てを制御するいずれの手段も十分と
することができる。動的パルス制御は、特定のユーザ設定に向けて、露光中に一定である
１組のパルスパラメータ、及び異なるユーザ設定に向けて、露光中に一定である代替の組
のパルスパラメータの形態とすることができる。更に、動的パルス制御は、特定のユーザ
設定に向けて指定の方法で露光中に変わる１つ又は全てのパルスパラメータの形態とする
ことができ、各個々のユーザ設定は、露光中に異なるパラメータ変更を有することができ
る。
【０１５２】
　図３１Ａは、システムが組織切断が比較的少ない状態での熱堆積及び凝固に向けてｑス
イッチパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示し
ている。
【０１５３】
　図３０Ｂは、システムが組織の効率的な切断及び比較的少なくなる熱堆積に向けてｑス
イッチパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示し
ている。
【０１５４】
　ユーザは、外科的必要性によって図３１Ａ又は図３１Ｂのこれらの２つのパルスシリー
ズ又は多くの類似の変形の間で選択することができる。実施形態により、マルチｑスイッ
チパルス露光の各個々のｑスイッチパルスに対してｑスイッチパルスパラメータの変形の
制御が可能である。ｑスイッチパルスパラメータは、振幅、持続時間、及び周期を含むこ
とができる。
【０１５５】
　図３２Ａは、システムが線形に増加するパルス持続時間、周期、及び振幅のｑスイッチ
パルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している
。ｑスイッチ周期の増加及びｑスイッチパルス持続時間の増加に伴う階段ｑスイッチパル
ス振幅の線形増加がある。代替的に、このｑスイッチパルス構造は、階段又はパルス周期
又はパルス持続時間の減少、又は静的パラメータの増加又は低減の混在型組合せを有する
可能性がある。また、パルス間の変化率は、これらのパラメータのあらゆる１つ又は最大
全てに対して非線形である可能性がある。
【０１５６】
　図３２Ｂは、周期的サイクルにおいてｑスイッチパルス周期の減少及びパルス持続時間
の減少を伴う例を示している。代替的に、周期又はパルス持続時間は、増加、又は増加と
減少の組合せである場合がある。また、パターン周期は、下部構造パルスの多少に伴って
短周期化又は長周期化になる可能性がある。振幅も、同様に変えることができる。この動
的ｑスイッチパルス制御により、更に、フラッシュ蒸発を含む硬組織及び軟組織の低温切
除又は最小限度に凝固壊死治療が可能であり、高温切除モードへ又は高温切除モードから
のこれらの低温切除又は最小限度に凝固壊死治療の遷移を可能にすることができる。
【０１５７】
　図３２Ｃは、骨を切除するためにシステムがｑスイッチパルスモードで操作された時の
図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０１５８】
　例えば、外科医が骨の一部を切除することを意図した時に、システムは、図３２Ｃに示
すように、骨のフラッシュ蒸発を含む低温切除を可能にするようにより長い周期、より高
い振幅ｑスイッチパルスに調節することができる。
【０１５９】
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　図３２Ｄは、組織を切断してより多くの熱を堆積させて出血を制御するためにシステム
がｑスイッチパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形
を示している。外科医が、次に、骨の近くの血管が多い軟組織を除去することを意図した
時に、ｑスイッチパルスは、長い周期、高い振幅、短いｑスイッチパルスのパターンを周
期的に繰返し、図３２Ｄに示すように、出血を制御するためにより多くの熱を堆積させな
がら効率的な切断を可能にするためにより短い周期、より低い振幅ｑスイッチパルスに遷
移することができる。
【０１６０】
　図３２Ｅは、髄鞘を切除するためにシステムがｑスイッチパルスモードで操作された時
の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。外科医が髄鞘を除去するこ
とを意図した時に、システムは、神経自体に実質的に熱堆積なく髄鞘を丁寧に切除するた
めにより低い振幅パルスを有する非常により長いｑスイッチ周期に設けることができ、パ
ルス振幅の制御は、図３２Ｅに示すように髄鞘のみが確実に切除されるようにするのを補
助する。
【０１６１】
　図３２Ｆは、破裂する血管を凝固させるためにシステムがｑスイッチパルスモードで操
作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。外科医が破裂す
る血管を凝固させることを意図した時に、システムは、熱の堆積物を増大させて図３２Ｆ
に示すように血管を凝固させやすいように、準ｃｗモードを作成し、短周期ｑスイッチパ
ルスシーケンスに設定することができる。
【０１６２】
　更に別の構成は、切断／凝固サイクルの長期化、及びマルチｑスイッチパルス露光内に
切断及び凝固を混在させる急激な遷移を伴う長短のパルス持続時間の組合せのようなｑス
イッチパルスパラメータの変化の急激化に対応するための何らかの成形されたｑスイッチ
パルシングパターンの周期的な繰返しとすることができる。この動的な手スポットパルス
制御により、切断速度及び残りの組織上で生じる熱損傷の量を同時に制御するように組織
相互作用を細かくカスタマイズすることができる。
【０１６３】
　図３３は、本発明の実施形態による組み込みに向けて広いスペクトル域にわたる組織内
の血液及び水の吸収特性を示している。
【０１６４】
　多くの実施形態では、利得媒体２９００は望ましい組織効果に関連しており、ポンプ源
２９３０及びｑスイッチ２９１０の実際的なパルスパラメータに潜在的に関連する。一般
的なタイプの利得媒体には、固体結晶、導波管、ポリマー、ガス、液体、又は半導体材料
を含むことができる。利得媒体２９００は、許容出力波長又は波長範囲を決めることがで
きる。波長は、波長は光エネルギが組織によりどの程度強力に吸収することができるかに
影響を与えるので手術レーザシステムに関連する可能性がある。利得媒体及びそれぞれの
出力波長は、３つのカテゴリ、すなわち、水に強力に吸収、血液に強力に吸収、及びその
間にグループ分けすることができ、血液及び水中での吸収は、図３３に示すように比較的
弱い。
【０１６５】
　骨を含む殆どの組織は、含水量が血液含有量より高く、従って、水により強力に吸収さ
れる波長の方が、殆どの組織において強力に吸収される傾向がある。組織効果の広い変動
範囲を可能にする１つの方法は、適切なパルシングパラメータと組み合わせて、システム
は効率的な「低温」切断部をもたらし、それによって残りの組織内に高々浅い凝固深さの
みが残るように組織内で強力に吸収される波長を選択することである。血液中で強力に吸
収される波長及び「その間の」波長を使用し、組織効果の広い変動範囲を可能にすること
ができるが、「低温」切断部を作成する機能の方が厄介であり、一般的にパルシング実行
は、より複雑かつ経費の掛かるものになる。水中で強力に吸収される波長が好ましい。あ
る一定の利得媒体は、波長の広い範囲にわたって効率的にレーザ光線を出すことができ、
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従って、調節可能な範囲の特定の波長又は波長帯域に調節することができる。波長調節は
、露光中は固定、ユーザ調節可能、又は可変とすることができる。調節により、望ましい
臨床ターゲットをもたらすシステム機能を高めることができる。Ｔｍ：ＹＡＰ、Ｔｍ：Ｙ
ＡＧ、Ｔｍ：ＹＬＦ、のようなツリウムタイプの利得媒体は、一般的に水中で強力に吸収
され、光学ファイバに沿って容易に伝達することができる。Ｔｍ：ＹＡＰは、手術用途に
向けて更に別の利点を有し、その理由は、１．９４マイクロメートル（吸収係数のピーク
）及び吸収係数ピークをよりも大きくかつ下回る波長の広い帯域でレーザ光線を出すから
である。Ｔｍ：ＹＡＰも、～４ｍｓの上限寿命を有し、従って、高エネルギパルスで周波
数の広い範囲にわたってｑスイッチングすることができる。水により強力に吸収される出
力波長で設計されるレーザシステムは、湿度が光学面上で蓄積するのを防止する対策を実
行することができる。レーザ空洞の密封シール、乾燥剤、不活性ガスパージ処理、及び他
の技術を用いて、水がコーティングを含む光学面の損傷を最終的に引き起こさないように
することができる。類似の対策を導波管結合インタフェースで講じることができる。
【０１６６】
　多くの実施形態では、システムは、小型のコア可撓性導波管２９８０を組み込むことが
できる。小型で可撓性の導波管２９８０の１つの利点は、アクセス性の改善である。小型
の導波管は、小さい内視鏡作業通路に対応することができ、臨床機能性を損なうことなく
内視鏡の全体的な小径化が可能である。可撓性導波管は、可撓性内視鏡に対応し、直線の
アクセスが困難又は可能であり、患者に対する危険性を増大させることなく可撓性内視鏡
がアクセス可能な区域へのアクセスが可能である。例えば、頬又は歯茎への孔切り込みで
はなく鼻孔の自然開口部を通しての上顎洞裏層へのアクセス。更に別の例には、例えば、
胆嚢が胃壁を通じて食道に沿って口へのアクセスを通じて治療される自然開口部越経管腔
的内視鏡手術がある。可撓性に限界がある内視鏡は、その経路を通じて胆嚢に到達するの
に適するとすることはできない。更に、可撓性で小径の内視鏡の方が、作業先端が治療部
位に位置すると容易に操作することができ、外科医は、組織の望ましい容積のみを除去す
るように良好に制御することができる。小型の可撓性内視鏡の進歩により、ターゲット面
積にアクセスする新しくて臨床的に有益な方法が可能となっているが、この機器は、部分
的に、主として診断を目的としたものであり、その理由は、これらの主として診断ツール
での治療に相性が良いようにサイズ、長さ、及び可撓性仕様と良好に機能することができ
る適切な外科ツールが存在しないからである。小さい導波管２９８０の更に別の利点は、
高い放射照度又は高い流束量をもたらすのに全体的な電力又はエネルギが少なくて済むと
いう点である。硬組織又は軟組織の効率的な切除に対して、所定の面積の何らかの閾値エ
ネルギよりも大きいことが必要である。定常的凝固壊死治療モデルは、連続波及びパルス
レーザ切除に向けて十分に受け入れられている近似となっている。
【０１６７】
　定常的切除モデル：

ＶSSは、定常状態切除速度（ｍｍ／ｓ）である。
Ｅは、放射照度（Ｗ／ｍｍ2）である。
ｐは、密度（ｇ／ｍｍ3）である。
ｃは、＝比熱（Ｊ／ｇ℃）である。
Ｌvは、蒸発の潜熱である。
Ｔoは、初期温度である。
Ｔbは、照射された組織の沸騰温度である。
【０１６８】
　蒸発された流水量を判断するパルス近似値は、

ＶSSは、蒸発された水の容積（ｍｍ3）である。
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Ａは、入射面積（ｍｍ2）である。
Ｈoは、放射露光（Ｊ／ｍｍ2）である。
Ｈthは、閾値放射露光（Ｊ／ｍｍ2）である。
Ｗablは、切除の全熱量（Ｊ／ｍｍ3）である。
【０１６９】
　代替パルス切除モデルは、ブローオフモデルである。

Ｖboは、蒸発された水の容積（ｍｍ3）である。
Ａは、入射面積（ｍｍ2）である。
μaは、吸収係数（１／ｍｍ）である。
Ｈoは、放射露光（Ｊ／ｍｍ2）である。
Ｈthは、閾値放射露光（Ｊ／ｍｍ2）である。
【０１７０】
　必要なエネルギは、切除面積が下がる時に下がるので、ファイバは、小さくなるほど組
織入射表面積が小さくなり、切除するのに使用することができるエネルギが小さくなる。
総エネルギを低減する時に、切除される容積も同様に低減することができるが、ターゲッ
トが組織を切除することである時に、切除された容積は、除去すべき組織を残ることがで
きる組織から分離するために切除された容積の表面の面積ほどは関連がなくなる。例えば
、ターゲットが健康的な組織から１ｃｍ2の付着面積を有するポリープを分離することで
ある場合に、ポリープ基部の２ｍｍ幅の部分を切除することによって除去することができ
、従って、０．２ｃｍ3の総切除容積になるか、又はポリープ基部の１００マイクロメー
トル幅区画を切除することによって除去することができ、従って、０．００１ｃｍ3の総
切除容積になる。両方のシナリオではポリープを除去し、１００マイクロメートル区画で
切除するのに使用する総エネルギは遥かに少ない。小さい治療スポットサイズに伴う電力
又はエネルギの低減により、レーザシステムは、電力及び／又はエネルギ出力、従って、
サイズ及びコストを収縮することができる。それによって非常に小さく手持ち式かつ効率
的なレーザシステムは、少なくとも臨床的に大型、高価かつ強力なレーザシステムと同等
に性能を発揮することができる。全体的なシステムエネルギ又は電力の低減により、物理
的に小さい携帯式レーザシステムは電池式とすることができ、サイト使用に又は標準的な
電力会社が利用可能でない場合に適切であろう。波長、ビーム品質、及びパルスパラメー
タの適切な選択で、小型の低電力システムは、組織除去の既存の切除技術よりも優れた性
能を発揮する。更に、部分的に、小さい相互作用面積及び適切なパラメータの選択のため
に、副次的損害は、実質的に存在しない可能性がある。例えば、出血を制御するために何
らかの熱損傷が望ましい場合に、何らかの熱損傷が小さい相互作用面積でさえ発生するよ
うにシステムパラメータを調節することができる。高いビーム品質のためにレーザビーム
を小コア光ファイバ導波管２９８０に発射することができる。品質は、導波管２９８０に
入るのに十分に小さいスポットまで集束し、かつファイバが使用中に屈曲された時に最小
損失又は損傷で作動するのに十分な低い開口数を有する機能に関連する。
【０１７１】
　図３４は、本発明の実施形態による更に別の改善した臨床機能を有する万能かつ効率的
な外科ツールを実施する２つの相補的出力波長を有するレーザシステムを示している。
【０１７２】
　多くの実施形態では、レーザシステムは、第２の波長３０１０を有することができる。
第２の波長３０１０は、何らかの形態で、一般的に吸水特性又はパルシング特性において
主要な波長に対して補完的とすることができる。第２の波長３０１０は、臨床的に有意な
組織相互作用システム範囲を広げることができ、従って、外科医が患者に対してより最適
な臨床結果をもたらす一助となる。第２の波長３０１０は、独立して制御するか、又は主
要な波長と混在することができる。経路指定ミラー３０２０及び結合ミラー３０３０は、
導波管２９８０に結合される主要な波長ビームと一致するように第２の波長出力ビームを
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誘導することができる。第２の波長３０１０は、全ての可能な置換、部分集合、及び連続
波作動を含むポンピングパルシング、ｑスイッチパルシング、利得媒体、制御システム、
送出結合、送出システム、ビーム品質、及び本明細書に説明する小さい導波管特徴及び機
能性を含むことができる。
【０１７３】
　多くの実施形態では、システムを侵入的に使用し、凝固、例えば、加熱、切除、又は凝
固及び切除の組合せで実質的に表面の組織を無傷のままにしながら組織塊を摘出すること
ができる。例えば、一般的に粘膜を維持しながら下鼻甲介の塊を低減するために、導波管
を侵入的に粘膜下組織に挿入することができ、次に、レーザシステムは、必要に応じて、
粘膜下組織の内側に開口空洞を残して骨を含めフラッシュ蒸発により組織の塊を切除する
ことができる。
【０１７４】
　図３５は、図２８Ｂ又は図３４レーザシステムのようなレーザの例示的な組織効果を示
す下鼻甲介の断面を示している。
【０１７５】
　代替的に又は組み合わせて、システムは組織の何らかの塊を切除し、同時に、図３５に
示すように、粘膜下空洞の表面の周りで望ましい厚みの組織の予切除、又は後切除により
凝固させることができる。更に別の実施形態は、実質的な組織切除なく粘膜下組織の塊を
凝固させる。これらの技術での各々は、粘膜下で潜在的に骨領域から組織塊を除去し、気
道閉塞を低減するために、鼻甲介塊低減及び甲介骨の全体的なサイズの低減を促進にする
ことができる。これらの間隙水生技術は、同様に多くの他の臨床応用にも適用可能かつ効
率的である。
【０１７６】
　図３６は、放射露光の関数としての切除速度のプロットを示している。多くの実施形態
では、パルスパラメータ、利得媒体及び導波管サイズは、切除効率を最適化するように選
択される。システム設定は、異なるタイプの組織に対して切除を最適化するようにユーザ
により選択することができる。切除閾値を超えてしまうと、放射露光が増加する時に、切
除速度は、一般的に線形に増加する。次に、放射露光が増加し続ける時に、切除効率を低
減する２次効果が発生し始める可能性がある。
【０１７７】
　放射露光が更に増大させる時に、切除速度は、図３６のように、２次効果により引き起
こされた強い非効率性のために落ち始める。２次効果の非限定的な例には、放出された材
料から入射ビーム散乱、周囲の組織への機械的応力、又は望ましくない切除クレータ形状
、例えば、更に切除の効率を低減するクレータ形状を含むことができる。これらのタイプ
の２次効果の開始時には、切除効率は、まだ入射放射露光と共に増加中であるが、速度は
遅くなっている。従来技術のシステムは、最大切除速度が得られるように般的に最適化さ
れ、これは、２次効果が役割を果たす領域において作動することが多いことを意味する。
フラッシュ蒸発の実施形態に対して、最適化された切除は、組織の望ましくない副次的損
害に至る望ましくない２次効果を誘発しない最速の切除速度とすることができる。代替的
に最適化された切除は、切除速度の最高の正の変化率とすることができる。臨床的に、こ
れは、影響を受けやすい組織の近くで又は影響を受けやすい組織上での切除に有益である
。例えば、散乱光又は機械的衝撃波が有害又は苦痛である可能性がある神経束がある。
【０１７８】
　代替かつ組合せの実施形態は、ポンピングパルシング、ｑスイッチパルシング、利得媒
体、小さい導波管、第２の波長、及び本明細書に説明する外科技術の多くの置換及び部分
集合置換を含む。これらの置換により、外科医が最小の副次的損害、最適臨床結果、最適
応答回復時間、最小の危険性及び簡素な外科技術であらゆる組織を除去するのを補助する
強力、効率的、万能、かつ明示的にカスタマイズ可能な性能特性が得られる。動的パルス
置換は、ポンピング及びｑスイッチパルスパラメータが特定のユーザ設定に向けて露光中
に一定であり、代替の組のポンピング及び／又はｑスイッチパルスパラメータが異なるユ
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ーザ設定に向けて露光中は一定である形とすることができる。更に、動的パルス制御は、
特定のユーザ設定に向けて指定の方法で露光中に変わる１つ又は全てのパルスパラメータ
の形態とすることができ、各個々のユーザ設定は、露光中に異なるパラメータ変更を有す
ることができる。非限定的な例は、動的パルス持続時間、周期及び／又は振幅を有するポ
ンプ源パルスシーケンスが一定の又は動的ｑ－スイッチパルス持続時間、周期、及び／又
は振幅を有するｑスイッチパルスシーケンスで構成されたパルス構造とすることができる
。ポンプ源パルスとｑスイッチパルスの間にパルスタイミングを調節するコントローラ又
は何らかの他の手段を使用することができる。これらの実施形態では、１つ又はそれより
も多くの最大で全てのポンプ源及びｑスイッチパルスパラメータは、望ましい臨床組織効
果を最適化するために一定の又は動的マルチパルス露光において作動するように変えるこ
とができる。
【０１７９】
　図３７Ａは、一定のポンプパルスパラメータ及びより短いｑスイッチ周期でシステムが
複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示
的な出力波形を示している。
【０１８０】
　図３７Ｂは、一定のポンプパルスパラメータ及びより長いｑスイッチ周期でシステムが
複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示
的な出力波形を示している。
【０１８１】
　一部の例は、図３７Ａ及び図３７Ｂのように、１つのユーザ設定及び同じポンプパルス
方式であるが異なるｑスイッチ周期及び振幅による第２のユーザ設定に向けて一定のｑス
イッチパルス持続時間、周期、振幅と共に一定のポンプパルス持続時間、周期、及び振幅
を含む。
【０１８２】
　図３７Ｃは、一定のｑスイッチパルスパラメータ及びより長いポンプパルス持続時間に
システムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレ
ーザの例示的な出力波形を示している。
【０１８３】
　図３７Ｄは、一定のｑスイッチパルスパラメータ及びより短いポンプパルス持続時間に
システムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレ
ーザの例示的な出力波形を示している。
【０１８４】
　別の実施形態は、１つのユーザ設定に対してｑスイッチパルスパラメータ及びポンピン
グパラメータの固定を含むが、図３７Ｃ及び図３７Ｄのように異なるユーザ設定に対して
ポンプパルス持続時間及び振幅のみを変える。
【０１８５】
　図３７Ｅは、より長いポンプパルス持続時間及びより長いｑスイッチ期間にシステムが
複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示
的な出力波形を示している。
【０１８６】
　図３７Ｆは、より短いポンプパルス持続時間及びより短いｑスイッチ周期でシステムが
複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示
的な出力波形を示している。
【０１８７】
　別の構成は、図３７Ｅ及び３７Ｆのように、１つのユーザ設定及び異なるポンプパルス
周期、振幅、及び異なるｑスイッチ周期による第２のユーザ設定に向けて一定のｑスイッ
チパルス持続時間、周期、及び振幅と共に一定のポンプパルス持続時間、周期、及び振幅
を含む。
【０１８８】
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　図３８Ａは、各ポンプパルス内で増加するポンプパルス持続時間及び減少するｑスイッ
チ周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂの
ようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０１８９】
　図３８Ｂは、複数のポンプパルス露光にわたって増加するポンプパルス持続時間及び減
少するｑスイッチ周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された
時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０１９０】
　付加的な実施形態は、各ポンプパルス内に又はポンプパルスのシーケンスにわたってｑ
スイッチパルス内の線形に段階的に減少する周期のサブ構造と共にポンプパルス持続時間
の線形段階的増加を含み、図３８Ａ及び図３８Ｂを参照されたい。
【０１９１】
　図３８Ｃは、増加するポンプパルス持続時間及び増加するｑスイッチ周期及び一定のよ
り長いｑスイッチパルス周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作
された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０１９２】
　図３８Ｄは、増加するポンプパルス持続時間、及び各ポンプパルス中は一定であり、各
々のその後のポンプパルスで減少するｑスイッチ周期でシステムが複合ｑスイッチ及びポ
ンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示して
いる。
【０１９３】
　代替的に、ポンプパルス持続時間の線形段階的増加と共に、各ポンプパルスは、図３８
Ｄのように、その個々のポンプパルス内に一定のｑスイッチパルス周期を有することがで
き、別の実施形態は、図３８Ｄのように、各サブシーケンスポンプパルスと共に減少する
可能性がある各個々のポンプパルス内に一定のｑスイッチ周期を含む。これらの組合せは
、より少ない熱堆積で始まってより多くの熱の堆積に遷移したいと思う外科医に有利とす
ることができる。振幅推移とのこれらの置換は、臨床効果を容易にするために使用するこ
とができる。
【０１９４】
　図３９Ａは、より少ない熱堆積からより多くの熱堆積への急激な遷移でシステムが複合
ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な
出力波形を示している。
【０１９５】
　より少ない熱堆積で始めてより多くの熱堆積に遷移する更に別の例は、図３９Ａのよう
に、短めのパルス持続時間及び長めのｑスイッチ周期を有するいくつかの初期のポンプパ
ルス、次に、短めの周期のｑスイッチパルスで長めのパルス持続時間ポンプパルスへの急
激な遷移を含む。ｑスイッチパルス構造は、これらのポンプパルス中にも動的に変更され
る可能性がある。
【０１９６】
　図３９Ｂは、より多くの熱堆積からより少ない熱堆積への急激な遷移でシステムが複合
ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な
出力波形を示している。
【０１９７】
　初期ポンピング及びｑスイッチパルスの組合せが最初により多くの熱を堆積させて急に
切除するようなものである反対のシナリオは、外科医は、図３９Ｂのように、組織内に有
意な熱堆積させて、次に、強力な切除パルス又はパルスシーケンスを使用して骨折を作成
したいと思うより硬質の組織に有利であると考えられる。
【０１９８】
　図３９Ｃは、各ポンプパルス中に繰り返されて、より多くの熱堆積から少めの熱堆積へ
の急激な遷移でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の図２
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８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０１９９】
　硬組織骨折効果は、図３９Ｃのように、ポンプパルスパラメータを一定に保って、各ポ
ンプパルスの終了の近くに急に低振幅短周期パルス構造から高振幅高エネルギパルス構造
に遷移することによってｑスイッチパルスパラメータをもたらすことができる。
【０２００】
　よく制御された副次的損傷領域を有する軟組織の切除は、動的ポンピング構造及びｑス
イッチパルス構造で達成することができる。
【０２０１】
　図３９Ｄは、各ポンプパルス中に繰り返されて、より多くの熱堆積からより少ない熱堆
積への急激な遷移でシステムが複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードで操作された時の
個々にポンプ源及びｑスイッチ変調を示し、かつ図２８Ｂのようなレーザの得られるレー
ザ出力波形を示している。ポンピングパルシング及びｑスイッチパルシングの例示的な組
合せは、各ポンプパルス中に繰り返されて、より多くの熱堆積からより少ない熱堆積への
急激な遷移を含むことができる。ポンプパルス及びｑスイッチパルスは、得られるレーザ
出力を示して個々に示されている。
【０２０２】
　図３９Ｅは、連続波部分を含む複合ｑスイッチ及びポンプパルスモードでシステムが操
作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力波形を示している。
【０２０３】
　代替動的パルス構造は、動的パルス構造の一部として連続波部分を含むことができる。
ポンプ源電力の適切な範囲でｏｆｆモードでｑスイッチを操作することにより、図３９Ｅ
のように連続波作動をもたらすことができる。
【０２０４】
　図３９Ｆは、可変振幅連続波部分を含むｑスイッチモードを有する複合ｑスイッチ及び
ポンプパルスモードでシステムが操作された時の図２８Ｂのようなレーザの例示的な出力
波形を示している。
【０２０５】
　ポンプパルス及びｑスイッチパルスは、得られるレーザ出力を示して個々に示されてい
る。動的パルス方式の連続波部分は、図３９Ｆのように様々な振幅を有する場合もある。
【０２０６】
　図４０は、本発明の実施形態による動的パルシングとの例示的な単一のスライドバーユ
ーザインタフェースを示している。
【０２０７】
　ポンプ源及び／又はｑスイッチの動的パルシングは、特定かつ細かく制御される組織相
互作用に向けて最適化することができるパルス構造置換の広いアレイを作成し、並びにフ
ラッシュ蒸発を含め低温切除から連続的に切除なしの純粋な凝固まで実質的に全ての相互
作用タイプに及ぶ。更に別の実施形態は、切断効率の改善及びアクセス性の改善に向けて
小型導波管とのパルス組合せを含む。更に、相補的な第２の波長は、達成可能な組織相互
作用スパンを拡幅化するためにこれらの置換に追加することができる。また、これらの実
施形態のための利得媒体１００の選択は、達成可能な組織相互作用に影響を及ぼす可能性
がある。
【０２０８】
　コントローラ２９４０は、直接、間接に関わらず、少なくとも、ポンプ源２９３０又は
ｑスイッチ２９１０、好ましくは両方のパラメータを制御することができる集中又は分散
型システムとすることができる。制御されるパラメータには、パルス持続時間、パルス振
幅、及びパルス周期を含むことができる。コントローラ２９４０は、個々のパルス基盤ま
でこれらのパルスパラメータの組合せを変えることができる。コントローラ２９４０は、
非パルシングモード、例えば、連続波又は擬似連続波でシステムを操作することができる
。コントローラ２９４０は、直接、間接に関わらず、出力波長を調節するための手段を含
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むか又は通信することができる。コントローラは、有形媒体２９５０、例えば、公知のＲ
ＡＭ、ＲＯＭ及びフラッシュメモリを有することができる。コントローラ２９４０は、ユ
ーザがコントローラ２９４０が必要なパルシング方式を解釈し、判断し、望ましい組織効
果をもたらすために実行することができる設定を選択することを可能にするシステムのユ
ーザインタフェース２９６０を含むか又は通信することができる。コントローラ２９４０
は、ポンプ源２９３０及び／又はｑスイッチ２９１０のための電源を含むか又は通信する
ことができる。動的パルシングの例示的かつ比較的簡単なユーザインタフェースを図４０
に示している。切断速度に関連することができる電力調節体２９６１、ノブ、スライド、
ボタン、タッチスクリーンとすることができ、又は他の有意なインタフェース機構は、ユ
ーザが電源設定を選択することを可能にする。ノブ、スライド、ボタン、タッチスクリー
ン又は他の有意なインタフェース機構とすることができる熱調節２９６２機構は、「低温
」、すなわち、実質的に残留熱損傷が殆どない全ての切除から、「高温」、すなわち、実
質的に切除が殆どない全ての熱堆積の範囲の特定の電力設定に向けて組織への熱堆積のレ
ベルを制御する。
【０２０９】
　図４１は、本発明の実施形態によるユーザ設定を解釈してレーザ出力プラシング方式を
確立する例示的な流れ図を示している。
【０２１０】
　外科医は、臨床必要２９６３に基づいて適切な設定を判断することができる。図４１の
流れ図を参照されたい。設定が行われた状態で、コントローラ２９４０は、ポンプパルス
構成２９４１を準備することができ、ポンプパルス構成２９４１は、振幅、周期及びパル
ス持続時間設定、並びに振幅、持続時間、及び周期設定を含むことができるｑスイッチパ
ルス構成２９４２を含むことができる。この例において、内部動的パルスパラメータ設定
は、特定のユーザインタフェース入力２９６４の所定の範囲内である。それらの所定の範
囲は、コントローラ有形媒体２９５０の一部に維持することができる。図４１では、ユー
ザは、血管が多い組織に付着したポリープの除去のような軟組織を切断して中程度の出血
制御を維持したいと思っている。ユーザ入力スライドバーは、適切な位置に移動済みであ
る。この時点で、スライド位置に基づいて、コントローラ２９４６の流れ図を参照すると
、コントローラ２９４０は、所定の組のパラメータ、この場合には、中間の振幅、中間の
持続時間、及び短周期パルスモードに相関する。あらゆる相互に関係があるパラメータ依
存、例えば、ｑスイッチパルス振幅及びｑスイッチ周期に対して、コントローラは、ユー
ザ選択に従って望ましい結果をもたらすため範囲限界及び／又は設定の混合を判断するこ
とになる。動的所定の設定は、パラメータを微調節してユーザ電源設定に対応するように
内部較正２９４４サイクル中に調節することができる。較正が完了した時に、システムは
、露光２９４５に向けて準備が完了した状態である。コントローラ２９４０は、露光中に
動的パルスシーケンスのタイミングを調節することができる。多くの代替ユーザインタフ
ェース２９６０及び制御構造を使用することができる。
【０２１１】
　図４２は、本発明の実施形態による露光中に遷移なしで動的パルスパラメータをカスタ
マイズする例示的なタッチスクリーンユーザインタフェースを示している。この実施例で
は、動的パルス構造は、外科医により専用設計することができる。ユーザは画面の上で矢
印を押して隣接パラメータを増加又は低減することができる。例えば、ユーザは、各パル
スパラメータ、すなわち、ポンプパルス及びｑスイッチパルスの振幅、持続時間、及び周
期を選択することができると考えられる。この例において、「遷移率」調節は、「なし」
に設定され、従って、ユーザ選択パラメータは、露光中は固定されたままである。
【０２１２】
　図４３は、図４２に示すようなユーザインタフェースで動的パルシングのための例示的
な制御システムの流れ図を示している。コントローラ２９４０は、達成可能な設定、許容
パラメータの組合せ２９４７にパラメータ選択の範囲を制限し、かつ選択が行われた時プ
リファレンスの階層を管理することができる。システムは、次に、選択されたパラメータ
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２９４８でポンピング及びｑスイッチデバイスコントローラを装着することができる。内
部較正２９４４が行われ、必要に応じて、パラメータの何らかの微調節が、システムを最
適化するために行われ、次に、システムは、露光２９４５に向けて準備が完了した状態で
ある。コントローラは、露光中に動的パルスシーケンスのタイミングを調節することがで
きる。図４４は、露光中にパルス遷移を含むカスタマイズ可能な動的パルス方式を伴う例
示的なユーザインタフェースを示している。ユーザは、画面の上で矢印を押して隣接パラ
メータを増加又は低減することができる。パルスシーケンスの遷移に向けて、初期パルス
シーケンスパラメータが入力される。更に、最終パルスシーケンスパラメータが入力され
る。ユーザは、低速の漸進的な遷移から高速の急激な遷移に変わる「遷移率」を選択し、
この例において、遷移率は、低速と高速の中間に存在する。
【０２１３】
　図４５は、図４４に示すようなユーザインタフェースで遷移動的パルシングを使用する
例示的な制御システムの流れ図を示している。コントローラ２９４０は、達成可能な設定
、許容パラメータの組合せ２９４７にパラメータ選択の範囲を制限し、かつ選択が行われ
た時プリファレンスの階層を管理することができる。遷移パルス設定に対して、コントロ
ーラ２９４０は、所定の値を計算又は使用して遷移パルシング方式２９４９を含むパルス
シーケンス全体を構成することができる。システムは、次に、選択されたパラメータ２９
４８でポンピング及びｑスイッチデバイスコントローラを装着することができる。内部較
正２９４４が行われ、必要に応じて、パラメータの何らかの微調節が、システムを最適化
するために行われ、次に、システムは、露光２９４５に向けて準備が完了した状態である
。コントローラは、露光中に動的パルスシーケンスのタイミングを調節することができる
。コントローラは、レーザシステムを起動するためにユーザ作動スイッチとインタフェー
スで接続することができる。ユーザ起動スイッチは、手又は足起動式デバイスとすること
ができ、複数の機能を含むことができる。
【０２１４】
　図４６は、本発明の実施形態による利得媒体をポンピングする端面ポンピング方式を使
用するレーザシステムを示している。
【０２１５】
　共振空洞には、一方でレージング波長を全反射し、一方でレーザ出力波長を部分伝達す
る２つのミラー２９２０を形成することができる。全反射ミラーは、レーザ源３０４０、
例えば、ダイオードレーザで端面ポンピングすることを可能にすることができ、利得媒体
２９００をレーザ源３０４０、例えば、ダイオードレーザでポンピングすることができる
。内部空洞要素は、少なくとも利得媒体２９００であり、かつｑスイッチ２９１０を含む
ことができる。付加的な内部空洞要素には、レンズ、高調波生成のための物質、ビーム品
質を変える要素、及びこれらの要素の様々な置換物を含むことができる。２つよりも多い
ミラーを有する共振器を使用することができる。ミラーは、内蔵型要素ではなく内部空洞
要素の表面上に形成することができる。
【０２１６】
　結合光学要素２９７０は、レーザ出力ビームを導波管２９８０に結合して最終的に治療
部位に誘導することができるようにレーザ出力ビームを誘導する。単一レンズ、複数レン
ズ、又はレンズなし構成、並びにビームを誘導する他の技術を使用することができる。
【０２１７】
　導波管２９８０は、２．５マイクロメートルまでのＩＲ光を伝達することができる低Ｏ
Ｈシリカファイバであることが好ましい。導波管２９８０は、伝達される特定の波長及び
電力を考慮して他の伝達材料で製造することができる。導波管２９８０は、レーザシステ
ムが導波管が取り付けられる時を認識することができるように一体化されたセキュアな認
識デバイスを有することができる。送出システムは、例えば、内視鏡下で導波管の挿入が
可能にするために導波管を収容又は保持する付加的な計装を含むことができる。計装は、
特定の手術機能を実行するためように導波管２９８０及び／又は導波管先端の操作を更に
補助することができる。計装は、吸着、注水、視覚化、組織操作機能性、又はそれらの置
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換を含むことができる。
【０２１８】
　多くの実施形態では、ビーム品質は、重要なパラメータとすることができる。ビーム品
質は、送出デバイス先端の出力でビーム分岐をもたらすことによって臨床組織効果に関し
、従って、組織に衝突する放射照度が影響を受ける。ビーム品質は、光ファイバ送出デバ
イスの最小コアサイズ及び開口数にも影響を与え、これは、送出ファイバの全体的なサイ
ズ及び実際的な曲げ半径に影響を与える。端面ポンピング法は、良好なビーム品質の達成
の一助とする好ましい技術である。他の技術には、開口、内部空洞伝達要素、利得媒体の
熱管理、及び共振空胴の一般的な設計を含むことができる。
【０２１９】
　臨床的に大きな波長は、１７０ｎｍ～１５マイクロメートルの範囲と考えられる。
【０２２０】
　臨床的に重要なポンプ源パルスパラメータは、以下の範囲に及ぶと考えられる。
　０．１Ｗ～１０ＫＷのピークパルス振幅
　１０ｕＪ～２４Ｊのパルス当たりのエネルギ
　０．１ｕｓ～１０ｓのパルス持続時間
　１ｕｓ～１０ｓのパルス周期
　１ｍＷ～１ＫＷの得られる平均的な電力による。
【０２２１】
　臨床的に重要なｑスイッチパルスパラメータは、以下の範囲に及ぶと考えられる。
　１Ｗ～１００ＫＷのピークパルス振幅
　１０ｕＪ～１Ｊのパルス当たりのエネルギ
　１ｎｓ～１００ｕｓのパルス持続時間
　単一の発射～１０ｎｓのパルス周期
　１ｍＷ～１ＫＷの得られる平均的な電力による。
【０２２２】
　ポンピングパルシング及びｑスイッチパルシングの臨床的に有意な組合せは、説明され
る各個々に対して置換に及び、かつ更に１ｍＷ～１ＫＷの得られる平均的な電力範囲に及
ぶと考えられる。
【０２２３】
　臨床的に大きなビーム品質は、１～１００のＭ2からの範囲と考えられる。
【０２２４】
　治療スポットサイズは、１０マイクロメートル～１０ｍｍの範囲内である。
【０２２５】
　装置面積当たりの臨床的に大きなポンプパルス作動ビームピーク電力は、１ｍＷ／ｃｍ
2～１２５ＧＷ／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２２６】
　装置面積当たりの臨床的に大きなｑスイッチパルス作動ビームピーク電力は、１ｍＷ／
ｃｍ2～５００ＧＷ／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２２７】
　装置面積当たりの臨床的に大きな作用ビーム平均電力は、１ｍＷ／ｃｍ2～１２５ＧＷ
／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２２８】
　導波管コアサイズは、２マイクロメートル～２ｍｍ、好ましくは２５マイクロメートル
～１００マイクロメートルの範囲と考えられる。
【０２２９】
　Ｔｍ：ＹＡＰ利得媒体に対する一部の非限定的な好ましいパラメータ。
【０２３０】
　臨床的に大きな波長は、１．８マイクロメートル～２．２マイクロメートルに及ぶと考
えられ、一定又は調節可能にすることができる。
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【０２３１】
　臨床的に重要なポンプ源パルスパラメータは、以下の範囲に及ぶと考えられる。
　０．５Ｗ～１２０ＫＷのピークパルス振幅
　０．１ｕＪ～２４Ｊのパルス当たりのエネルギ
　１０ｕｓ～２ｓのパルス持続時間
　１ｍｓ～２ｓのパルス周期
　１ｍＷ～１２ＫＷの得られる平均的な電力による。
【０２３２】
　臨床的に重要なｑスイッチパルスパラメータは、以下の範囲に及ぶと考えられる。
　１００Ｗ～５０ＫＷのピークパルス振幅
　１ｍＪ～５０ｍＪのパルス当たりのエネルギ
　５ｕｓ～５００ｓのパルス持続時間
　単一の発射～１００ｎｓ～のパルス周期
　０．０５ｍＷ～１２ＫＷの得られる平均的な電力による。
【０２３３】
　ポンピングパルシング及びｑスイッチパルシングの臨床的に大きな組合せは、説明され
る各個々に対して置換に跨り、かつ更に、０．１ｍＷ～５０ＫＷの得られる平均的な電力
範囲にわたると考えられる。
【０２３４】
　臨床的に大きなビーム品質は、１～１０のＭ2からの範囲と考えられる。
【０２３５】
　装置面積当たりの臨床的に大きなポンプパルス作動ビームピーク電力は、１ｍＷ／ｃｍ
2～３５０ＫＷ／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２３６】
　装置面積当たりの臨床的に大きなｑスイッチパルス作動ビームピーク電力は、１ｍＷ／
ｃｍ2～７５０ＧＷ／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２３７】
　装置面積当たりの臨床的に大きな作用ビーム平均電力は、０．５ｍＷ／ｃｍ2～１００
ＭＷ／ｃｍ2の範囲と考えられる。
【０２３８】
　実質的に全ての組織タイプは、動的パルシング、適切な利得媒体、小型導波管又はその
部分集合、又は脈管組織、無血管組織、腫瘍、嚢胞、神経、粘膜、粘膜下組織、結合組織
、軟骨、器官、及び骨を含むがこれらに限定されない置換を利用する時に組織効果の広い
範囲にわたって反応する。開示する本発明は、部分的に、外科医が最適臨床結果をもたら
すのに有利な方法で切断及び凝固性の組織効果を順序付け又は混合することができる固有
に設計されたパルス構造を提供する。パルスパラメータ及びそれらの置換を動的に調節す
る１つの臨床的利点は、外科医は、残りの組織の実行可能性を維持しながら、手術中に出
血を制御するために広い範囲にわたって熱堆積の適切なレベルを判断することができると
いう点である。別の臨床的利点は、動的パルス制御により硬組織及び軟質組織の除去が可
能であるという点である。動的パルス制御により、出血、煙又はその両方を制御すること
によって処置中に外科医の視認性が改善する。動的パルシングにより、更に残りの組織の
創傷を制御することができ、従って、患者応答回復時間が容易にされ、かつ回復期間中に
苦痛を低減することができる。水により強力に吸収される波長を生成している利得媒体は
、好ましいが必要なものではない。これらの波長により、広範囲の組織効果を包含する手
術レーザシステムを生成する費用効率が高い手段が得られる。小コア導波管の使用を可能
にする高ビーム品質レーザシステムも好ましい。小型導波管により、アクセス性の改善が
可能であり、かつ最小の電力又はエネルギによる効率的な組織除去が得られる。小型導波
管は、低侵襲処置に十分に適している。安全及び効率的に全てのタイプの組織を除去する
デバイスを外科医に提供することは、実質的に全てのタイプの外科的処置に有益である。
このシステムは、内視鏡下機能的洞手術、甲介骨縮小、頭頸部手術、大腸、直腸、食道、
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肥満、経膣的、膀胱鏡検査手術、及びその他のような内視鏡自然開口部処置に十分に適し
ている。それは、更に、虫垂切除、ヘルニア修復、肥満、胆嚢摘除、腸切除、滅菌のよう
な腹腔鏡手術に十分に適している。整形手術、脊椎手術、神経手術、脳手術、及び従来の
胎児開胸開腹手術も同様に恩典を受けることができる。自然開口部越経管腔的内視鏡手術
への今後の傾向は、組織効果の広範囲かつ万能性の選択による小型可撓送出システムから
も恩典を受けることができる。
【実施例】
【０２３９】
　篩骨洞手術を行う洞外科医は、粘液放出を改善するために、薄い蜂巣状骨構造の中心分
及び篩骨洞腔の周囲の粘膜を除去する可能性がある。外科医は、図３２Ｄに示すような周
期的パルス方式を使用して最小の出血で粘膜でおおわれた骨構造を通じて節骨に入る場合
がある。図３２Ｄパルス方式では、小さい毛細管から出血を制御するために何らかの軽い
加熱パルスで骨除去に向けて周期的に切除パルスを混合する。篩骨洞の内側で外科医が超
薄い粘膜を有するより多くの骨構造に遭遇すると、外科医が、出血に関する問題を気にし
ない可能性がある。この場合に、外科医は、骨のフラッシュ蒸発を含む低温切除が殆ど凝
固性加熱なく行われる図３２Ｃのようなパルス構造に設定を切り換える可能性がある。処
置中の何らかの時点で動脈に穿孔した場合に、図３２Ｆのような設定を使用して組織を切
除することなく制御出血に局在化する区域を加熱する可能性がある。
【０２４０】
　下鼻甲介縮小に対して、ターゲットは、粘膜組織層の損傷を最小にしながら気流を改善
するために甲介骨の全体的なサイズを低減することと考えられる。粘膜下手法を用いると
、粘膜層の維持を最大にすることができる。小コアファイバ送出デバイスは、デバイスが
甲介骨に挿入された創傷区域のサイズを最小にするという点で有益である。進入中にかつ
粘膜層を通じてのみ、図３９Ａのようなパルシング方式を用いて小さい孔を切除し、小さ
い毛細管からの出血を防止するために少しの熱を堆積させることができる。ファイバが粘
膜下で望ましい位置に配置された状態で、図３７Ｄのようなパルス方式を用いて効率的に
多量の粘膜下組織を切除することができる。次に、図３７Ｆのようなパルス方式を用いて
切除容積を僅かに増大させ、最初に作成された空洞に関連し、全体的な鼻甲介サイズを迅
速に低減することを可能にすることができる中程度の凝固区画を作成するためにそれを使
用することができ、空気流が改善し、最大量の粘膜が維持され、迅速な患者回復期間が容
易にされる。
【０２４１】
　自然開口部越経管腔的内視鏡技術を使用して胆嚢を除去する時に、食道の下を走り、胃
に入って胃壁を通って胆嚢の近くの位置に至る長いカテーテル状の計装に対応する非常に
小径で可撓性切除具を有することが有利である可能性がある。適切に設けられた状態で、
作業先端の位置を操作することができることも有利である。小さい可撓性ファイバが、こ
の種類の操作に十分に適している。胆嚢を切除する時に、図３８Ｄのようなパルス方式は
、出血を十分に制御しておくために中程度から肉厚までの凝固区画を維持しながら胆嚢を
自由に切断するのに有利であると考えられる。
【０２４２】
　脳手術に対して、小さい挿入デバイス２９９０は、アクセス経路内の組織への影響が最
小のまま除去すべき容積に到達するのに有利であると考えられる。切除は、図３０Ｄに示
すパルス方式のような薄い均一な凝固制御で行うことができる。次に、除去すべき部分的
に分離した塊を図３２Ｃのようなパルス方式を使用して切除することができる。切除した
組織遺物は、小さい吸着経路を通じて除去することができる。
【０２４３】
　図４７は、例示的な動的パルス構成により引き起こされた組織効果の一般的な図を示し
ている。図３２Ｃで参照したようなパルス治療ビームは、残りの組織の感知可能な熱損傷
がない組織の切除除去を示している。図３７Ｂで参照したようなパルス治療ビームは、主
として残りの組織の少量の熱損傷を伴う組織の切除除去を示している。図３７Ｃで参照し
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示している。図３７Ａで参照したようなパルス治療ビームは、残りの組織の大量の熱損傷
を伴う少量の組織の切除除去を示している。最後に、図３２Ｆで参照したようなパルス治
療ビームは、組織の感知可能な切除除去のない凝固した組織の広い区域を示している。
【０２４４】
　図４８は、図３２Ｄに示すような代表的な動的パルス方式の組織効果のタイミングシー
ケンスを示している。時間１は、第１の４つの高い振幅、長い周期、残りの組織の感知可
能な熱損傷なく組織を切除する時に効率的な短い持続時間パルスを表している。時間２は
、振幅及び周期の連続的な低減及びパルス持続時間を延長を伴う遷移パルスを表している
。遷移パルスは、切除し続けるが、効率の減少に伴って、残りの組織内に何らかの熱を堆
積させ始める。時間３は、低めの振幅、短めの周期、感知可能な切除なく主として組織内
に熱を堆積させる長めの持続時間パルス直列を表している。時間４は、深めの切除区画を
作成して繰り返された切除パルスシリーズを示している。時間５は、切除区画深さを中程
度に増大させ付加的な薄い凝固区画を作成して繰り返された遷移パルスシリーズを示して
いる。時間６は、残りの組織の熱損傷を追加して繰り返された主として熱のパルスシリー
ズを示している。周期的なシーケンスは、露光の持続時間を通して繰り返すことを続ける
場合がある。
【０２４５】
　可搬性及びバッテリのような自己完結型電源と結合して様々な範囲の組織相互作用及び
手術機能により、システムは、現場使用に有利である。外科的介入は、緊急時に、救助及
び軍事の分野での状況において行うことができる。更に、フラッシュ蒸発システムの利点
は、ロボット手術に十分に適している。
【０２４６】
　上述のプロセッサは、１つ又はそれよりも多くのプロセッサを有するプロセッサシステ
ムを含むことができ、かつプロセッサの有形媒体は、例えば、上述のパルスシーケンスに
より先に示す組織治療の方法を実行するように構成されたコンピュータプログラムを含む
ことができることを認めるべきである。
【０２４７】
　以前の流れ図に示す特定の段階は、本発明の実施形態による特に患者を治療する方法を
提供することを認めるべきである。段階の他のシーケンスは、代替的な実施形態に従って
行うことができる。例えば、本発明の代替実施形態は、異なる順序で先に概説した段階を
実行することができる。更に、図に示す個々の段階は、個々の段階に適切な時に様々なシ
ーケンスで行うことができる複数の副段階を含むことができる。更に、特定用途により、
付加的な段階を追加又は除去することができる。当業者は、多くの変形、修正、及び代案
を認識するであろう。
【０２４８】
　実施例を手段としてかつ理解の明瞭さを期すために例示的な実施形態を部分的に詳細に
説明したが、当業者は、様々な修正、適応化、及び変更を使用することができることを認
識するであろう。従って、本発明の範囲は、添付の特許請求の範囲によってのみ制限され
るべきである。
【符号の説明】
【０２４９】
３１０　患者
３２０　撮像システム
３３０　映像ディスプレイ
３４０　挿入デバイス
３６０　レーザシステム
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【手続補正書】
【提出日】平成28年5月10日(2016.5.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　洞手術に向けて組織を治療する装置であって、
　波長、パルス繰返し数、パルス持続時間、及びパルス当たりのエネルギのうちの少なく
とも１つが制御可能であるレーザパルスを発生するレーザシステムと、
　直接的な視覚化画像を供給する撮像システムと、
　前記レーザから組織上のスポットにパルスを送出するために該レーザに結合された導波
管と、
　前記レーザが、組織の容積がスピノーダル分解を用いて放出されるようにある一定の容
積の組織を前記スポットで照射するための波長とパルス当たりのエネルギとを有し、前記
レーザパルスが、該容積からの応力及び熱エネルギ伝播を抑制するのに十分に短い持続時
間を有する作動モードを有効にするユーザ入力を有する該レーザシステムに結合されたコ
ントローラと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項２】
　前記コントローラは、組織凝固がスピノーダル分解による放出なしにもたらされる少な
くとも１つの付加的な作動モードを有する前記レーザに対する作動モードを選択するユー
ザ入力を有することを特徴とする請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記作動モード及び前記付加的な作動モードは、露光中に混在することを特徴とする請
求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記挿入デバイスは、可撓性内視鏡を含み、前記シリカファイバを含む前記導波管は、
前記可撓性内視鏡内に配置されることを特徴とする請求項１乃至３の何れかに記載の装置
。
【請求項５】
　前記導波管は、５０から２００マイクロメートルの範囲のコア径を有するシリカ導波管
を有することを特徴とする請求項１乃至４の何れかに記載の装置。
【請求項６】
　前記導波管は、５０から２００マイクロメートルの範囲の径を有するスポットを組織に
送出することを特徴とする請求項１乃至５の何れかに記載の装置。
【請求項７】
　パルス繰返し数が、単一の発射から２ＫＨｚまでであることを特徴とする請求項１乃至
６の何れかに記載の装置。
【請求項８】
　前記波長は、１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間であり、前
記パルスは、１と１０ミリジュール／パルスの間と２００ｎｓｅｃ未満のパルス持続時間
とを有することを特徴とする請求項１乃至７の何れかに記載の装置。
【請求項９】
　前記レーザシステムは、ツリウムドープホストを含む利得媒体を有することを特徴とす
る請求項１乃至８の何れかに記載の装置。
【請求項１０】
　前記挿入デバイスは、５０マイクロメートルと２００マイクロメートルの間のコア径を
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有するシリカ光ファイバを有する可撓性内視鏡を含むことを特徴とする請求項１乃至９に
記載の装置。
【請求項１１】
　前記レーザシステムが、１８８０と２０８０ｎｍの間又は２３４０と２５００ｎｍの間
の波長を有し、１と１０ミリジュール／パルスの間を有し、かつ２００ｎｓｅｃ未満のパ
ルス持続時間を有するレーザパルスを発生するように構成されており、且つ
　前記導波管を含む挿入デバイスを含み、前記導波管が、５０から２００マイクロメート
ルの範囲の直径を有する洞の内側の組織上のスポットに前記レーザからのパルスを送出す
るための光ファイバを含む挿入デバイスと、
　を含むことを特徴とする請求項１乃至１０の何れかに記載される装置。
【請求項１２】
　前記パルス持続時間は、１００ｎｓ未満であることを特徴とする請求項１乃至１１の何
れかに記載の装置。
【請求項１３】
　前記レーザパルスは、組織を放出するために該組織内の水のスピノーダル分解と前記相
互作用容積内に閉じ込められた運動エネルギとを誘発する容積電力密度を該相互作用容積
に送出することを特徴とする請求項１乃至１２の何れかに記載の装置。
【請求項１４】
　各スポットに送出される前記容積電力密度は、１０10Ｗ／ｃｍ3よりも大きいことを特
徴とする請求項１乃至１３の何れかに記載の装置。
【請求項１５】
　前記レーザが、１４００と１５２０ｎｍの間又は１８６０と２５００ｎｍの間の波長を
有し、１ミリジュール／パルスと４０ミリジュール／パルスの間を有し、且つ２００ｎｓ
ｅｃ未満のパルス期間を有するパルスを発生するように構成されていることを特徴とする
請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項１６】
　前記導波管を含み、洞内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを特徴と
する請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項１７】
　前記導波管を含み、脳内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを特徴と
する請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項１８】
　前記導波管を含み、胆嚢内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを特徴
とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項１９】
　前記導波管を含み、女性生殖器組織内に挿入するように構成された挿入デバイスを含む
ことを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２０】
　前記導波管を含み、骨、靭帯、腱、又は軟骨内に挿入するように構成された挿入デバイ
スを含むことを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２１】
　前記導波管を含み、尿道、前立腺、嚢、又は腎臓内に挿入するように構成された挿入デ
バイスを含むことを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２２】
　前記導波管を含み、脊椎内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを特徴
とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２３】
　前記導波管を含み、肺組織内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを特
徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２４】
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　前記導波管を含み、頭部又は頸部内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むこ
とを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２５】
　前記導波管を含み、静脈又は動脈内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むこ
とを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
【請求項２６】
　前記導波管を含み、目の部位内に挿入するように構成された挿入デバイスを含むことを
特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載の装置。
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